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要 旨
開業 は雇 用 増加 や イ ノベ ー シ ョン な どを通 じて経 済活 性化 に貢 献 し、 新 た な財 とサ ー ビ
ス を生 み 出す 。 企 業 の新 陳代 謝 に よって競 争 力 の活 発化 が もた ら され 、 この こ とが活 力 の
源 泉 とな る。 しか し、 企 業 は生 まれ て、順 調 に成 長 、発 展 す るわ けで は な く、事 業 に失 敗
し、廃 業 、倒 産等 の 退 出 を余儀 な く され る場合 も多 く存 在 す る。80年代 に入 っ てか ら、廃
業 率 が 開業率 を大 き く上 回 り、 そ の差 も拡 大 してい る。 倒 産 お よび廃 業 率 が 高 い こ とは 開
業後 企 業 の生 存 率 が低 い こ とを表 し、倒 産 や廃 業 に伴 う雇 用喪 失 ・負 債 増加 な どの 問題 を
もた ら して い る。
開業 ・生存 ・倒産 の問題 は経 済発 展 や社 会進 歩 に大 き な影 響 を与 え、企 業 の ライ フ ステ
ー ジ の重 要 な部 分 で も あ る。 経 済活 性化 視 点 か ら企 業 の ライ フ ステ ー ジ を研 究す る こ とは
学術 的 な分野 に と どま らず 、社会 的か つ政 策 的 に重 要 な課題 で あ る。企 業 が ライ フス テー
ジの それ ぞれ の段 階で それ ぞれ の課 題 を乗 り越 え な けれ ば な らない。 日本 の経 済 再 生 を論
じる際 に、雇 用 増加 な どい ろん な角 度 か ら企 業 の ライ フ ステ ー ジ を考 え る必要 が あ る。 こ
れ らの課題 を 開業 ・生 存 ・倒 産 と して総 合 的 に捉 えよ うとい う試 み は ほ とん ど見 当た らず 、
この意 味 で は重 い課 題 で あ る。
研究目的
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開業 が重視 され るの は、 開業 が経 済成 長 を生み 出す と考 え られ るか らで ある。 日本 経 済
がバ ブル崩 壊 以 降 の長 期 的 な低迷 か ら脱 却 し、経 済 再 生 と一層 の成 長 を 目指す た めに も、
開業活 動 を活 性 化 させ る こ とが重 要 な課 題 とな って い る。 開業後 の企業 が どの よ うに生 存
して い くか とい う開業 後企 業 の 生存 率 の 問題 も重 要 で あ る。 近年 、 日本 にお け る倒 産件 数
が高水 準 で推 移 し、廃 業率 が開 業率 を大 き く上 回 って い る こ とに伴 い負 債 額 の増 大 、失 業
率 の増 加 が大 きな社 会 問題 とな っ てい る。 この よ うな倒 産 の特徴 を明 らかにす る こ とも重
要 で あ る。
本 研 究 の 目的は 、経 済活 性 化 の視 点 か ら、企 業 にお け る創 業 ・生 存 ・倒 産 とい うライ フ
ステ ー ジに注 目 し、そ れ ぞれ の 分析 を行 い、 政策 的な イ ンプ リケー シ ョンを提 示 す る こ と
で あ る。
研 究 の意 義
開業 に よ り雇 用 の増加 、備 品購 入 な どの波 及効 果 が期 待 され る。 開業 後 ま もな く何 らか
の事情 で廃 業 あ るい は倒 産 に至 る企 業 も存 在す るが 、元気 で生 き てい く企 業 も少 な くない。
経過 年 数 に伴 い 、 市場 変化 に素 早 く対 応 で き、絶 えず 革新 を行 った 企業 が成長 し、 うま く
対応 で きな い企 業 が淘 汰 され る。 この 時点 で の倒 産 に よ る負 債 額 の拡 大 、失 業 率 の増加 が
社会 に大 きな負 担 を か け る。 ライ フ ステー ジ ご との企業 の課 題 と特徴 を分析 す る こ とに よ
る問題 発 見 は、 各段 階 で どんな形 の支援 を行 うか、 変化 しつ つ あ る開業 支援 策 、 資金 援助
策 を打 ち出す こ とに重 要 な ヒン トを与 える と思 われ る。 学術 的 な意 味 のみ な らず 、 政策 的
な意 味か らも大 きな意 義 が あ る。 この よ うな包括 的な分 析 はま だ少 な い。
論文 の構成 と内容
本 研 究 で は 、企 業 の ライ フス テー ジに お け る開業 ・生存 ・倒 産 の 三つ の ステ ー ジ に ア プ
ロー チ した。 具 体 的 には 、以 下 の通 りで あ る。
第1章 で は 、研 究 の背 景 、 目的 、意 義 、概 要 を説 明 した 。
第2章 は 、マ ク ロデ ー タ に よ る開業 率決 定 要 因 の考察 の部 分 で あ る。 新 規 開業 の重要 性
を検 討 した上 、 会社 開業 、 自営 業者 総 数(非 一次 産 業)及 び製 造 業 自営 業者 数 の変化 が ど
の よ うな要 因 に よっ て決 定 され るのか につ い て 、先 行研 究 を踏 ま え、資金 要 因 ・人 的要 因 ・
景気 要 因 に 関す る回帰 分析 を行 っ た。(日 本 経 済政 策 学会 関西部 会2010年度研 究 大会(於
広 島経 済 大学)で 発 表 を修 正、加筆 した もの を内容 とす る。)補足 と して 、中小 企業 庁(2002)
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の会 社 開業率 に関す る分析 のデ ー タ を延 長 し、再 考 した。
第3章 は 、 開業後 企 業 の生 存 率 に 関す る研 究 で あ る。 中小 企業 庁 分析 結 果 デー タ を再 計
算 した上 、1984年～2000年まで の16年 間 にお ける 開業後 製 造業 の生存 状 況 を 明 らか に し
よ うと試 み た。(日 本 経 済政 策 学会 第67回 全 国 大会(於 京都 産 業 大学)で 発表 した もの を
修 正 、加 筆 した のが 『経 済 経 営論集 』52巻4号 「開業 後企 業 の生 存 率 に 関す る研 究一 製 造
業 を中心 に一 」 で あ る。 さ らに改善 を行 った もの を 内容 とす る。)
第4章 は 、倒 産 の地 域特 性 に関す る研 究で あ る。 倒 産率 をモデ ル 化 し、地域 倒 産 率 を産
業構 成 要 因 と地 域特 有 要 因 に分解 した 上 、47都道 府 県 を倒 産類 型 化 した。47都 道府 県 に
お けるす べ て の 中分 類 業種 に属す る細 分類 業 種 の特 化係 数(広 が りの 尺度 指標)を 算 出 し、
す べ て の 中分 類 業種 にお け る集 積 多 角化 度 指標 を求 め た。 倒 産 の地 域要 因 と集 積 多 角化 度
指標 との関係 につ い て回 帰分 析 を行 った。
第5章 で は 、本研 究 の結 び の部分 であ る。 結論 、政策 的 なイ ンプ リケー シ ョンお よび 残
され た課題 につ い て述 べ る。
各 章 の概 要
本 研 究 の各 章 で 明 らか に な った こ とは 、次 の よ うに ま とめ られ る。
第2章 マ ク ロデー タに よる開業 率 決 定要 因の考 察
第2章 「開業 」 の部 分 で は、 開 ・廃 業 面、 付加 価 値 お よび雇 用 面 か ら分析 し、新 規 開業
の重要 性 を検 討 した。 そ の上 で 、会 社 開業 、 自営業 者 総数(非 一 次 産業)及 び製 造 業 自営
業者 数 の変化 が どの よ うな要 因 に よ って決 定 され るの か につ いて 、先 行研 究 を踏 ま え、 資
金 要 因 ・人 的要 因 ・景 気 要 因 に関す る回帰 分析 を行 った(表2-4を参 照)。補 足 と して 、 中
小企 業 庁(2002)にお け るマ ク ロ経 済 指標 と会社 開業 率 との 分析 につい て 、デ ー タを延 長
し、再 考 した。
第1に 、小 売業 や サー ビス業 の事 業 所数 が大 きな割 合 を 占 めて い る一方 、製 造 業 付加 価
値 の比 重 が大 き く、製 造 業 が 日本 経 済 活性 化 には依 然 と して 重要 な役 割 を担 って い る こ と
が分 か る。 新 規 開 業雇 用創 出が存 続 事 業所 の雇 用 創 出 を大 き く上 回 っ てい るこ とか ら、新
規 開業 の経済 活 性化 の効果 が大 き い こ とが 明 らか であ る。
第2に 、会 社 開 業、 自営業 者 総数(非 一次 産業)及 び製 造 業 自営 業者 数 の変 化 に関す る
分析 結 果 の共 通 点 は 、説 明変 数 の有 担保 貸 出金比 率 お よび 商 業用 地 地価 変 動率 が 開業 率 と
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の間 に正 の相 関関係 を持 っ てい る こ とが検 証 され た。 開業 資金 調 達 に苦 労 してい る企 業 が
多 い のが 実状 で あ り、 開業 へ の 資金 援助 は会社 に とっ て も、個 人 企業 に とっ て も重 要 な開
業 要素 にな る こ とを意 味 してい る。 地 価 が上 が る と、 コス トア ップ 要 因 とな るが 、 それ に
伴 うビジネ スチ ャン ス を作 り出す こ とも考 え られ る。 銀 行 か らの貸 出が厳 しい 状況 の 中、
土 地所 有者 に は担保 価値 が上 が り、 資金 借 入 に有 利 に働 くと考 え られ る。
第3に 、製 造 業 自営 業者 数 増減 率 と諸要 因 との分 析結 果 は非一 次 産業 自営業 者 総 数増 減
率 の分 析 結果 と同 じ傾 向に あ る。 説 明変数 の 一人 当た り雇 用者 報 酬増 減 率 、完 全失 業 率 お
よび 専 門技術 職 業従 事者 比 率 は 開業 率 と負 の相 関 関係 を持 っ てい る。 一 人 当 た り雇 用者 報
酬 が増 加 す る こ とは平 均賃 金 が 上昇 す るこ とを意 味 し、サ ラ リー マ ン と して企 業 で働 く こ
とに と どま る こ と も考 え られ る。 専 門技術 職 業従 事者 比 率 が 高い こ とは開 業 を刺激 す る要
因の よ うに思 われ る が、一 般 的 に は逆 の 関係 にあ る。 専 門技術 者 に よる 開業業 種 が 限 られ
て い る と考 え られ る た め、技 術者 よ りサ ポー ト ・管 理 ・資 金 調達 な どの総 合 的 な要 素 の ほ
うが 開業 に 当 た って は重要 で あ る こ とを意 味 す る。 失 業率 の増加 は、景 気 状況 が よ くない
こ とを表 し、 開業 に乗 り出す よ りリス クを避 け、 開業 をや め るケー ス も考 え られ る。
逆 に、 失業 者 が 多い 場合 、賃金 コス トの安 定又 は低 下 が予想 され る。 多 くの人 が集 ま っ
て 開業 す る こ とは リス ク を減 少 させ る一方 、 人脈 が広 くな る利 点 が あ り、会社 を立 ち上 げ
る こ とにつ な が る。 会 社 開業 につい て は 、製 造業 自営業 者数 増 減 率 お よび非 一 次産 業 自営
業者 総 数 増減 率 の分 析 結果 と逆 に失 業 率 は正 の相 関関係 に あ る。会社 の形 態 に は株 式会 社 、
有 限会 社 、合 名 会社 、合 資会 社 な どが あ り、 共 同 出資 の場 合 が多 い た め、個 人 企 業 よ り開
業 資金 を集 めや す い とい う利 点 もあ り、 開業 しや す い と考 え られ る。 雇 用者 全 体 収入 の増
加 は経 済 状態 が よ くな って い る こ との反 映 とみ られ 、 会社 開業意 欲 を持 って い る人 を刺 激
す る効 果 が高 い と言 え る。
中小 企 業庁(2002)の会 社 開業率 に関す る分析 のデ ー タ を延 長 し、再 考 した。 分析 結 果
は大 旨一 致 してい る。 会社 開業 率 と実 質金 利 に関す る分析 結 果 は、 中小 企 業庁 とは逆 にマ
イ ナ ス の相 関 関係 に あ る こ とを示 してい る。 金利 が高 くな る と、資金 調 達 が難 しくな り、
開業率 が 低 下す る と考 え られ 、 この結 果 は常識 的見 解 と一 致 してい る。
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表2-4開 業 分 析結 果
自由 資金要因 人的要因 景気要因
度修
期 間 雇用者 一人 当た り 専門技術
項 目 定数項 正済 有担保貸 完全失 商業用地地
(年) 報酬増 雇用者報酬 職業従事
決定 出金比率 業率 価変動率
減率 増減率 者比率
係数
①会社 0,043 0,344 0,526 0,559
開業率 1981-20061,952 0,959 (4.32)(5.35) (3.87) (4.43)
分析 *** *** *** ***
②非一
次産業 0,112 一1 .300 一3.68 一3.23 0,253
自営業 1976-2005157.58 0,968 (2.51) (-7.87)(-6.56)(-10.20)(4.86)
者数増 *** *** *** *** ***
減率
③製造
4.73 一〇.355 一8 .216 一8.429 0,497
業自営
1976-2005109.98 0,973 (2.12) (-5.24)(-5.90)(-10.8) (3.64)
業者数
* *** *** *** **
増減率
注:1.***は有意水 準1%、**は有意水 準5%、*は有意水 準10%。
2.()は孟値Q
3.ある程 度条件 が揃 わない と開業で きない ことか ら、そ の遅効 性 を考慮 し、各説 明変数 に1年 ラグ
を設 け分析 した。 総務省統計 局 『就業構造 基本調査』(平 成14年)に よ り、無業 の起業者 の う
ち、開業準備者 の準備 期 間をみ ると、男 女 とも約半数(男 性50.9%、女性48.9%)が「1年以上」
であ る。 同 じ調 査で見 た結 果、男性 は55歳 以 上の年齢層 で 「1年以上」 とす る割合 が大 きくなっ
てい るの に対 し、女性 は男性 よ りも、少 し若 い世代で開 業準備期 間が長 い傾 向が見 られた。厚 生
労働省雇 用均等 ・児童家庭局 編 『女性 労働 の分析』(2006)、p.52。
「/」線 は説 明変数 と して使用 してい ない。製 造業 自営業者数 増減率 に関す る分析 では、説 明変数
の有担保貸 出金 のダ ミー(バ ブル 時期関連1984-1991)を使用 した。
4.小売 ・卸売業 につ いて も同様 な分析 を試み たが、説 明変数 の有担保貸 出金 比率、商業用 地地価変
動率 の オ値 が低 いた め、有意 な分析 結果 は得 られなか った。 サー ビス業 について も有意 な結果 は
得 られなか った。
第3章 開業後企業の生存率に関する研究
第3章 「生 存 」 の 部分 で は、 中小企 業 庁 分 析 結果 デ ー タ を再 計算 した上 、 開 業後 製 造 業
事 業所 の生存 状 況 を 明 らか に し、そ の解 釈 を行 うこ とを主 な課 題 と した。
中小 企 業庁(2006)は 「開業 した直 後 の企 業 は生 存 率 が低 く、そ の後 年 数 を重 ね るに従
って安 定 してい く。 」 とい った結 果 を示 して い る。 事 業所 の開業 後 経過 年 数 ご とに、前 年
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に 生 き 残 っ た 者(退 出 しな か っ た 者)を100%と して 、次 年 に 退 出 し た者 の 割 合 を 示 した(図
3-2)。本 研 究 で は 、以 上 の 計 算 結 果 を 再 計 算 し 、全 事 業 所 べ 一 ス 、 会 社 べ 一 ス 、個 人 事 業














1-→一一 全事 業 所ベース 平均 一一■一一 会社 ベース 平均 ・ ・▲・ ・個 人事 業所 ベー ス 平 均1
!卜趣 〆!/〆 〆 ズ 〆/
年
資 料:中 小 企 業 庁(2006)、 第1-2-21図か ら抽 出 作 成 。
注:1.前 年 の 事 業 所 数 を100と して 、 次 年 に存 続 して い る 事 業 所 の割 合 を示 した もの 。





デ ー タ 出所:
中小 企 業 庁(2006)、 第1-2-21図の デ ー タ を再 計 算 し、 筆 者 が 作 成 。
利 用 デ ー タ に つ い て は 、 中小 企 業 庁 が 経 済 産 業 省 『工 業 統 計 表 』 を再 編 加 工 したデ ー タで あ る。 本
統 計 は 事 業 所 単位 で 集 計 され て い る。 西 暦 末 尾0、3、5、8年 に つ い て は全 数 調 査 で あ り、 そ れ 以
外 の年 は 従 業 者4人 以 上 の 事 業 所 な どを 調 査 して い る。 中小 企 業 庁 が 経 済産 業 省 の個 票 デ ー タ を利
用 し、 従 業 者4人 以 上 の 事 業 所 の み を集 計 した パ ネ ル デ ー タ で あ る 。 これ が 「再 編 加 工 」 の 意 味 で
あ る。 本 論 文 で は 、 中小 企 業 庁 の 上 記 の パ ネ ル デ ー タ を 使 っ た集 計 結 果 を用 い て 再 計 算 した 。
注:開 業 年 製 造 業 企 業数 を100と して 、 各 ベ ー ス の 開業 年 か ら の 実 際 生 存 率 を表 して い る。
考察 した結 果 は 以下 の通 りで あ る。
第1に 、会 社 ベ ー スで も、個 人事 業 所ベ ー ス で も、 開業3年後 の生 存率 が 高 い事 業所 は
10年後 の生存 率 も高 く、会 社 べ 一 ス に比べ 、個 人 事 業所 べ 一 ス の生 存 率 はか な り低 い こ と
が分 か った。 会 社べ 一 ス と比 べ 、個 人 事業 所 べ 一 スの3年後 生存 率 と4年後 生 存率 の間 、4
年 後生 存 率 と5年後 生存 率 の 間 には大 きな乖 離 が見 られ た。 開 業後5年 を経 過 してか らの個
人 事業 所 は生 きて い く比率 が高 い傾 向に あ るが 、開業 後3年 を経 って も、4、5年目を迎 え る
こ とはか な り難 しい こ とが読 み とれ る。 個 人 企 業形 態 に よる資金 不 足 、信 用度 な どの 問題
が生存 率 低 下要 因 の一 つ で あ る と考 え られ る。
第2に、 開業 年 に よ り生存 率 の差 が存在 す る こ とが 明 らか に な った。 創 業 支援 策 が 実施
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され た年 に 開業 した事 業所 の生 存率 が 全体 的 に高 い傾 向 に あ り、 創 業支 援 策 の重 要性 を示
唆 してい る。 これ か らの企 業 退 出お よび生 存 に関す る研 究 には ヒン トを与 え る と言 え る。
創 業支 援 策以 外 には、 開業 の規模 性 、 生 まれ る時 の有利 さ、恵 まれ る環 境 な ど も考 える必
要 が あ るだ ろ う。
第3に 、創 業 後企 業 の 国 際比 較 を行 い 、外 国 の創 業 支援 策 の特 徴 と 日本 にお け る創 業 支
援策 の課題 を検 討 した。 外 国 にお け る創 業 後企 業 の生存 率 と比較 す る と、 日本 は低 い レベ
ル に あ り、低 さが突 出 して い る こ とが明 らか とな った。
第4章 倒 産 の 地域 特性 に 関す る分 析
第4章 「倒 産 」 の部 分 で は、倒 産 率 をモデ ル化 して 、地 域倒 産 率 を産 業構 成 要 因 と地 域
特 有要 因 に分 解 した。倒 産 の産 業要 因 とは、産 業 構成(言 い換 え る と、 産 業 ご との事 業 所
密度 で あ る)が もた らす倒 産 を意 味 す る。 倒産 の地域 特 有 要 因 とは 、製 造 業 中分類 内の 広
が り度 を表す 産 業集 積 多角 化 度指 標 をは じめ と して 、諸 々 の 地域 特有 要 因 が もた らす倒 産
を意 味す る。
独 自の特徴 と して、 以 下 の2つ の点 が あ る。
第1に 、地域倒 産 に影響 す る要 因 をモデ ル化 し、47都道 府 県 の倒 産 率 を、倒 産 の 産業 要
因 と地 域 要 因 とに分 解 して(※ 倒 産 率 のモデ ル 化 式(1)～ 式(7)を 参 照)類 型 化 し(図
4-1、図4-2参照)、各 都道 府 県 にお け る倒 産 の特 徴 を析 出 した。
各都 道府 県 の産業 要 因 を 、全 国平 均倒 産 率 よ り大 きいか 小 さい か に応 じて 、A(倒産 多発
型産 業 構 造)、B(倒産 少 数型 産 業構 造)に分 け る。 また 、地 域 要 因 につ いて は 、符 号(負 か
正 か)に よっ て、X(倒産抑 制 型 地域 構 造)、Y(倒産 助長 型 地 域構 造)の よ うに分 け る。AX、
AY、BX、BYはそれ ぞれ 、倒 産 多発 型 産 業構 造 ・倒 産抑 制 型 地域構 造 グル ー プ、倒 産 多発 型
産 業構 造 ・倒 産 助長 型 地域 構 造 グル ー プ 、倒産 少 数型 産 業構 造 ・倒 産 抑 制型 地 域構 造 グル
ー プ 、倒 産少 数 型産 業構 造 ・倒 産助 長 型地 域構 造 グル ー プで あ る。
第2に 、47都道府 県 にお け るすべ て の 中分類 業 種 に属 す る細分 類 業種 の特化 係数 を算 出
し(式8参 照)、す べ ての 中分 類 業種 にお け る集 積 多 角化 度 指標 を求 め た(式9、式10参 照)。
倒 産 の地 域要 因 と集 積 多角 化 度 指標 との 関係 につ い て 回帰 分 析 を行 った。 先行 研 究 と比 べ
て 、 よ り詳 し くま た、 広範 囲な分 析 を行 うこ とがで き た。
分析 結 果 は以 下 の よ うに ま とめ られ る。
第1に 、 地域 の倒 産 率 は産 業 要 因 だ けで は説 明 で き ない こ とが確認 で き た。倒 産 率 の
大小 に は地域 特 有 の要 因 が大 き く影 響 してい る。
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第2に 、地域 倒 産 に影 響 す る要 因 との相 関分 析 を行 った結 果 は表4-3の よ うで あ る。
規模 が小 さい企 業(中 小零 細 企 業)が 多い ほ ど地 域倒 産 率 が 高 くな る。需 要要 因 と して 、
地 元 の住 民 の可 処分 所 得/事業 所数 の割合 が高 い ほ ど、倒 産 を減少 させ る効 果 が あ る。事
業 コス トにつ い て も、高 い 地価 と高 い最 低賃 金 は倒 産 を増 加 させ る。自治 体施 策 と して 、
都道 府 県 財 政 お よび 市 区 町村 財 政 の商 工 費 が増 加 す る と、倒 産 率 は減少 す る。 さ らに、
事 業所 税 が 高 くな る と、倒 産 が増 加 す る。 これ らの相 関分 析 の結 果 は す べ て妥 当な もの
で あ り、本 論 文 で抽 出 した地 域倒 産 要 因R、の妥 当性 を示す もので あ る と考 え られ る。
第3に 、地 域倒 産 要 因R、と産業 集 積 多角 化度 指 標 との 回帰分 析 を行 った(表4-4参照)。
衰 退産 業 の 多 角化 が 多 くの地 域倒 産 を もた らす の に対 し、 成長 産 業 にお け る多 角化 は地
域倒 産 を減少 させ る効 果 を持 つ 。 地域 の倒 産 要 因R、を押 し上 げ る衰 退 産 業 は繊 維 産業 、
印刷 ・同 関連 業 、 な め し革 ・同製 品 ・毛皮 製 造 業 、 電気 機械 器 具 製 造 業 で あ り、 地域 の
倒産 要 因R、を押 し下 げ る成長 産 業 は プ ラス チ ック製 品製 造 業 、情報 通 信機 械 器 具製 造 業 、
電 子部 品 ・デ バ イ ス製 造業 で あ る こ とが確 認 で きた。
※倒 産 率 のモ デル 化
使 用 した記 号 を以下 の よ うに定 め る。
D:倒 産 件数
α:(各 県 の)倒 産 率
冴:全 国 の倒 産 率
Z:事 業所 数
7:全 国事 業所 数
θ:地 域 特性
添字 ∫を都 道府 県(∫=1,2,…,47)、ノを産 業分 類 をあ らわす もの とす る。
まず 、 ∫県 ノ産 業 の倒 産件 数=∫ 県 ノ産業 倒 産 率 ×∫県 ノ産 業 事 業所 数 と書 け る。
Dグ=αグZグ(1)
そ して 、'県 ノ産 業 の倒 産 率 αワは 、全 国 ノ産 業 の倒 産 率 平均 αノ+地 域 独 自の変 動 分 ら に
分解 で き る と考 え よ う。
α=α 十8(2)
ワ ノ ワ
(1)式の 総 和 を取 り、 さ ら に(2)式 を(1)式 に 代 入 す る と 、 以 下 の よ うに な る。








で あ る か ら、(3)の 両 辺 をZ、で 除 して 、
の一書弓+溝 (5)
(5)式の右 辺 第1項 は産 業 要 因 を表 し、右 辺第2項 は地 域 要 因 を表す と考 え る こ とがで
き る。 この右 辺 の第2項 を、次 の記 号R,で表す こ とに しよ う。
瓦一援 (6)
(5)式は(式7)よ うに 書 き 換 え る こ とが で き る。右 辺 の 第2項 は 全 国 平 均 倒 産 率 で あ る 。
・_Z..Z・_Z・Z
傷=萎 傷'(び ノZ.Z1)+㍗'ナ 苓 暢(7)
3嫉 を'県 にお け る ゐ 産業 の特化 係 数 、 ノ,を産 業細 分 類 を表 す 添 え字 、 プ襯を産業 中分類 を







下記 式(9)は 、各 中分 類 業種 ノ刑に属 す る細 分類 業 種 ゐ の特 化係 数 の('県 に お け る)平
均値 を、式(10)は、 中分類 業 種 ん 内 の細 分類 業 種 の散 らば りを示 す 標 準偏 差 δびを計算 す












図4-2倒 産 率 に よ る類 型 化 結 果(2006)
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表4-3倒 産 の地域 要 因R,と諸 要 因 との相 関 関係
需要要
企業規模 事 業 コ ス ト 自治体施策
因
変数 可処分 1事業所 1事業所
商業用 工業用 最低
資本金規模 所得/事 あた りの あ た りの
地地価 地地価 賃金
業所数 商工費 事業所税
相 2004 0,682 一〇.352 0,120 0,379 0,586 一〇.110 0,526
関
係 2006 0,622 一〇.207 0,595 0,311 0,501 一〇.026 0,379
数
表4-4分 析 結 果
1ヒ2=0.542








































































































































注:1.***は有 意 水 準1%、**は 有 意 水 準5%、
2.9～32は産 業 分 類 コ ー ドで あ る。
*は有 意 水 準10%。
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第5章 結 び一 分析 の概 要 、政 策 的 なイ ンプ リケ ー シ ョンお よび課 題
第5章 結 び の うち 、分析 の概 要 はす で に述 べ た通 りで あ る。
政策 的 なイ ンプ リケー シ ョンは以 下 の よ うにま とめ られ る。
第1に 、 開業 潜在 者 の 育成 が 重要 な課 題 とな る。 個人 企 業 が減 少 し、 会社 の比重 が増加
して い る 中、集 団 と して の会 社 、個 人 と して の 自営 業 、 開業形 態 の違 い に よ り、 開業 支 援
策 を分 けて考 え る必 要 が あ るだ ろ う。 本 章 の分析 結 果 で は、 会社 開 業 にお い て も個 人企 業
開業 にお い て も資金 要 因 が重 要 な要 因 で あ り、資 金調 達 に苦 しめ られ るケ ー スが 多 い こ と
が明 らか に な って い る。 開業 形 態別 の支援 策 を打 ち出す と ともにそれ に対応 す る資金 援 助
策 に取 り組 む べ きで あ ろ う。 そ して、 自営業 者 の収 入 が被 雇 用者 収入 に対 して相 対 的 に低
下 してい る背 景 の 下、 個人 企 業 が減 少 してい る状 況 へ の対 策 も必 要 で あ ろ う。
第2に 、 開業 年 に よ り生存 率 の差 が 存在 す る こ とが 明 らか に なっ た。 創 業支 援 策 が 実施
され た年 に 開業 した事 業所 の生存 率 が 全体 的 に高 い傾 向 に あ り、 創 業支 援 策 の重 要性 を示
唆 してい る。 外 国 と比 べ る と、 日本 の開業 後 企業 の生存 率 が き わ めて低 い こ とが 明 らか に
なっ てい る。 日本 は外 国 の進 ん でい る経験 を学ぶ べ きで あ ろ う。 外 国 で成 功 した経 験 を積
極 的 に取 り入 れ 、 日本 の市場 に合 う創 業支 援 策 を作 り出す こ とも一 つ の提案 で あ る。 例 え
ば、創 業 意欲 を引 き 出す に は教 育段 階 か ら創 業 を身 近 な もの と感 じさせ る こ と、 若者 に起
業 家精 神 を持 たせ て行 動 させ る支 援 策 を構 築 してい くこ とが 望 まれ る。
第3に 、地 域 経 済 を考 え る際 に は、 地域倒 産 問題 を切 り離 して論 じる こ とは で きな い。
地域 倒 産 に影 響 を与 え る要 因 として、 産業 要 因 だ けで は な く、地 域 要 因 も考慮 す べ き で あ
る。 本 研 究 の倒 産要 因分解 は これ か らの地 域倒 産研 究 に重 要 な ヒ ン トを与 え る と言 え る。
そ の 中で 、地 域 要 因 と して の集積 多 角化 度 が説 明力 を持 つ 重 要 な指標 で ある こ とが 明 らか
とな った。衰退 産 業 は倒 産 を もた ら し、社 会 に負 担 をか け る。持 続 的 に 利 益 を 確 保 で き
る 新 た な ビ ジ ネ ス モ デ ル の 構 築 が 不 可 欠 と 言 え る 。 支 援 政 策 と し て 、 減 税 な ど
の 優 遇 政 策 の 実 施 な ど に よ り活 力 の あ る 企 業 を 誘 致 す る こ と も 地 域 経 済 回 復 に
促 進 す る と 考 え られ る 。地 域 の経 済成 長 お よび発 展 に とって 、産 業集 積 が もた らす 外 部
経 済 は、 産業 の競争 力 を強化 す る とい う意 味 で不 可 欠 な要 素 とな ってい る。 企 業 間連 携 と
イ ノベ ー シ ョン誘 発 の場 と して の産 業集 積 の役 割 が 地域 経 済 の再 生 と地 域経 済 活性 化 の 貢
献 が大 き く期 待 され る と ころで あ ろ う。
多 大 な負 債 額 の倒 産 が頻 繁 に発 生 して い る 中、産 業集 積 の 問題 は 、地 域 の ア ンバ ラ ンス
や 地域 間の経 済 格差 の問題 と絡 み合 って 、 ます ます 重 要 な課題 とな る。 革 新 的 な企 業 を積
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極 的 に評価 し、 適切 なサ ポー トを行 うこ とが 重要 で あ る。 産 業集 積 論 の第 一人 者 で あ る清
成 忠男(1997)は、 「我 が 国で は産 業集 積 解 体 が進 展 して い る」 とい う時代 認 識 を示 して
い る。 地 域活 性 化 の た めに は、 地域 内の需 要 と地 域 外 か らの需 要 、知 的集 積 か ら考 え る必
要 が あ る と指 摘 してい る。本 章 で は、47都道 府 県 のす べ て の 中分 類 業種 にお け る集 積 多 角
化度 指 標 が倒 産 に与 え る影 響 を分 析 した。 以 上 の視 点 か ら考 える と、倒 産 の地 域 特性 を分
析す る こ とは重 要 な意 味 を持 ってい る。
課 題
「開業 」に 関す る第2章 で は、産業 集積 、地 域別 、個 人能 力 な どの要 因 に触れ なか っ た。
説 明変 数 の'-1期デ ー タ を利用 して 分析 して きた が 、四寺期 の影 響 も考 え る必 要 が あ るだ ろ
う。 説 明変数 の有担 保 貸 出金 の 内生 バ イ アス 問題 の有無 につ いて も考 慮 す べ きで あ ろ う。
今後 の課題 と した い。 開業 支 援策 に 関わ る問題 も今 後 の課題 で あ る。
「生 存 」 に 関す る第3章 で検討 した開 業後 企 業 の生 存 率 に影響 す る要 因 につ いて 、創 業
支援 策 以 外 に は、 開業 の規 模 性 、生 ま れ る時 の有 利 さ、恵 まれ る環境 な ど も考 え られ 、 こ
の問題 の解 明 は今後 の課 題 と したい 。 デ ー タの制 約 が あ るが 、生 存 率 の低 い 要 因 を産業 別
に詳 細 な分析 に よって解 釈 す る こ とが 望 まれ る。 開業年 に よ る開業 率 だ けで は な く開業 企
業数 の違 い 、景 気状 況 な ども さらに考 慮す る必 要 も あろ う。
他 の業 種 に 関す る考 察 に も強 い 関心 が あ るが 、 これ を分析 す るた め のデ ー タは 見 当た ら
ない。 現行 の統 計制 度 で は 、創 業後 の生存 率 は製 造 業 しか分析 で きな い のが実 情 で あ る。
第4章 「倒 産 」 の部 分 に は、 デー タ ソー ス整 合 性 の 関係 上 で2004年と2006年以 外 の年
は分析 で き な か った。 そ して、本 研 究 で使 用 してい る よ うな集 積 多 角化 度 指標 を さらに構
築 し、倒 産 の地 域要 因 との 関係 を考 え る必 要 もあ ろ う。 地 域倒 産 に影 響 す る要 因 は さま ざ
まで あ るが 、例 えば、 金融 要 因 な どは ここで は触 れ て い ない。 こ うした 点 が今 後 の課題 と
して残 され て い る。
本 論 文 は企 業 の ライ フステ ー ジ の 「開業 」 「生存 」 「倒 産」 を検討 した。 「開業 」で は、金
融 要 因 の重要 性 、 「生 存 」 で は、 開業 後企 業 の 生存 率 が低 い 、 国際 的 に も低 い水 準 に あ り、
開業年 に よ り生 存 率 が違 うこ と、「倒 産 」で は、倒 産 率 をモデ ル化 した 上 、地域 倒 産要 因 と
産 業集 積 多角 化 度 との回 帰分 析 を行 った。 克 服 で きな か った課 題 もい くつ か残 され てい る
が、今 後 さ らな る努 力 を通 じて補 完 して い きたい 。
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は じめ に
国 の経 済 の活 力源 泉 の一 つ には 開業 の活 発化 が考 え られ る。 新 規 開業 に伴 い 、廃 業 ・倒
産す る こ とが新 陳代 謝 を促 進 す る こ とにつ な が り、産業 構 造 の転 換 を促 進す る とい われ る。
開業 は雇 用 増加 や イ ノベ ー シ ョン な どを通 じて経 済活 性化 に貢 献 し、 新 た な財 とサ ー ビ
ス を生 み 出す 。 企業 の新 陳代 謝 に よ って競 争力 の活発 化 が もた らされ 、雇 用 機 会 の創 出な
どの効 果 も期 待 され る。 この こ とが活 力 の源 泉 とな る。 しか し、 企 業 は生 まれ て、順 調 に
成長 、発 展す るわ けで は な く、 事業 に失敗 し、廃 業 、倒 産 等 の退 出 を余 儀 な く され る場 合
も多 く存在 す る。80年代 に入 って か ら、廃 業 率 が 開業率 を大 き く上 回 り、そ の差 も拡 大 し
て い る。倒 産 お よび廃 業率 が高 い こ とは 開業 後企 業 の生 存 率 が低 い こ とを表 し、倒 産 や廃
業 に伴 う雇 用 喪 失 ・負 債増 加 な どの問題 を もた ら して い る。 開業 、廃 業 、倒 産 を通 じて成
長 業種 の構 成 比 が 高 ま り、停 滞 業種 の構 成 比 は低 くな る。
開業 ・生存 ・倒 産 な どの 問題 が経 済発 展 や社 会 進 歩 に大 きな影 響 を与 え、企 業 の ライ フ
ステ ー ジの重 要 な部 分 で もあ る。 経 済活 性 化視 点 か ら企 業 の ライ フステ ー ジ を研 究す る こ
とは学 術 的 な分 野 に とどま らず 、社 会 的 かっ 政策 的 に重 要 な課 題 とい って も過 言 で は ない 。
企 業 が ライ フ ステ ー ジの それ ぞれ の段 階 でそれ ぞ れ の課 題 を乗 り越 え な けれ ば な らな い。
日本 の経 済再 生 を論 じる際 に、雇 用 増加 な どい ろん な角 度 か ら企 業 の ライ フ ステ ー ジ を考
え る必 要 が あ る。 これ らの課 題 を 開業 ・生 存 ・倒 産 と して 総合 的 に捉 え よ うとい う試 み は
ほ とん ど見 当 た らず 、 この意 味 で は大 き な課題 で あ る。
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第1章 研 究 の背 景 、 目的 、意 義 と概 要
1.研究 の背景
す べ ての もの に始 ま りが あ り、い つ か終 わ りが くる。 人 間 で言 えば、 生 まれ て か ら死 ぬ
まで衣 食住 の た めにい ろん な人 とコ ミュニケ ー シ ョンを取 りな が ら、い ろん な職 場 で働 き、
病 ん で入 院 した り、そ れ ぞれ の段 階 にお いて それ ぞ れ の課題 と特 徴 を持 ってい る。 企 業 で
言 えば、 開業 と廃業 ・倒 産 とい う言 葉 で大 き く表 現 され る。 企 業 が誕 生 の ステ ー ジ か ら成
人期 のス テー ジま で、 い ろ んな プ ロ ジ ェク トを作 り、 い ろん な企 業 と協 力 関係 を築 いて い
く。 人 間が生 まれ て、 病気 や 事故 な どで死 ん だ りす るこ とと同 じよ うに、企 業 開 業後 、 営
業 不振 、連 鎖 倒 産 、後継 者 不 在 な どで廃 業 ・倒 産 す るケー ス も多 い。 この よ うに、企 業 が
ライ フス テー ジの それ ぞれ の段 階 でそ れ ぞれ の課 題 を乗 り越 え な けれ ばな らない。 日本 の
経 済再 生 を論 じる際 に、雇 用 増加 な どい ろん な角 度 か ら企 業 の ライ フ ステ ー ジ を考 え る必
要 が あ る。
2.研究 の 目的
開業 が重視 され るの は、 開業 が経 済成 長 を生み 出す と考 え られ るか らで あ る。 日本 経 済
が1990年代 の長期 的 な低迷 か ら脱 却 し、経 済 再生 と一層 の成長 を 目指 す た め に も、開業 活
動 を活 性化 させ る こ とが重 要 な課 題 とな って い る。1997年に各 国 の調査 機 関 が連 携 して行
った 国際社 会 調 査 プ ロ グ ラム(ISSP)による と、「あな たが働 い て い て、かつ2種 類 の仕 事
を選 ぶ こ とが で きてい た と します 。どち らを よ り望 ん だ とお もい ます か:被雇 用 者 で す か 、
それ とも 自営 業者 です か」 に対 して 「自営 業者 」 と回答 した者 の比率 つ ま り潜 在 的 自営 業
者 比 率 は、 日本 は23ヵ 国 中16位 で あ った。 ア メ リカ のバ ブ ソン大 学 とロ ン ドン ・ビジネ
スス クー ル の研 究者 が 中心 とな っ て、1999年か ら調 査 を 開始 した国 際 的 な企業 家 活動 プ ロ
ジ ェク ト(GME)の2001年調 査 に よる と、 日本 の潜 在 的 開業者 比 率(創 業 計画 者 比 率)は
29ヵ国 中22位 で あ った1。10年後 、2011年1月4日 の 日本 経 済新 聞14版 では 、 スイ ス の
ビジネ ス ス クー ル 、IMDがま とめた主 要 国 の2011年の 競争 力 ラン キ ング で、 日本 は 「起 業
家精 神 」 で最 下位 の59位 だ った。
開 業 後 の企 業 が どの よ うに生 存 して い くか とい う開 業 後 企 業 の 生 存 率 の 問題 も重 要 で
あ る。 近 年 、 日本 にお け る倒 産件 数 が 高水 準 で推 移 し、廃 業 率が 開業 率 を大 き く上 回 って
1中 小 企 業 庁(2003)、p.95。
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い る こ とに伴 い 負債 額 の増 大 、失 業 率 の増加 が大 きな社 会 問題 とな って い る。 この よ うな
倒 産 の特徴 を 明 らか にす るこ とも重 要 で あ る。
本 研 究 の 目的 は 、経 済活 性 化 の視 点 か ら、企 業 にお け る創 業 ・生存 ・倒 産 とい うライ フ
ステ ー ジに注 目 し、そ れ ぞれ の分 析 を行 い、政 策 的 なイ ンプ リケー シ ョンを提 示す る こ と
で あ る。
3.研究 の意義
企 業 が誕 生 か ら死 亡 まで の ライ フ ステー ジイ メー ジ は 図1-1のよ うに表 され る。 開業 に
よ り、雇 用 の増加 、備 品購 入 な どの波及 効 果 が期 待 され る。 開業 後 ま もな く何 らか の事 情
で廃 業 或 は倒 産 に至 る企業 も存在 す るが 、元気 で生 き てい く企 業 も少 な くない 。経 過 年数
に伴 い、 市場 変 化 に素 早 く対 応 で き、 絶 えず 革新 を行 った企 業が 成長 し、 うま く対 応 で き
ない企 業 が淘 汰 され る。 この時 点 での倒 産 に よる負債 額 の 拡 大、 失業 率 の増 加 が社 会 に大
きな負 担 をか け る。 ライ フ ステ ー ジ ご との企 業 の課題 と特徴 を分析 す る こ とに よ る問題 発
見 は 、各 段 階 で どん な形 の支 援 を行 うか 、変 化 しつ つ あ る 開業支 援策 、資 金援 助 策 を打 ち
出す こ とに重 要 な ヒン トを与 え る と思 われ る。 学 術 的 な意 味 のみ な らず 、政 策 的 に も大 き
な意 義 が あ る。 この よ うな包 括 的 な分析 はま だ少 ない。
図1-1企 業 の ライ フ ス テ ー ジ の イ メ ー ジ 図
4.論文 の構 成 と内容 概 要
本 研 究 で は 、企 業 の ライ フス テー ジにお け る開業 ・生 存 ・倒 産 の 三つ の ステ ー ジ にア ブ
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ロー チ した。 先 行研 究 を踏 ま え 、 「開 業2」、 「生 存」、 「倒 産」 を研 究対 象 とす る。 具体 的 に
は、以 下 の通 りで あ る。
第1章 で は 、研 究 の背景 、 目的 、意 義 、概 要 を説 明す る。
第2章 で は 、マ ク ロデ ー タ に よる 開業率 決 定要 因の考 察 を行 う。 開 ・廃 業 面、 付加 価 値
お よび雇 用面 か ら分 析 し、新 規 開業 の 重要 性 を検 討 した。 そ の上 で 、会 社 開 業 、 自営業 者
総数(非 一次 産 業)及 び製 造 業 自営 業者 数 の変化 が どの よ うな要 因 に よ って決 定 され る か
につ いて 、先 行研 究 を踏 ま え、資金 要 因 ・人 的 要 因 ・景気 要 因 に 関す る回帰 分析 を行 った。
(日本 経 済政 策 学会 関西部 会2010年度研 究大 会(於 広 島経 済 大学)で 発 表 を修 正 、加 筆 し
た もの を内容 とす る。)補 足 と して、 中小 企 業庁(2002)にお け るマ ク ロ経 済指標 と会 社
開業 率 との分 析 につ い て 、デ ー タ を延長 し、 再考 した。
第3章 で は 、開 業後 企 業 の生存 率 に関す る研 究 で あ る。 中小企 業 庁分 析 結果 デ ー タを再
計算 した 上 、1984年～2000年ま で の16年 間 にお け る開業 後 製造 業 の生 存 状況 を明 らか に
しよ うと試 み た。(日 本 経済 政 策学 会 第67回 全 国大 会(於 京 都 産 業大 学)で 発 表 した もの
を修 正 、加 筆 した。)(『経済 経 営論 集 』52巻4号 「開業後 企 業 の生 存率 に関す る研 究一 製
造 業 を 中心 に一 」)。さ らに改 善 を行 った もの を内容 とす る。
第4章 で は 、倒産 の地域 特 性 に 関す る分 析 で あ る。 地域 倒 産 に影 響す る要 因 をモ デル 化
し、47都道府 県 の倒 産 率 を 、倒 産 の産 業要 因 と地 域 要 因 とに分 解 して類 型化 し、各 都 道府
県 に お け る倒 産 の特 徴 を析 出 した。47都道 府 県 にお け るす べ て の 中分類 業 種 に属 す る細 分
類 業種 の特化 係 数 を算 出 し、す べ て の 中分 類 業種 にお け る集 積 多 角化 度 指標 を求 め た。 倒
産 の地 域 要 因 と集積 多 角化 度 指標 との関係 につ い て回 帰分 析 を行 った。
第5章 で は 、本研 究 の結 び の 部分 で あ る。 結論 、 政策 的 な イ ンプ リケー シ ョンお よび 残
され た課題 につ い て述 べ る。
2「 新 しい 企 業 を作 る こ と」 を指 す 用 語 と して 、 「開 業 」、 「創 業 」、 「起 業 」 な どが よ く用 い られ る。 本




国 の経 済 の活 力源 泉 の一 つ には 開業 の活 発化 が考 え られ る。 新 規 開業 に伴 い 、廃 業 ・倒
産す る こ とが新 陳代 謝 を促 す こ とにつ な が り、産 業構 造 の 転換 を促 進 す る とい われ る。 そ
して 開業 に よるイ ノベ ー シ ョンの促 進 、雇 用機 会 の創 出 な どの効 果 も期 待 され る。 企 業 の
新 陳代 謝 に よって競 争 力 の活 発化 が もた ら され 、 この こ とが活 力 の源 泉 とな る。1990年代
半 ば以 降 、新 規 開業 の重要 性 が 次第 に社 会 的 に認 知 され る よ うにな った。1999年に改正 さ
れ た 中小 企業 基 本法 の基本 方針 の一 つ と して 、経 営 革新 、創 業、創 造 的 事 業活 動 の促 進 を
図 る こ とは そ の象徴 とい え る。この よ うに新 規 開業 に対 す る社 会 の関 心が 強 ま るにつ れ て 、
新規 開業 に期 待 され る役 割 な ども多 様化 して きた。
第1章 で見 た よ うに、 日本 の潜 在 開 業者 比 率 も起 業者 精神 も世 界 的 に低 い水 準 に あ り、
国際 的 に見 て も 日本 で は 開業 が活 発 とは言 えな い状 況 で あ る こ とが分 か る。 開業 ・廃 業 が
活発 に起 こ らない社 会 におい て は 、競争 が活発 化 せ ず 、正 常 な新 陳代 謝 が起 こ らな いた め
に、 高 コス ト体 質 の企 業 が存 続 し、 イ ノベ ー シ ョン も起 こ りに くい状 況 が 生 じる こ とが 懸
念 され る。
狭 義 のい わ ゆ る 「創 業 」 とは 、個 人 企業 又 は法人 格 を持 つ 企業 で ある会 社 が本 店 を 開設
した ときで あ る と考 え られ る3。日本 にお け る全体 的 な 開廃 業状 況 か ら見 る と、開 業 率 の低
下 と廃 業 率 の増加 とい う深 刻 な事 態 が続 いて い る。 開業 を増 や し、経 済 を活 性 化 させ るに
はマ ク ロ開業 環 境 を分析 す る こ とが必 要 で あ る。
本 章 の構 成 は以 下 の通 りで あ る。 第1節 では 、 開業 と廃 業 の現 状 を見 る。 第2節 で は、
まず 、主 要業 種 別 の 開廃 業 状 況 、産 業構 造 変化 、主 要業 種別 開業 の非 一 次産 業 開 業へ の 寄
与度 を考 える。 次 いで 、業 種 別付 加 価値 、従 業員 雇 用面 か ら分 析 す る。 第3節 で は、創 業
にお け る問題 を検討 す る。 第4節 で は、先 行研 究 を踏 ま え、 会社 開業 、 自営 業者 総 数(非
一 次産 業)及 び 製造 業 自営 業 者数 の変化 が どの よ うな要 因 に よって決 定 され るの か につ い
て 、先 行研 究 を踏 ま え、資 金 要 因 ・人 的 要 因 ・景気 要 因 に 関す る回帰分 析 を行 う。(デー タ
延長 に よ り)中 小企 業 庁 の分 析 を再 考 す る4。第5節 で は、 結論 と課題 を示す 。
3中 小 企 業 庁(1999)、第1部 第6章 第1節 。
4再 考 部 分 は 付 論2-1で あ る。
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第1節 開業と廃業の現状
日本 企 業 の 開 ・廃 業 率 は どの よ うに推 移 して い るの だ ろ うか(図2-1)。大企 業 の開業 は
考 え に くい た め 、 中 小 企 業 の 開 業 傾 向 と して み る こ と が で き る 。1970年 代 か ら1990年 代
半 ば まで長 期 にわ た り低 下傾 向に あ った が、 近年 は事業 所 数べ 一 ス で見 て も、企 業数 べ 一
スで 見て も、開業 率 は 下 げ止 ま りか ら上 昇 に転 じつつ あ る こ とが分 か る。1990年代 の 半 ば
まで 開業 率 が長 期 的 に低 下 した 要 因 として、 バ ブル 崩壊 後 の経済 低 迷や 「リス ク回避 」 な
どが 影 響 して い る と考 え られ る5。
図2-1
事業所べ一ス1→ 一開業率 一ロー 廃業率1
開業 と廃 業 の推 移
企業数べ一ス 1→一 開 業 率 一・一 廃 業 率1
?
企業数ベース(会社のみ)1-←開業率 一・一廃業率1 企業数ベース(個人企業のみ)1→一開業率 一・一廃業率1
資 料:総 務 省 『事 業所 ・企 業 統 計 調 査 』。





























事業所ベ ースについ ては、支所や 工場の 開設 ・閉鎖、移転 に よる開設 ・閉鎖 を含 む。
1991年は 『事 業所統計調査 』、1994年は 『事業所名簿整備 調査』 と して行 われ た。
開業率 、廃 業率 の計 算方法 につ いては、 中小企 業 白書 を参 照 された い。
開業率=(年 平均 開業 事業所数/期首事業所数)×100
廃業率=(年 平均廃業 事業所数/期首事業所数)×100
年平均 開業事業所数=(新 設事業 所数 ÷調 査期 間(.月))×12
年平均廃 業事業所数=(廃 業事業 所数 ÷調 査期 間(月))×12
5中 小 企 業 庁(2006)、第1部 第2章 第1節 。
6
開業 率 を会 社 と個 人 企業 に分 け て見 る と、会 社 の開業 率 は1975年以 降、 常 に4～5%を
保 っ て きた が、1990年代 に入 り、大 き く低 下 して3%台 に止 ま っ たが 、近 年持 ち直 してい
る。一方 、個 人 企 業 の開 業率 は1975年以 降 、連 続 して低 下傾 向 にあ った が 、近年 や や持 ち
直 してい る。
事業 所 べ一 スの廃 業 率 は 、1960年代 か ら1970年代 にか けて3～4%程 度 で推 移 して いた
もの の、1990年代 に入 る と上 昇傾 向 を示 し、特 に1996年か ら1999年に か けて は、大 幅 な
上 昇(5.9%)が見 られ る。2006年の時 点 で は、 開業 と廃 業 は ほぼ 同 じ割 合 にな って い る。
廃 業 率 が 開業 率 を大 き く上 回 り、2004の時 点 で は、 そ の差 は事 業所 数 べ 一 スで2.2%、
企 業数 ベ ー ス では2.6%と更 に拡 大 して い る。2004年か ら2006年まで は廃 業 率 の横 ば いが
見 られ る一方 、 開業 率 は顕 著 に伸 び て い る6。2006年の時 点 で は、事 業 所 べ 一 ス の開 業率
は6.4%、廃 業 率 は6.5%とな ってお り、前 回 の2004年調 査 時の 開業 率4.2%、廃 業 率6.5%
と比べ て 開業 率 が大 き く伸 び た こ とが分 か る。同 じ2006年の企業 数 べ 一 スで は 、開業率 が
5.1%、廃 業 率が6.2%とな って い る が、 これ を会社 企 業 と個 人企 業 に分解 す る と、個人 企
業 の 開業 率 よ りも会 社 企業 の開 業率 の方 が高 く、会 社企 業 で の 開業 が活 発化 して い る よ う
に思 われ る7。2003年2月か ら施 行 され た 「最 低 資本 金規 制 特例 制 度 」(新事業創 出促 進 制
度 の一 部 と して運用)及 び2006年5月 の会 社 法施 行 に よって 、資 本金1円 か らの起 業 が可
能 とな り、法 人 設 立 が容 易 にな っ た こ とが 開業 率上 昇 の原 因の一 つ と も考 え られ る。
地域 別 の 開業 率 は、 東京 都 、愛 知 県 、大 阪府 な どの大 都 市 圏 で相対 的 に高い傾 向 に あ る
こ とが、 中小 企 業庁 の各 時点 の調 査 で 共通 して見 られ る特徴 で あ る。
北海 道 、東 京 、 大阪 、福 岡な ど、人 口100万を越 え る都 市 を有 す る よ うな県 は 引 き続 き
比較 的 開業率 が高 い傾 向に あ り、 かつ廃 業 率 も高 くな って い る。2004年時 点 の調 査 で は、
開業 率が廃 業 率 を上 回 って い る県 は存在 して い なか っ た(中 小 企 業庁2006、1-2-8図)
のに対 し、2006年の調 査 で は 、関東 、関 西 、九州 を中心 に、開業 率 が廃 業 率 を上 回 っ てい
る県(中 小 企 業庁2008、3-1-14図)が存在 して お り、 これ らの地 域 で は開 業 が活発 的 に
6総 務省 「平成18年 事業所 ・企 業統計調査 結果の概要 」に よる と、2004年調査 で 「国、地方公 共団体
等」 として扱 われ ていた事業所 の うち独 立行政法人 、国立大学法 人等は 、今 回の2006年調査 で 「独
立行政 法人等」へ と経 営組 織 の区分が変更 され 、新 設の 「民営事 業所」と して分類 された。このた め、
日本郵政 公社 が属す る 「複合 サー ビス事業 」や、 国立大 学法人 が属 す る 「教育,学 習支援業 」な ど、
「独 立行 政法人等 」を含 む分類 では、 これ らの事業所 も新設事業 所数 に含 まれ てい る。例 えば総務省
「日本標 準産業分類 」 にお ける小分類 にお け る 「郵便局 」 も2006年調査 で民営事業所 に分類 され 、
20,023事業 所が新設事業 所 と して扱 われてお り、 この値 は民営事業所数5,702,781の0.35%に該 当
す るもので あ り、その分 に応 じて開業率 が統計上押 し上げ られ てい ると考 え られ る。
7中 小企業 庁(2008)、第3部 第1章 第2節 。
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行 われ て い る と言 え よ う8。
開業 率 が廃 業 率 を上 回 る都 道府 県 にお いて は 、そ うで ない都 道府 県 よ り、全 体 的 に 開業
率 が 高い傾 向 に あ り、 と りわ け情 報 通信 業 の 開業 率 が相 当高 い。 県 庁所 在 地 とそ の ほ か の
市 町村 で は大 きな差 が生 じてい る。 県 庁所 在 地 で は事業 所数 が あま り減 少 してい な いの に
対 し、そ の他 の市 町村 で は 、多 くの県 にお い て事 業所 が減少 して い る。 この こ とか ら、 人
口規 模 の大 きい 地域 で は 開業 率 が高 く、事 業活 動 が活 発 で ある よ うに見 られ る。
以 上で は 、非 一 次産 業 の形 態別 開廃 業状 況 を鳥 日敢 した。 業 種別 の開業 は ど うい う状況 に
あ るのか 、次 の節 で検討 す る。
第2節 主 要業 種別 開廃 業 状況
業種 別 開廃 業 は どんな状 況 にあ るか 、 日本経 済 活性 化 に どん な貢献 を してい るの か。 こ
の節 で は、 まず 、 主要 業種 別 開 業 の非 一 次産 業 開業 へ の寄 与 度 を考 え る。 次 に、 業 種別 付
加価 値 、 従業 者 雇用 か ら見 た貢 献度 か ら分 析 す る。
2.1開 ・廃 業 率 お よび 非 一次 産 業へ の寄 与度 に よる考 察
まず 、 業種 別 の 開廃 業状 況 を見 る。 図2-2に示 され て い る よ うに、80年代 ま で は各 業種
の開業 率 が廃 業 率 よ りは るか に高 く、90年代 に入 る と、サー ビス業 以外 に製造 業 、卸 売業 、
小 売業 の廃 業 率 が 開業 率 を大 き く上 回 り、開 業 と廃 業 の 関係 が強 くな って い る こ とが分 か
る。 この四つ の主要 業 種 の 中で 、製 造 業 の開 業率 が ず っ と低 い水 準 に あ り、94年～96年に
は2%を下 回 り一 番低 か った。 図2-3は以 上 の傾 向 を もっ とはっ き り表 してい る。
バ ブル 経済 崩 壊 を境 に、 開業 率 の減 少 ・廃 業率 の増加 の傾 向 がは っ き り読み 取れ る。 そ
の差 は89～91年の小 売 業 が最 大 のマ イ ナ ス3.6%ポイ ン ト、94年か らサ ー ビス 業以 外 に各 業
種 もマイ ナ ス0.8%ポイ ン ト以 下 で あ り、近 年 さ らに拡 大 し、製 造 業 は一 番低 い水 準 に あ る
こ とが 目立 っ てい る。
以 上 か ら 日本 にお け る創 業 実態 は80年代 以 降低 下す る傾 向に あ り、最 近 で は急 速 に 開業
と廃 業 の差 を広 げ てい る。 企 業数 の減少 に よ る 日本 経 済 の 閉塞感 が 挙 げ られ 、雇 用 問題 ・
失 業 の増 大 が 日本経 済 の重 要 な 問題 とな り、 この 問題 の解 決 に は新規 開業 に よ る雇 用 増加
が期 待 され てい る。
8中 小 企 業 庁(2008)、p.144。
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図2-2業 種 別 開廃 業 率 の推 移
一→一一製造業開業率 一→一一 製造業廃業率 吋 一 卸売業開業率 一一■一一 卸売業廃業率
一→←一 小売業開業率 一一●一一 小売業廃業率 一一+一 サービス業開業率 サービス業廃業率
1-◆一製造業+卸 売業 一 小売業 一+一サービス業1
開 ・廃 業 の変 化 は産 業構 造 の 変化 とどんな 関係 を持 って い る のか 、以 下 で検 討 してみ た
い。産 業 別GDPシェア の推移 をみ る と(図2-4)、日本 産 業構 造 は1970年ま での 工業 化 の進 展
と、1970年以 降の サー ビス経 済化 、 さ らに は1990年代 に一 層 の サー ビス経 済化 の進 展 、以
上 の 三っ の傾 向 を確 認 で き る。
1970年ま で は一 貫 して第 二次産 業 のシ ェア が上 昇 し、 そ の後 、1970年代 には第 三 次産 業
のシ ェア が顕 著 に上昇 し、第 二 次産 業 の シ ェア は低 下す る。 第 一 次産 業 は この時期 に シェ
9
アが急 低 下 し、 そ の後 も低 下趨 勢 が継 続 してい る。 産 業構 造 の転 換 にお い て は、 第 三次 産
業 へ の シ フ トが生 じて い る こ とが分 か る。 産 業構 造 の転 換 趨 勢 か らも、製 造業 開 業 率 と企
業数 の減 少 が想 定 され る。 特 に1990年代 に入 る と、製造 業 の海 外 進 出 、移 転 に よ り国 内産
業 が空 洞化 してい る。 逆 にサ ー ビス業 の 開業 が頻 繁 に行 われ て い る こ とが読 み取 れ る。
図2-4産 業 別GDPシ ェ ア の 推 移












資 料:内 閣府 『国 民 経 済 計 算 』に よ り、筆 者 が作 成 した 。1955年～1979年ま で は 平 成2年 基 準(68SNA)。
1980年以 降 は平 成12年 基 準 。 第 一 次 産 業 は 農 林 水 産 業 で あ り、 第 二 次 産 業 は鉱 業 、製 造 業 、
建 設 業 の合 計 で あ る。 第 三 次 産 業 は電 気 ・ガ ス ・水 道 業 、 卸 売 ・小 売 業 、 金 融 ・保 険 業 、 不
動 産 業 、運 輸 ・通 信 業 、 サ ー ビ ス業 の 合 計 で あ る。
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主要 業 種別 の開 業 が非 一次 産 業 開業 に どん な役 割 を果 た してい るの か、 こ こで 明 らか に
した い。 業種 別 企業 数 が非 一 次産 業 に 占め る割 合 を見 る と(図2-5)、小 売 業 が一番 多 く、
1991年まで に は4割を 占め 、そ れ 以 降は低 下傾 向 に あ り、2004年時点 で35%を切 った が 、相
変 わ らず 大 き な割合 を 占め てい る。 顕 著 に伸 び てい る業 種 は サー ビス業 の み で あ り、以 上
で見 た傾 向 と一 致 し、 開業 率 が 高 く、廃 業 率 が低 い こ とが増 加 して い る原 因 だ と考 え られ
る。 非 一 次産 業 に 占め る業 種 別企 業 数 の割 合 は小 売 業 、サ ー ビス業 、製 造 業 、建 設 業 、卸
売 業 の順 とな って い る。 そ の 中で、 小 売業 、 サー ビス業 、製 造 業 、 建設 業 の合 計 が 非一 次
産 業 の7-8割を 占め 、 これ ら四つ の主 要業 種 の 地位 は揺 る ぎな い もの で あ る。
この 四つ の主 要 業種 の 開業 は非一 次 産業 全 体 の 開業 に どんな影 響 を与 え、経 済 活性 化 に
どん な役割 を果 た して い るのか。 この点 をみ るた め に、 主要 業種 別 開業 の非 一次 産 業 開業
へ の 寄与 度 か ら考 察す る。 図2-6のよ うに 、主 要4業種 開業 寄 与度 合 計 の非 一 次産 業 に 占め
る割 合 を計算 して み る と、1970年代 末 と1980年代 初 め と1991年が70%を切 った ほ かは 、70%
以 上 を 占め てい る こ とが分 か る。 業 種別 に見 る と、 サー ビス 業だ けが上 昇傾 向 にあ り、 小
売 業 は低 下 してい る が、相 変 わ らず 高 い水 準 にあ る。非 一 次 産業 全 体 の 開業 に は小売 業 と
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サ ー ビス 業 の 開業 が大 き く寄 与 してい る。 製 造業 は1980年まで は高 か っ たが 、近 年 は低 下
し、横 ばい傾 向が続 い て い る。 これ には産 業構 造 転換 に伴 う業種別 企 業数 の変 化 が大 き く























資 料:1.財 団法 人 中小 企 業 総 合 研 究 機 構 平 成17年 度 調 査 報 告 書 『わ が 国 に お け る開 業 率 の 要 因 分 析 に
関 す る調 査 研 究 』、第1章p.14図 表1-3デ ー タの 一 部 。 平 成18年3月 。
2.『事 業 所 ・企 業 統 計 調 査 報 告 』 第4巻 、解 説 編 、 日本 の 事 業 所 ・企 業 。
注:1994、1996年に 調 査 が な い た め 、小 売 業 と卸 売 業 の 企 業 数 に つ い て は経 済 産 業 省 『商 業 統 計 』 の
デ ー タ を使 用 した 。
図2-6主 要業 種別 開業 の非 一 次 産業 開業 へ の寄 与度








































































































デ ー タ 出 所:図2-5と 同 じ。
1.中 小 企 業 庁(2007)、付 属 統 計 資 料5表 。
2.業 種 別 開業 寄 与 度=各 業 種 が 非 一 次 産 業 に 占 め る割 合 ×当 該 業 種 開業 率 。
合 計 は 主 要 業種 寄 与 度 の合 計 で あ る。
11
以 上 で は 四つ の 主 要業 種 の開 業状 況 を量 的 に 見 たが 、 これ は生 産 規模 と無 関係 なの で 、
経 済全 体 へ の影 響力 を示す もの で は ない。 経 済活 性 化 へ の実 質 的影 響力(貢 献)を 見 るた
めに 、以 下 で は、業 種 別付 加 価値 お よび従 業者 雇 用 につ いて 考察 す る。
2.2付 加 価 値 お よび雇 用 面 か らの考 察
業種 別 事業 所 数 お よび 開業 へ の寄 与 度 を見 る と、 小売 業 とサー ビス業 が 高い 水 準 に あ る
こ とが分 か っ た。各 業 種 の経 済全 体 へ の実 質 的 な貢 献 につ い て、 次 に検討 してみ た い。 図
2-7は、1975年一2005年主要 業種 別 付加 価 値 ・1人 当た り付加 価 値 お よび1975年一2006
年 従 業者 数 の変 化 を表 してい る。 傾 向 を把 握 す るた め、 業 種別 付 加 価 値 割合 の変 化 は10
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図2-7付 加 価値 お よび従 業 者数 に 占め る主 要 業種 別割 合 の変化
付加価値割合(%)1人 当た り付加価値(万 円)従 業者数割合(%)








注 業 種 別 付 加 価 値 は10年 ご とに 、 業 種 別 従 業 者 数 は5年 ご とに 考 察 した。
1.『法 人企 業 統 計 調 査 』 の 時 系 列 デ ー タ(当 期 末 ・金 融 保 険 業 を 除 く)の 原 数 値 を利 用 した。
業 種 別 付 加 価 値 割 合=(業 種 別 付加 価 値/全 業 種 付 加 価 値(非 農 林 漁 業))×100。 中 小 企 業(資 本
金1億 未 満)付 加 価 値/全 業 種 付加 価 値(非 農 林 漁 業)の 割 合 を 計 算 した結 果 も 同 じ傾 向 に あ る。
一 人 当 た り付 加 価 値=業 種 別 付 加 価 値/業 種 別 従 業 者 数 。
2.平 成18年 『事 業 所 ・企 業 統 計調 査 報 告 』 第4巻 、解 説 編 の小 分 類 デ ー タ を 再集 計 した。
業 種 別 従 業 者 割 合=(業 種 別 従 業 者 数/全 業 種 従 業 者 数(非 農 林 漁 業))×100。
まず 、 業種 別 付加 価 値 か ら見 る と、製 造 業 の付 加価 値 が 全 業種 の4割 強 か ら3割 弱へ と
減少 して い る。卸 売 業付 加 価値 の割合 は1975年の時 点で は15%程度 、それ か らず っ と低 下
傾 向 に あ り、2005年の時 点 では10.2%まで大 き く減 少 し、製 造業 と同 じ傾 向 に あ る こ とが
分 か る。 逆 に 、そ の減 少分 が小 売業 や サー ビス業 の付加 価値 増 加 につ なが る。 特 に サー ビ
ス業付 加価 値 の伸 び が大 き い こ とが分 か る。
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次 に、 業種 別 従 業者 割合 の変化 を見 る。 付加 価 値 か ら見 た傾 向 と同 じよ うに、製 造 業 や
卸 売業 の従業 者 割合 も減少 して い る一 方 、小 売業 とサ ー ビス 業 で働 く従 業者 数 が増 加 して
い る。 産 業構 造 変化 に伴 い 、第3次 産 業へ の シフ トが 見 られ る。
こ こで は 、 図2-7の業種 別1人 当 た りの付加 価 値 に注 目 した い。全 体 付加 価 値割 合 か ら
見 て も、 従業 者 数割 合 か ら見 て も、 製 造業 で は減 少 してい る半面 、1人 当た りの付加 価 値
が継 続 して増 加 してい る。1人 あ た りの付 加価 値 は労働 生 産性 を表す 指 標 で あ り、 経 済 が
持続 的 な成 長 を達成 し、豊 かな 国民 生活 を実 現 して い くた めに は、 労働者 が産 み 出す 付加
価値 を増 大 させ る こ と、す なわ ち労働 生産 性 を向上 させ る こ とが 必要 で あ る。 製 造 業 にお
け る1人 あ た り付加 価 値 が増加 してい るこ とか ら、 四つ主 要 業種 の 中で製 造 業 が 日本経 済
を支 え る重要 な役割 を果 た して い る こ とが分 か る。
数 量的 に は小 売 業や サ ー ビス 業 の事 業所 数 が大 きな割 合 を 占めて い る一方 、製造 業 付加
価値 の比 重 が大 きい こ とが分 か っ た。 業種 別付 加 価値 の変化 か ら見 て も、従 業者 数 か ら見
て も、卸 売業 と製造 業 が減 少 し、サ ー ビス業 と小 売 業 が増加 してい るこ とが分 か っ た。 特
に、製 造 業 の付加 価 値 と従 業 者数 の全 産業 に 占め る比重 が 大 きい こ とは他 の業 種 が代 替 で
きな く、 日本 経 済 に は ゆ るぎな い地位 に あ り、 日本経 済 活性 化 には依 然 と して重 要 な役 割
を担 うこ とを意 味す る。 産 業 構造 変 化 が本 格化 し、長 引 く不況 も加 わ って 、緩 や か なが ら
も確 実 な変化 が見 られ る。 サ ー ビス業 お よび小 売 業 の付 加価 値 や 従業 者 数 の増加 は新 規 開
業 が活 発化 してい る こ との表 われ だ と考 え られ る。
さ らに、業 種 別雇 用創 出 ・喪失 状 況 の比 較 を行 う。 図2-8は 製 造 業 、卸 売業 、 小 売業 、
サ ー ビス 業 、 この 四つ の 主要 業種 に 関す る雇 用創 出 ・喪 失 状況 を表 して い る。1994-2004
年 の10年 間 、新 規創 業事 業 所 で の創 出 ・存 続 事業 所 で の創 出 ・存続 事 業所 での喪 失 ・廃 業
事 業所 で の喪 失 の 四つ の形 態 に分 け、 そ の特徴 を考 察す る。
雇 用 は事業 所 の新 設 、既 存 事 業所 の拡大 に よって創 出 され 、既 存事 業 所 の廃 止や 縮 小 に
よっ て喪 失 され る と と らえ る こ とがで き る。 こ こでは 、業 種別 に 四つ の形 態 を個 々 に検 討
す る。 新 規創 業 事業 所 の雇 用創 出 につ い て、1994-2004年の10年 間 で は、製 造 業234万
人 、卸 売 業159万人 、小 売業390万人 、 サー ビス業390万人 とな って い る。新 規 開業雇 用
創 出 はサ ー ビス業 と小 売業 が大 き く寄 与 し、 そ の次 は製 造 業 、卸 売業 の順 で あ る。 バ ブル
崩壊 後 の需要 構 造転 換 が大 き く影 響 して い る と考 え られ る。 存 続 事業 所 で の雇 用創 出 につ
い て 、1994-2004年の10年 間で は 、製造 業101万 人 、卸 売 業39万 人 、小 売 業70万 人 、
サ ー ビス 業89万 人 となっ てい る。新 規 開業 雇用 創 出 と違 い 、存続 事 業所 で は サー ビス業 お
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よび製 造 業 の雇 用創 出が大 き く寄与 され 、そ の 次 は小 売業 と卸売 業 の順 で あ る。新 規 開業
雇 用創 出が存 続 事業 所 の雇 用創 出 を大 き く上 回 っ てい る こ とか ら、新 規 開業 の経 済活 性 化
の効 果 が 大 きい と考 え られ る。


















1994-2004 1994-2004 1994-2004 1994-2004
新規創業事業所での創出 存続事業所での創出 存続事業所での喪失 廃業事業所での喪失
ロ製造業 234 101 一241 一400
ロ卸売業 159 39 一77 一233
日小売業 390 70 一104 一357
ロ サービス業 390 89 一88 一272
資 料:中 小 企 業 庁(2006)、第1-2-31図に よ り抽 出 作 成 。
さ ら に 、雇 用 創 出 に 対 す る 雇 用 喪 失 状 況 を み る。存 続 事 業 所 で の雇 用 喪 失 に つ い て 、1994
-2004年の10年 間 で は 、製 造 業241万 人 、 卸 売 業77万 人 、小 売 業104万 人 、サ ー ビ ス 業
88万人 の 雇 用 喪 失 が 発 生 し て い た 。雇 用 喪 失 は 特 に 製 造 業 で 目立 っ て お り、存 続 事 業 所 で
の雇 用 喪 失 が 各 時 期 で も存 続 事 業 所 雇 用 創 出 の 倍 近 く と な っ て い る。 廃 業 事 業 所 の雇 用 喪
失 に つ い て 、1994-2004年の10年 間 で は 、製 造 業400万 人 、卸 売 業233万 人 、小 売 業357
万 人 、 サ ー ビ ス 業272万 人 と な り、 厳 しい 状 況 に あ る こ とが 分 か っ た 。
表2-1は 雇 用 創 出 及 び 雇 用 喪 失 の 状 況 を 表 して い る。







注:雇 用創 出=新 規創業事 業所での雇用創 出+存 続事 業所で の雇 用創 出。
雇 用喪失=存 続 事業所 での雇用喪失+廃 業事業所 での雇用喪 失。
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製 造業 及 び 卸 売 業 で は雇 用 喪 失 が雇 用 創 出 よ り大 き く、 小 売 業 で は ほ とん ど差 が な く、
雇 用創 出が雇 用 喪失 を上 回 るの はサ ー ビス業 のみ で あ る。構 造 転 換 に伴 い 、 中小企 業 数 が
大 き く占め るサ ー ビス業 が雇 用創 出の 主役 とな って い る。 図2-1で見 た廃 業 率 が高 い こ と
は存 続 事 業所 の雇用 削減 につ な が る。 バ ブル崩 壊 後 の景 気低 迷 、製 造 業 の海 外 進 出 は国 内
雇 用減 少 の要 因で もあ る。
2.3形 態 別 にみ た 会社 、 個人 企 業 の比 重
以 上 で は、 主 要 業種 別 の 開廃 業 を検 討 した。 こ こで は、企 業 形 態 別 の割 合 を見 て み る。
企 業形 態別 に は会社 と個人 企 業 に分 けてみ る と、全 事業 所 に 占め る個 人 企 業割 合 の 急速 減
少 に対 し、会 社 形態 の企業 は伸 び てい る傾 向に あ る こ とが 分 か る(表2-2)。会 社 は20%か
ら35%に増加 、個 人 企 業 は80%から65%に減 少 して い る。 この傾 向 を開業 と廃 業状 況 か ら検
討 したい9。中小 企 業 白書(2005)によ る と、 事 業者 対被 雇 用 者 収入 比 率 の推 移 は製 造 業、
卸 売業 、 小売 業 、 サー ビス業 の4業 種 の いず れ も長 期 的 に低 下傾 向 にあ る。 この点 も個 人
企 業 の減 少要 因の一 つ だ と考 え られ る1°。
年 平均 開業 企 業 の割 合 を見 る と、1978年調 査 の時 点 で は、会 社 は17%しか な か った の に
対 して、 個人 企 業 は83%の大 きな比 重 を 占めて い た。2006年の 時点 で は 、会社 の平 均 開業
割合 は38%まで に も伸 び た こ とに対 し、個 人 企 業 は62%ま で、21%ポイ ン ト減 少 した。近年 、
会社 開業 が頻 繁 に行 われ 、個 人 開業 の急 速 減少 傾 向が 読み 取 れ る。 さ らに、年 平 均廃 業 企
業 の割 合 を見 る と、会社 の廃 業割 合 は1990年ま で約1割 で あ った が 、2006年で は3割 と
増加 して い るの に対 して 、個 人企 業 の場合 は、9割 か ら7割 弱へ 減 少 してい る。 とい って
も、年 平 均 開業 企業 の割 合 と年 間平 均廃 業 企 業 の割合 を比 較す る と、会社 の平 均 開業 が 平
均廃 業 を上 回 って い る こ とに対 して、個 人 企 業 で は大 き く下 回 って い るこ とが分 か っ た。
個 人企 業 の廃 業 は廃 業 率 の高 い 要 因の 一つ とな って い る。
会 社 には 、株 式会 社 、有 限会社 、 合名 会 社 、合 資 会社 な どの形 態 が あ るが、 資金 を集 め
やす い、 広 い人 脈 、信 用度 が高 い、 な どの利 点 が あ る。 企 業経 営 に 当た る必 要 な3要 素 の
機 能 を うま く働 かせ る こ とが、事 業 展 開 に も企 業 生 存 に も重 要 な役 割 を果 た して い る と考
え られ る。 そ の半 面、 個人 事 業所 で は、担 保 が弱 い 、信 用度 が低 い 、 な どの原 因 で 、そ の
9中 小企業庁(2005)によると、「『自営業者』は、他人に雇われるのではなく自らの事業のために働 く
事業主とい う意味での一般的な用語であるが、その範囲を考えると、個人企業 と法人企業 とは全く
異なる実態を持つ存在 とい うわけではなく、自営業の実態をよりよく把握する上では個人企業と実
態的に大差の無い法人企業層を取 り入れた上で 『自営業者』概念を構築 し、分析対象 とする必要が
ある。」(p.232)。
10中小企業庁(2005)、第3部 第3章 第2節 。
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機 能 が うま く働 い てい な い こ とが廃 業 率 の高 い要 因だ と考 え られ る。 伊 代 田(1988)によ
る と、 自営業 主 ・就 業者 総 数 比 率 、個 人企 業 所得 ・要 素費 用表 示 の 国民 純 生産 比 率 、お よ
び個 人 企 業 ・民 間企 業 資本 ス トック比 率 は傾 向 的 に低 下 し、 そ の低 下幅 は き わ めて大 きか
った。そ の原 因の 一つ と して、「農 林 業 にお け る 自営 業 主お よび家 族従 業者 の高 齢化 がか な
り進 行 して い る」 と指摘 され てい る11。(「労働 調 査 報 告」)そ の後 、 この高齢 化 傾 向は非 一
次 産業 の個人 企 業 で も著 しい。
表2-2会 社 お よび個 人 企 業 の割合 の推 移 単位:%
全事業所に占める割合 年平均開業企業の割合 年平均廃業企業の割合
年 会社 個人企業 会社 個人企業 会社 個人企業
75～78 20 80 17 83 5 95
78～81 21 79 19 81 5 95
81～86 22 78 23 77 11 89
86～91 24 76 31 69 6 94
91～96 29 71 32 68 14 86
96～99 32 68 34 66 30 70
99～01 34 66 36 64 31 69
01～04 34 66 35 65 31 69
04～06 35 65 38 62 31 69
資料:総 務省 『事業所 ・企 業統計調査 』。
中小企業庁(2008)、付属資料4表 に よ り抽 出作成。
注:非 一次産 業のデー タであ る。会社数 と個人企業 の合計 を100とす る場合の割合 であ る。
ア メ リカ 中 小 企 業 白書 は 第3者 を雇 用 して い る企 業 の 統 計(StatisticsofU.S.
Business)を用 い て 開業 率 を求 め る手 法 を採 用 し、 企業 に雇 用 が発 生 した 時点 を開業 と し
てい る。イ ギ リス にお い て 、SmallBusinessServiceでは 、付加 価 値 税登 録 を もって 開業 、
同登録 の廃 止 を もって廃 業 と捉 え る。 フラ ンス にお い て は、企 業 登録 セ ン ター を通 じて 国
立 統計 経 済研 究 所へ 登録 を行 うよ うにな り、 登録 と抹 消 を もって 開業 ・廃 業 を定義 す る。
用 い る統 計デ ー タの性 質 は異 な る もの の 、 日本 にお け る開 業 率 が4%前 後 で推 移 して い る
のに対 し、ア メ リカ 、イ ギ リス、フラ ンス にお け る開業 率 は ほぼ10%前 後 で推移 して い る。
加 えて、ア メ リカや イ ギ リスの 場合 、廃 業 率 も10%程 度 で推移 して お り、企 業 の入 れ替 わ
りが頻 繁 に起 き る社 会 で あ る と言 え る12。
以 上で は 、 四つ の主 要業 種 の 開廃 業 状 況、 産業 構 造 変化 に伴 う業種 別 企 業数 の変化 、業
種別 開業 の非 一 次産 業 へ の寄 与度 お よび その経 済 的 な貢 献度(付 加価 値 、新規 開業 に よ る
雇用 創 出)、廃 業 に よる雇 用 喪 失 を検 討 した。企 業 数減 少 に よ る 日本経 済 の 閉塞 感 、失 業 の
11伊 代 田(1988)、pp.29-30。
12中 小 企 業 庁(2007)、p.34。
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増 大 が大 きな 問題 とな ってい る。 雇 用 を創 出す る こ とは新 規 開業 に期 待 され る大 き な役 割
で あ るが 、2003年版 『新 規 開業 白書』で は 自 ら働 く場 を創 出す る 自己雇 用者 を取 り上 げた 。
また 、ニ ュー ビジネ スの創 出(2007年版)、 地域 経 済 活性 化(2008年版)と い った役 割 に
関 して も強調 され てい る。 開業 の分 析 に は、 開業 環境 を表 すデ ー タで業 種別 の状況 を考 え
る必 要 が あ る。 狭義 のい わ ゆ る 「創 業 」 とは、個 人 企 業又 は法人 格 を持 つ 企業 で あ る会 社
が本 店 を開設 した ときで あ る と考 え られ る た め、第3節 で は創 業 にお け る問題 、 第4節 で
は会 社 お よび 個 人企 業 の 開業 の決 定要 因 をマ ク ロデ ー タ で検討 す る。
第3節 創業における3大 問題(資 金調達、取引先の確保および人材の確保)
経 済 活性 化 のた め に創 業活 動 は 、一 国経 済 の ダイ ナ ミズ ム を支 え る上 で 欠 くこ との で き
ない重 要 な役 割 を担 って い る。 経済 の構造 変化 に伴 い 、 開業 の形 態 な ども異 な る。 中小 企
業 庁(1994)では 、創 業活 動 の形 態 と特徴 を創 業 に至 るまで の過 程 に注 目 して 、次 の4つ
に分類 して い る。① 創 業者 が他社 で の勤務 の経験 がな く、独 自に創 業す る形態 「独 自型 創
業 」。 ② 既 存企 業 を退 職 して創 業す る形態 、い わ ゆ る脱 サ ラ、 ス ピンオ フ等 、 「ス ピ ンオ フ
型創 業 」。③既 存企 業 との緩 い関係 は保 ちつ つ独 立 して創 業 す る形 態 、い わ ゆ る 「のれ ん分
け型 創 業 」。 ④ 既 存親 企 業 の指揮 系統 の 下 で、 分社 又 は 関連 会社 と して創 業す る形 態 、 「分
社型 創 業 」 で あ る13。
図2-9は 国民 生活 金 融公 庫 が2006年4.月か ら同年9月 にか けて 融 資 した企 業 の うち、
融 資 時点 で 開業 後5年 以 内 の企 業(開業 前 の企 業 を含 む)7,312社の 中で有 効 回答 数1,426
社 の集 計 結果 で ある。
中小 企 業 の 開業 費用 につ いて 見 る と、地 方 圏 で 自己資金 の準備 につ い ては 「か な り苦 労
した」(31.7%)と「や や 苦 労 した 」(35.5%)が合 わせ て67.2%と、大都 市 圏 の58.0%と比
べ て苦 労 す るケー ス が多 い こ とが分 か る。 金融 機 関へ の借入 依 存 度 につ い て、 地方 圏で は
「75%以上」 が24.6%、 「50%以上75%未 満 」 が29.6%とな って い る。 開 業時 にお け る
金融 機 関の役 割 が 、地 方 圏 にお い て、 よ り大 きい こ とが読 み 取れ る。 新 規 開業 には資 金調
達 に苦 労 す るケー ス が多 い こ とが分 か る。
創 業 を阻害 す る要 因 につ いて 、1994年の 「創 業 環境 に 関す る実 態調 査14」で は 、「質 の高
13中 小 企 業 庁(1994)、第5部 第1章 第2節 参 照 。
14「 創 業 環 境 に 関す る実 態 調 査 」(1994)・(2001)は中 小 企 業 庁 が 実 施 し、 「創 業 環 境 に 関 す る実 態 調
査 」(2006)株式 会 社 日本 ア プ ライ ドリサ ー チ 研 究 所 に よ っ て行 わ れ た。
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い 人材 の獲 得 困難 」、 「自己資 金 不足 」、 「担 保 力 ・信 用力 の不 足」、 「販売 先 の 開拓 」 が大 き
な割 合 を 占め、2001年、2006年の 同調査 で も同 じ結果 となっ てい る。 特 に40代 以 下 の層
の創 業 にお け る問題 点 として以 上 の各 要 因が 強 く意 識 され て い る。他 方 、50代以 降 の創 業
で は 、販 売先 の確 保 が創 業 時の 困難 性 の 中で 高 い割合 を 占 めてお り、 自己資金 不足 は若 年
層 に比 べ る と、 それ ほ ど高い 割合 を 占め てい ない 傾 向が あ る。
図2-9開 業 費 用




出所 国 民 生 活 金 融 公 庫 、 「新 規 開 業 実 態 調 査(特 別 調 査 」(2006)。
平 成19年12.月11日発 表 「地 方 に お け る新 規 開業 の 特 徴 」 、
http://www.kokukin.go.jp/pfcj/pdf/s_kaigyo171211.pdf。
注:大 都 市 圏 ・… ・事 業 所 の所 在 都 市 の人 口が100万人 以 上 、 ま た は 人 口100万人 以 上 の都 市 の 中心 地
ま で1時 間 未 満 。
中核 都 市 圏 ・… 事 業 所 の 所在 都 市 の人 口が30万 人 以 上100万人 未 満 、 ま た は 人 口30万人 以 上 の都
市 の 中心 地 ま で1時 間未 満(大 都 市 圏 は除 く)。
地 方 圏 一 ・・大都 市 圏 と中核 都 市 圏 以 外 の 地 域(事 業 所 の所 在 都 市 の 人 口が30万 人 未 満 、か つ 人 口
30万人 以 上 の都 市 の 中心 地 ま で1時 間 以 上)。
具体 的 に は どの よ うな もので あ ろ うか。2006年の創 業 環境 実 態調 査 か ら、創 業 準備 段 階
で の苦 労 した点 につ い て 、 開業 資金 の調達 に苦 労 して い る企 業 の割合 が最 も高 く、人 材 の
確保 、販 売先 の確 保 が これ に続 い てい る。 開 業 を阻 害 す る最 も大 きな要 因は 、資 金調 達 の
難 し さで あ る と言 え るだ ろ う。 そ こで 、創 業 時 の資金 調 達 先 につ い て 、 自己資金 や 友人 ・
知 人 か らの 出資 金 ・借 入金 が圧倒 的 に多 く、 民 間金 融機 関や公 的機 関、 ベ ンチ ャー キ ャ ピ
タル な どか ら資 金 を調 達 で きて い る企 業 は一部 に 限 られ て い る。 民 間金 融機 関 との 関係 に
お い て は、調 達希 望金 額 通 りの融 資 を受 け る こ とが で きた の は24%に 限 られ 、減 額 され た
企 業 が12%、 融 資 を断 られ た企業 が6%と な って い る。 一 方 で 、民 間金 融機 関 か らの借 入
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は必 要 なか っ た と回答 した企 業 が41%、 申請 して も難 しいだ ろ うと判 断 して融 資 を 申請 し
なか った 企業 も16%あ る。 これ は一般 の 中小 企 業 が借 入 申込 み を した 場合 に比 して、創 業
時 に は相 当厳 しい資 金調 達 状 況 に直 面 してい る こ とを示 して い る15。
創 業 の動機 につ い て、 中小 企 業庁 に よ る と、 タ ウンペー ジデ ー タベ ー スで は 、2001年調
査 と2006年調 査 共 に、 「自分 の裁 量 で仕 事 を したい 」 と 「仕 事 を通 じて 自己実 現 を図 りた
い 」が 上位 とな って い る。一 方 、「年齢 に関係 な く働 くこ とがで き るか ら」を挙 げ る企 業 の
割合 が、2006調査 にお い て大 幅 に高 くな って い る。人 口構 造 の高 齢化 が進展 す る 中で、就
業形 態 の1つ と して事 業 を興 す とい う選択 肢 を採 用 す る人 が 多い とい うこ とで あ ろ う。「就
業先 が なか っ たた め」、 「以 前 の 勤務 先 の賃 金 が不 満 だ った か ら」 をき っか け に創 業す る割
合 は4.6%であ り、相 変 わ らず 低 か った16。
開業 に影 響 を与 え る要 因 につ い て、 以上 で 挙 げ た もの以 外 に もた く さん あ る。 次 の節 で
は、会 社 お よび 個人 企 業 の 開業 要 因 を資金 要 因 、人 的要 因 、 景気 要 因 の三 つ の面 か ら分析
す る。
第4節 会社 ・個 人企 業 開 業率 に関す る分析
4.1先 行研 究
地域 別 開業 率 格 差 の先行 研 究 は欧 米 を中心 に多 く存在 す る。 そ の要 因 につい て 、橘 木 ・
安 田(2006)は、 以下 の 六つ の 点 を指 摘 して い る。 ① 地域 にお け る需 要 の水 準 と伸 び を示
す指 標:人 口規模 ・所 得水 準 及 びそ の増 加 率 、② 地域 的 な各 コス ト差:賃 金 水 準 な どの 労
働 コス ト ・事 業 用 地&オ フィス コス ト、③ 人 的資 本 要 因:住 民や 就業 者 の 質 的お よび 量的
構成(年 齢 構 成 、学 歴 、職 種 、技 能 な ど)の 影 響 ・雇 用 情 勢(失 業率)の 影 響 、④ 資 金調
達 要 因:担 保 ・持 ち家 率 、⑤ 産 業集 積 ・構 造 要 因:人 口規模 や 人 口密 度 な どに示 され る集
積 の メ リッ ト ・産業 構 造 の影 響 、⑥ そ の他 の 要 因:企 業 規模 構 造 ・交 通 ア クセ ス ・税 率 な
どの公 共 部 門 の役割 。
日本 にお け る新規 開業要 因 に関す る実証 的 な先 行 研 究 の概 要 は次 の とお りで あ る。 小 林
(2003)は、都 道府 県 別デ ー タを用 い て 、1970年代 前 半 か ら1990年代 にか け て の地域 別
開業率 の決定 要 因 につ い て 、各年 代 別 に ク ロスセ クシ ョン分析 を行 って い る。 そ の結 果 を
見 る と、廃 業 率 、人 口集 積 お よび増加 率 、人 口構 成 、求 人 状況 、 産業 構 造 が 、開 業率 に有
意 な影 響 を与 え る こ とが 明 らか に な って い る。 また 、推 定期 間 に よって 有意 な変数 が変化
15中 小 企 業 庁(2007)、第 二 章 第2節 第1-2-17図を参 照 。
16中 小 企 業 庁(2007)、第 二 章 第2節 第1-2-11図を参 照 。
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す る こ とも指 摘 してい る。 岡室 ・小 林(2005)は、市 区 町村 お よび 県 内経 済 圏デ ー タ を用
い て 、1990年代 後 半 の民 営事 業所 の開 業率 の決 定要 因 を分 析 してい る。分 析 手法 は クロス
セ クシ ョン分 析 で あ る。 それ に よる と、市 区町村 で は 、人 口増加 率 、失 業 率、 高 学歴者 比
率 、 専 門職 ・技 術者 比 率 、事 業所 密 度 、交 通 ア クセ ス状 況 が正 の有意 な効果 を持 ち 、平均
賃金 、持 ち家 比 率 、製 造業 比 率 、公 共 部 門比 率 が 開業率 に有意 なマイ ナ ス の影 響 を与 え る
こ とが 明 らか とな って い る。 岡 室(2006)は、製 造 業 を分 析 対象 に し、 かつ製 造 業 をハ イ
テ ク業 種 と ロー テ ク業 種 に 区分 して比 較分 析 を行 って い る。 それ に よる と、 ロー テ ク業種
で は 、失 業率(プ ラ ス効果)と 大卒 比 率(マ イナ ス効果)が 有 意 な影 響 を与 えて い るが、
ハ イ テ ク業種 では そ の効果 が見 られ ない こ と、一 方 、ハ イ テ ク業 種 に のみ 地域 のハ イ テ ク
業種 比 率 が プ ラス効 果 を持 つ こ とを明 らか に してい る。
経 済 地 理学 の観 点 か らも、吉村(2000)は、1991年か ら1996年にか けて の 開業 率 と都
市規 模 の関係 を分析 し、都 市 規模 を横 軸 、開業 率 を縦軸 に とる と、そ の 曲線 は上 に凸 の2次
関数 とな る こ とを見 出 して い る。 都 市 規模 が大 き くな るにつ れ て開 業率 は高 ま るが 、一 定
規模 以 上 に な る と低 下 す る とい う関係 を示 してい る。 なお 、都 市 規模 は人 口で測 定 して い
る。 中村 ・江 島(2004)は、開 業率 で は な く開業 数 の決 定 要 因 を分析 し、 地域 の昼 間 の人
口密 度 、 事業 所 の集 積 、大 企 業従 業者 割 合 、 地域 の企 業 収 益 な どが影 響 を与 えて い る こ と
を明 らか に してい る。
中小 企 業 白書 は長 年 開業 に関す るマ クロ分析 を行 っ てい る。 こ こで は、 中小 企 業庁 先行
研 究結 果 につ い て簡 単 に触 れ る。
中小 企 業 白書(2002・2003・2005)では、 実質GDP成長 率 と事業 者 対雇 用者 収 入 比率 が
開業率 と高 い正 の相 関 関係 に あ る こ とを示 して い る。事 業 者 対被 雇 用者 収 入 比率 の推 移 は
製 造業 、卸 売 業 、小売 業 、サ ー ビス業 の4業種 の いずれ とも長 期 的 に低 下傾 向 に あ る17。実
質GDPも名 目GDPも開業 とプ ラス の相 関関係 を持 っ てい る こ とが検 証 され た。
中小 企 業 白書(2005)では、創 業 活 動 と 自営業 層 の構 造 的停 滞 の 要 因分析 を行 い 、個 人
企 業 を主 因 と した 開業 率 の低 下 幅 が大 き か った と指 摘 して い る18。中小 企 業 白書(2007)
で は 、各 種統 計 デ ー タか ら算 出す る開 業率 の違 い を明 らか に した 上 、創 業者 の個人 属性 と
創 業環 境 か ら開業 実態 を分 析 してい る19。
中小 企 業 白書(2008)では、 開業 率 に影 響 を与 え る と考 え られ る指 標 を想 定 し、 これ ら
17中 小 企 業 庁(2006)、第3-2-16、第2-2-17図を 参 照 。
18中 小 企 業 庁(2005)、第3部 第3章 第2節 。
19中 小 企 業 庁(2007)、第1部 第2章 第2節 。
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の指 標 と開業 率 が互 い に どの よ うな影 響 を与 えてい るのか を分 析 してい る。 分析 対 象 と し
て 、「開業 率OPEN」、「廃 業 率CLOSE」(開業 率 と廃 業率 は何 らか の 関連 を持 つ と考 え られ る)、
「東 証 株価 指 数TOPIX」(景気指 標 の 一つ と して、開業 を考 え る人 が これ を一つ の 目安 とす
る こ とを考 え る)、「貸 出金 利ACLD」(創業時 お よび そ の後 の資金 調 達 に影 響 を与 え る と考
え られ る)、「賃 金指 数WAGE」(開業 の意思 決 定 の際 に賃 金 水 準 が影響 を及 ぼす の で は ない
か と考 え る)と い う5種 類 の指標 を採 用 し、各 々 の長 期 時系 列デ ー タを用 い てVARモデル2°
を適 用 す る こ とで 、各 指標 問の 因果 関係 を統 計 的 に検証 した。(ただ し、あ くま で統 計 的 な
因果 関係 で あ り、 実際 の 因果 関係 を示 してい る とは限 らない とい うこ とには留 意す る必 要
があ る)21。
分析 結 果 は以 下 の とお りで あ る。 ① 景気 が 開業 率 へ影 響 す る 因果 関係 を持 つ 可能 性 が 高
い。 ② 開業率 が廃 業 率 お よび 貸 出金利 へ影 響す る 因果 関係 を持 つ 可能 性 が 高い 。③ 貸 出金
利 が 開業 率お よび廃 業 率へ 影 響す る因果 関係 を持 つ 可能 性 がや や 高 い。 ④廃 業 率 が賃 金 へ
影響 す る因果 関係 を持 つ 可能 性 が あ る。
この よ うに 、先行 研 究 は さま ざま な角度 か ら、 開業率 の決 定要 因 につ い て分 析 を加 えて
い る。 開業率 に影響 を与 える要 因 につ い て、 景気 要 因 、需 要 要 因、 地域 要 因 、産 業集 積 、
構 造要 因 、人 的 要 因、 資金 要 因 な どが 挙 げ られ る。 第3節 で 見 た よ うに 、新規 開業 の資 金
不 足 に よ り金 融機 関へ の依 存 度 が高 い の が実状 で あ る。 この節 で は 、会 社 開業 、 自営 業者
総数(非 一次 産 業)及 び個 人 製造 業 事 業所 数 の変 化 が どの よ うな要 因 に よっ て決 定 され る
のか を検 証す る。銀 行 か らの融 資や 雇 用者 収入 の増減 が 中小企 業 の 開業 に どんな効 果 を も
た ら して い る か、 を検 証す る。
4.2デ ー タの説 明 と分 析 手法
総務 省 『事 業 所 ・企 業統 計 調査 』 では 、全 体事 業 所 の 開業 率 に関す る調 査 は3年 ご とに
1回で あ り、年 次 デー タは得 られ ない 。 ここで は 、中小企 業 庁 に よる会社 開 業 率22、『労働
20VectorAutoRegression(多変 量 自 己 回 帰 モ デ ル)。 自己 回 帰 モ デ ルARモ デ ル を複 数 変 数 に拡 張 し
た も の で あ る。 デ ー タ につ い て 単 位 根 検 定 を 行 うこ とで そ の性 質 を 調 べ 分 析 を行 っ て い る 。 検 定 方
法 はADF(AugmentedDicky-Fuller)検定 に基 づ き、 拡 張 項 の 次 数 は 、赤 池 の 情 報 量 基 準(Akaike's
informationcriterion/AIC)を用 い る。
21中 小 企 業 庁(2008)、付 注3-1-9。
22『国 税 庁 統 計 年 報 書 』 は法 人 数 の全 数 把 握 は可 能 で あ る が 、 開業 数 、廃 業 数 に 関 す るデ ー タ が 得 られ
な い。 ま た 、『民 事 ・訟 務 ・人 権 統 計 年 報 』 は設 立 登 記 数 、 会 社 解 散 の 登 記 数 は 把 握 で き る もの の 、
正 確 な 累 計 数 値 が公 表 され て い な い 。 こ の た め 、 会 社 設 立 登 記 数 『民 事 ・訟 務 ・人 権 統 計 年 報 』/前
年 の 会 社 数 『国 税 庁 統 計 年 報 書 』か ら を算 出 され た 開 業 率 を 用 い る。 こ こで は 、中小 企 業 庁(2008)、
第3-1-9図 のデ ー タ を利 用 す る。
21
力調 査 』 に よ る 自営 業 者数 増 減 率 、製 造 業 自営 業者 数 増 減 率23、以 上 三つ の時 系列 デー タ
を利 用 し、別 々 に分 析 を行 う。企 業 の経 営資源 は ヒ ト、モ ノ、 カネ とい われ 、開 業 要 因 と
して資 金 要 因、 人 的要 因 、景 気 要 因 な どが考 え られ る。 こ こで、 会社 開業 に 関連す る分析
で は 、表2-3①の よ うに4つ の説 明変 数 、自営 業者 総 数増 減 率 に 関連 す る分 析 で は、表2-3
② の よ うに5つ の説 明変数 、製 造業 自営業 者 数増 減 率 に 関連す る分析 で は、表2-3③の よ
うに5つ の説 明変数 を示 し、各 変数 の想 定 され る効 果 を挙 げ る。
会社 の開業 につ いて は、株 式 会社 、 有 限会社 、合名 会 社 、合 資 会社 な どの形 で成 立す る
もの が多 い た め、一 人 当た り雇用 者 報 酬増 減 率デ ー タ を使 うよ り、全 雇 用者 報 酬(雇 用者
報 酬総 額)の 方 が適 切 で あ る と考 え られ る24。会社 に は専 門技 術 職 業 従事 者 が 必 要 で あ る
として も、会 社 設 立 にお け る重 要要 因 とはな し難 い。 逆 に、 自営 業 あ るい は 自営 業製 造 業
の場 合 には 、技 術 ・専 門者 で ある必 要性 が高 い。 自営業 ・自営業製 造 業 分析 には重 要 な 要
因 とな る。
要 因分析 で は、開 業 と開業要 因 との 関係 が線 形 と想 定 され 、会社 の 開業率0乃 を被 説 明変
数 、 開業 要 因 凡 ,2,3,4_ηを説 明 変数 とす る以 下 のモ デル を用 い る。
01ラ=α+わ%1, _1+α2,_1+6批3,_1+α4,_1+___+μ
0乃は被 説 明変 数 の会 社 開 業率 、 自営業 者 総数 増 減 率 、製 造業 自営 業者 数増 減 率 を表 す 。
α,ゐ,c,4,a_は推 定 され るパ ラ メー タ 、'は 考 察期 間、 μ は誤 差 項 で あ る。 本論 文 で は 、表
2-3①② ③ の よ うに 、 開業要 因 と しての資 金 要 因 、人 的要 因 、景 気 要 因 を 中心 に分析 す る。
23自営業者 数 は、撤退 した事業所数 が差 し引かれた後 の値 であ るため、その増減 率は開業率 であ ると
は言 えない。 こ こでは、 開業 率の代理変数 と して使用 す る。製造業 自営業者数増 減率 につ いて も同
様 であ る。
24名 目雇 用者報酬増減 率お よび 一人 当た り雇 用者 報酬増 減率 は、1979年以前 は 「平成2年基 準」、1980
～1995年度 は 「平成7年度基 準」、1996-2006年度 は 「平成12年基 準」 に基づ いて前年比 を計算 した。
一人 当た り雇用者報酬=名 目雇 用者報酬/雇用者数
名 目雇用 者報酬増減 率 と一人 当た り雇用者 報酬増減 率は同 じ傾 向にあ るが、増減 した割合 を比較す る
と、両者 に違 い が見 られ る。説 明変数 と して、会社 開業分析 では名 目雇用者 報酬増減 率、 自営業分析
で は一 人当た り雇 用者 報酬増減 率 を使用 した。 この点 について、内閣府編 平成21年度 『年 次経済財政
報告一危機 の克服 と持 続的 回復 への展望一 』の国民経済 計算(1/5)を参照。
詳 しくはhttp://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-jeO9/09bO9010.html。
雇用者 報酬 とは、生産活動 か ら発 生 した付加 価値 の うち、労働 を提供 した雇 用者 へ の分配 額 をさす。
所得支 出勘定 ・第1次 所得の配分 勘定で は、家計の受取 のみ計上 され る。雇用者 とは、産業、政府 サ
ー ビス生産、対家計民 間非 営利サー ビス生産 を問わずあ らゆる生産活動 に従 事す る就 業者 の うち、個
人事業 主 と無給 の家族 従業者 を除 くすべ ての者 で あ り、法人企 業の役員 、特別職 の公務員 、議員 等 も
雇用者 に含まれ る。
※雇用者 報酬増 減率 が景気 を反 映す る側 面 もあ るた め、景気 要因 と して扱 って もよい と考 え られ るが、
自営業者 数増減 率 との関連 では1人 当た り雇 用者報酬 を変数 としてい るので 、こ こで は資金要 因に入
れ てい る。
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まず 、 資金 要 因 と して 、 開業 費用 は 自己資金 と金 融機 関か らの借 入 金 に依 存 す る と想 定
し、金 融 機 関の有 担 保 貸 出金 の増加 や 利 子 率 、雇 用者 報 酬 の増 加25などは 開業 す る意 欲 を
促す と考 え られ る。 本 論文 では この影 響 を捉 えるた め 、各 変数 の時 系列 デ ー タ を用 い る。
次 は、 人 的要 因 で あ る。 潜 在 的 開業者 は産 業集 積 ・構 造 や需 要 な どの要 因 を考 える と同
時 に 、労働 力 と人材 の確 保 も考 え な くて はな らない。 本 論 文 で は、 「完 全失 業 率 」 、 「専
門的 ・技術 的職 業従 事 者 比率 」 を考 慮 す る。 これ らの変 数 は開業 に対 して 正 と負 の 両影 響
を与 え る もの と想 定す る。 例 えば、 雇 用 と人材 確 保 が容 易 にな る効果 を考 えれ ば 、正 の 関
係 に な る と考 え られ る。 逆 に、失 業 率 が高 く、 開業 環境 が 望 ま しくない と考 えれ ば 、専 門
職や 技 術職 の比 率 が高 くて も、 リス ク回避 な どで 開業 で きな い負 の 関係 が想 定 され る。
それ か ら、景 気要 因の 商業 用 地地 価 変動 率 が高 くな る と、担 保 に ま わ され 、開 業資 金解
決 につ なが る反 面 、賃 貸料 が高 くな る と、 リス ク回避 者 が 出 て くる可能性 が あ り、正 と負
の両 関係 に あ る と想 定 す る。
起業 構想 か ら準備 期 間 を経 て 開業 す るまで に時 間が必 要 で あ るた め、 こ こで は、1年 ラ
グ を取 り、分 析 を行 う26。
表2-3① 会社開業各要因における代理変数 と想定効果
要 因項 目 具体的な変数 出所 想定効果
有担保貸出金増減率
有担 保(不 動産 ・有価証券 ・そ 日本銀行 「預金 ・貸 出関連統 計」 十
資金要因
の他 の担保)
雇用者報酬増減率 表3注 参照 内閣府 『国民経済計算年 報』 十
完全失業率
人的要因 総務省 『労働力調 査』 十 ・ 一
『労働力調 査』19-6表
景気要因 商業用地地価変動率 国土 交通省 『土地 白書』 十 ・ 一
平成23年 『地価公 示』
25雇 用 者 報 酬 が 増 加 す る こ とは経 済 状 態 が よ くな っ て い る こ と を反 映 す るの で 、景 気 要 因 と見 る こ と
も で き る。
26表2-4の 注3を 参 照 。
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表2-3② 非一次産業 自営業者総数増減各要因における代理変数 と想定効果
③製造業 自営業者数増減各要因における代理変数と想定効果
要 因項 目 具体的な変数 出所 想定効果
有担保貸出金増減率
有担 保(不 動産 ・有価証券 ・そ 日本銀行 「預金 ・貸 出関連統 計」 十
資金要因 の他 の担保)




総務省 『労働力調 査』 十 ・ 一
『労働 力調 査』19-6表
人的 要因 専門技術職業従事者比率
「労働 力調査 」長期時系列 デー 総務省 『労働力調 査』 十 ・ 一
タ基本統計表6(2)
景気要因 商業用地地価変動率
国土 交通省 『土地 白書』 十 ・ 一
平成23年 『地価公 示』
注:内 閣府 『国 民 経 済 計 算 年 報 』 、 長 期 経 済 統 計1/5表 。 名 目雇 用 者 報 酬 お よ び 一 人 当 た り雇 用 者 報 酬
は 、 総 額 につ い て1979年 度(前 年 度 比 は1980年 度)以 前 は 「平 成2年 基 準 改 訂 『国 民 経 済 計 算 』
(68SNA)」に 基 づ く名 目雇 用 者 所 得 を 用 い る。1980～1998年度(前 年 度 比 は1981～99年度)は 「平
成19年 度 『国 民 経 済 計 算 』(平 成12年 基 準 ・93SNA)」、1999年度(前 年 度 比 は2000年 度)以 降 は
「平成21年1-3月 期 四 半 期 別GDP速 報(2次 速 報 値)」 に 基 づ く名 目雇 用 者 報 酬 を用 い る。
4.3分 析 結果
表2-4は会 社 開 業率 、非一 次 産 業 自営業 者 総 数増 減 率 、製 造 業 自営 業者 数 増減 率 に対 し、
資金 要 因 、人 的 要 因、 景気 要 因 に よ る時系 列 分析 の結果 を示 した もので あ る。
① 会 社 開業 に対 し、 各説 明変数 は正 の相 関 関係 を持 って い るこ とが分 か っ た。会 社 の形
態 に は株 式会 社 、有 限会社 、合名 会 社 、合 資会 社 な どが あ るが 、共 同 出資 の場 合 が 多い た
め、個 人 企 業 よ り開業 資 金 が集 ま りや す い とい う利 点 が あ り、開業 しや す い と考 え られ る。
雇 用者 報 酬 が増加 す る こ とは経 済状 況 が 良い こ とを現 して お り、開業 を促 す こ とが で き る。
開業 の機 会費 用 と して の賃 金 の 上昇 だ と考 え られ 、創 業 意欲 を持 っ てい る開業 者 が それ に
よ る貯 蓄 を資 金 準備 に回せ る可能 性 が 高 い。1年 前 の経 済 環 境 が会社 を立 ち上 げ るに は大
きな影 響 を与 え る こ とが分 か った。 そ して、金 融機 関 か らの融 資 も会 社 開 業 の重 要 な要 素
で あ る こ とを示 唆 して い る。
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表2-4開 業 分 析結 果
自由 資金要因 人的要因 景気要因
度修
期 間 雇用者 一人 当た り 専門技術
項 目 定数項 正済 有担保貸 完全失 商業用地地
(年) 報酬増 雇用者報酬 職業従事
決定 出金比率 業率 価変動率
減率 増減率 者比率
係数
①会社 0,043 0,344 0,526 0,559
開業率 1981-20061,952 0,959 (4.32)(5.35) (3.87) (4.43)
分析 *** *** *** ***
②非一
次産業 0,112 一1 .300 一3.68 一3.23 0,253
自営業 1976-2005157.58 0,968 (2.51) (-7.87)(-6.56)(-10.20)(4.86)
者数増 *** *** *** *** ***
減率
③製造
4.73 一〇.355 一8 .216 一8.429 0,497
業自営
1976-2005109.98 0,973 (2.12) (-5.24)(-5.90)(-10.8) (3.64)
業者数
* *** *** *** **
増減率
注:1.***は有 意 水 準1%、**は 有 意 水 準5%、*は 有 意 水 準10%。
2.()はtイ直Q
3.ある程 度 条 件 が揃 わ な い と開 業 で き な い こ とか ら 、 そ の 遅 効 性 を考 慮 し、 各 説 明 変 数 に1年 ラ グ
を設 け 分 析 した。 総 務 省 統 計 局 『就 業 構 造 基 本 調 査 』(平 成14年)に よ り、 無 業 の 起 業 者 の う
ち 、 開 業 準 備 者 の 準備 期 間 を み る と、 男 女 と も約 半 数(男 性50.9%、女 性48.9%)が 「1年以 上 」
で あ る。 同 じ調 査 で 見 た結 果 、男 性 は55歳 以 上 の 年 齢 層 で 「1年以 上 」 とす る割 合 が 大 き く な っ
て い るの に対 し、女 性 は 男 性 よ り も、少 し若 い 世 代 で 開 業 準 備 期 間 が 長 い傾 向 が 見 られ た 。 厚 生
労 働 省 雇 用 均 等 ・児 童 家 庭 局 編 『女 性 労働 の 分 析 』(2006)、p.52。
「/」線 は説 明 変数 と して使 用 して い な い。 製 造 業 自営 業 者 数 増 減 率 に 関 す る分 析 で は 、 説 明 変 数
の 有 担 保 貸 出 金 の ダ ミー(バ ブル 時 期 関 連1984-1991)を使 用 した 。
4.小売 ・卸 売 業 につ い て も 同様 な分 析 を試 み た が 、説 明 変 数 の 有 担 保 貸 出金 比 率 、 商 業 用 地 地 価 変
動 率 のt値 が低 い た め、 有 意 な分 析 結 果 は得 られ な か っ た。 サ ー ビス 業 に つ い て も有 意 な 結 果 は
得 られ な か っ た。
第3節 で 見 た よ うに、 中小 企 業 は 開業費 用 に苦労 す る ケー ス が多 く、金 融機 関へ の借 入
依存 度 も高 い。 自己資 金 よ り金融 機 関か らの 融資 、 支援 策 の役 割 が 大 き く期 待 され てい る
こ とを表 わ してい る。 バ ブル 崩壊 後 、銀 行 が倒 れ る な ど、信 用 が失 われ 、 土地 価 格 が 下落
25
して も、土 地 を持 っ てい る人 々 が担保 しや す い 面27があ るの で 、や は り開業 資 金 を借 入 し
やす い と考 え られ る。 人 的要 因 を観 察 した結 果 、 「完全 失 業 率」 要 因 は会社 開業 との 間 に
正 の相 関関係 を持 って い るこ とが検 証 され た。失業 率 が 高い 状況 で は、人 材調 達 が容 易28で
あ るほか 、 開業 意欲 を持 っ てい る人 が集 ま って 開業 す るケ ー ス も考 え られ る。 この結 果 は
先行 研 究 と一 致 してい る29。
② 非 一 次産 業 自営業者 総 数 増減 率 、 お よび ③製 造 業 自営 業者 数 増減 率 につ いて。 廃 業 あ
るい は倒 産 が発 生 して も、非 一 次産 業 自営 業者 数 や 製 造 業 自営 業者 数 の比 率 が増 加 すれ ば、
開業率 は高 い と考 え られ る。
会 社 開業 と同 じよ うに、 自営 業者 数 増減 率 お よび製 造業 自営業 者数 増 減 率へ の分析 結 果
も、説 明変数 の有担 保 貸 出金 比 率 お よび 商業 用 地地 価 変動 率 が 開業 と正 の相 関 関係 に あ る。
金融 機 関か らの融 資 の増加 と商 業用 地 地価 の 上昇 は開業 を増 加 させ る役 割 を果 た して い る
こ とが分 か る。 これ らは 開業 資金 不 足 問題 の解 決 には大 きな影 響 要 因 とな っ てい る。
会社 開業 の分 析結 果 と違 い、 自営 業者 総 数 増減 率 お よび 製 造業 自営業 者 数増 減 率 へ の分
析結 果 で は 、説 明変 数 の一 人 当た り雇 用者 報酬 増 減 率 ・完 全 失業 率 ・専 門技術 職 業従 事 者
比 率 は 開業 と負 の相 関関係 に ある。 す で に述 べ た よ うに、 会社 開業形 態 には、 よ り広 い 人
脈 、 資金 を集 めや す い な どの利 点 が あ るが3°、 自営業 は会社 と異 な り、 ほ とん ど個 人 資 金
で 開業 す るた め、不 動 産 な ど担保 に な る ものが ない 場合 、 金 融機 関 か らの融資 を得 られ な
い ケ ース も多 い 。失 業者 の 中 に開業 す る意 欲 を持 って い る人 と技 術者 が 存在 して も、 自己
資金 が足 りない とか、 開業 に あた って の準備 が十 分 で な けれ ば 開業 で きな い。 一人 当た り
雇 用者 報 酬 の増加 は雇 われ 続 ける こ とへ のイ ンセ ンテ ィブ を高 め、 開業 意識 を 阻害 す る。
会社 開業 の結 果 と違 い 、仮説 と逆 の結 果 が 得 られ た。2003年の 『中小 企業 白書 』で は、近
年 の 開業 低迷 の要 因 と して 、 自営業者 の収 入 が被 雇 用者 収入 に対 して相 対 的 に低 下 して き
た こ とを指摘 して い る。 そ の理 由 の一 つ と して 、 「製 造業 は他 の産 業 と比 べ る と経 済 の グ
ローバ リゼー シ ョン の影 響 を受 けや す く、 中小企 業 と海 外 企 業 との間 の競 争激 化 に よ り、
収益 が落 ち た こ とが 自営業 者 の収 入 減 にっ な が った 」31ことが挙 げ られ る。 表2-2か ら、










中小 企 業 白書1979(p.201)は、昭和40年 代 に は 中小企 業 の年 齢別 賃 金 カ ー ブの頂 点 は
30歳代 で あ り、「給 料 だ けで は生 活 で きな い か ら」 との理 由で30歳 代 に 開業 す る 中小企 業
従 業者 が 多 か った こ とを示 して い る。 中小企 業 白書2003(p.97)では、 「労働 力 人 口の高
齢化 か ら創 業 が引 き合 わ な い立場 にい る者 が増 加 す るこ とを指 摘 したが 、 実際 には 、 中高
齢者 の 問で賃 金 の年 功性 の見 直 しの動 き等 を合 理 的 に予 測 して 開業志 向 を実現 す る動 きが
見 られ る32」と記述 して い る。
国 民 生活 金 融公 庫 の ア ンケ ー ト調 査 に よ る と、 「製 造 業 で は 当該 分 野 の キ ャ リアや 技
術 ・ノ ウハ ウの有無 が事業 選 択 に与 え る影 響 が大 きい た め、 自己雇 用 のた め に 開業す る と
い うメ カニ ズ ム が働 き に くい と考 え られ る33」と記 述 して い る。 そ の 半面 、製 造 業 開業 に
あた って他 の業 種 よ り工場 や 設備 な どに資 金 の かか る場 合 が 多い。 小 林(2004)は、新 規
開業 に必 要 な技 術や ノ ウハ ウが 高度 化 す る とと もに、資金 面 で の制約 が1990年代 以 前 と比
較 して厳 しくな った こ とが失 業者 の 自己雇 用 を 目的 とす る新 規 開業 を 困難 に して い る と推
察 してい る34。
他 方 、 近年 のバ ブル 経済 崩 壊 以後 、 多 くの 中小 企 業 が苦 しい経 営状 況 を経 験 して きた こ
と、 お よび現 在 もま だデ フ レか らの脱 却 が実 現 してい な い こ とは、今 後 もな お、 人 々 の意
思決 定 を リス ク回避 的 に させ る要 因 とな る可 能性 が あ る。 デ フ レの継 続 は 、(1)市場 の縮
小傾 向 に よ り開業者 等 の新 規 参入 を 困難 にす る傾 向が あ り、(2)実質金 利 を上昇 させ 、特
に資金 調 達力 が弱 い 開業者 の資金 負 担 を重 くす る こ とに よ って、開業 を抑制 す る と とも に、
最 近 の よ うに事 業経 営 リス クが意 識 されや す い環 境 で は、(3)被雇 用者 の収入 の相 対 的 な
安 定性 を よ り強 く意 識 させ る こ とに な る。 この よ うな状 況 が 、 開業 の 主観 的 な リス クを よ
り高 めた 可能 性 が 強い と考 え られ る。 早期 にデ フ レを脱 却 し、マ ク ロ経 済 の安 定 的 な運 営
を行 って い くこ とは、 これ らの 開業 を抑 制 して きた仕 組 み を逆 転 させ 、 人 々 の リス ク に関
す る予 想 を変 え るので 、 開業 率 を高 め る上 で極 めて 重要 で ある35。
32国 民 生 活 金 融 公 庫 の 新 規 開業 実 態 調 査(2004年 度)に よれ ば 、 同公 庫 の 融 資 先 で あ る新 規 開業 者 に
つ い て 、1991年以 来 、 労 働 力 人 口の 高 齢 化 以 上 に45歳 以 上 の 開業 者 の 割 合 が 増加 して い る。
33国 民 生 活 金 融 公 庫 総 合 研 究 所 編(2002)に よ る と、 開 業 時 の平 均 費 用(個 人 向 け サ ー ビ ス 業2350万
～ 運 輸 業770万 円)、 平 均 従 業者 数(飲 食 店5.8人 ～ 卸 売 業2.6人)、 は産 業 に よ り大 き く異 な る。
事 業 選 択 理 由で は 、 「知識 や 資 格 が 生 か せ る」 「キ ャ リア が 生 かせ る」 「こ の仕 事 が 好 き」 とい っ た 回
答 が 多 い 点 は各 産 業 に 共 通 す る。 小 売 業 や 飲 食 店 、個 人 向 けサ ー ビス で は 、 「少 な い 資 金 や 人 員 で で
き る 」 「経 験 が な くて も で き る 」 と答 え た が 、 製 造 業 で は 「製 品や 技 術 、 ノ ウハ ウ に強 み が あ る」
とい う答 えが 多 い とい う特 徴 が あ る。
34小 林(2004)pp.100-114。
35中 小 企 業 白書(2005)第3部 第2節(注39)で は 、 こ の点 に つ い て 、(1990年代 に生 じた こ と か ら、
自営 業 収 入 と被 雇 用 者 の賃 金 の マ ク ロ経 済 の 変 化 に よ る調 整 速 度 に は 差 が あ る と考 え られ るの で 、
デ フ レ 「予 想 」 が イ ン フ レ 「予 想 」 に逆 転 す れ ば 、 人 々 の 開業 リス ク予 想 が 変 化 す る可 能 性 が あ る)
と述 べ て い る。
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労働 需 給 要 因 の 新 規 開 業 へ の影 響 力 が 弱 い こ とはバ ブ ル 崩 壊 後 に個 人 と金 融機 関 の リ
ス ク回避 が高 まっ た た め とも考 え られ る。 これ も開業率 が低 下 して い る原 因 の一 つ と思 わ
れ る。 以 上 の結 果 か ら見 る と、 中小 企 業 開業 に影 響 を与 え る大 きな 要 因の 一つ として資 金
不 足 が挙 げ られ る。
最 低 資本 金 制 度 の撤廃 に よ り、小 額 資本 で 開業 す る こ とが 可能 とな った が 、 円滑 に事 業
を運 営 す るた め には、 事 業 にお い て最 低必 要 とな る資金 だ けで はな く、運 転資 金 を確 保 す
る こ とも求 め られ てい る。 中小企 業 の 資金 調 達方 法 は 限 られ てい るた め、 開業 資金 不 足 ・
開業後 運 転資 金 不足 な どは 開業 率お よび 開業後 企 業 生存 率 が低 い 要 因 とな っ てい る。 この
問題 に対 して、 どん な金融 政 策 が打 ち出 され 、 中小企 業 を支援 して い くか 、そ の解 決 策 が
期待 され る。
第5節 ま とめ、 政策 的 なイ ンプ リケー シ ョンお よび課 題
5.1ま とめ
本 章で は 、 開 ・廃 業 面 、付 加価 値 お よび 雇 用面 か ら、新 規 開業 の重要 性 を検 討 した。 そ
の上 で、 会社 開業 、 自営 業者 総数(非 一次 産 業)及 び製 造 業 自営 業者 数 の変化 が どの よ う
な要 因 に よっ て決 定 され るか につ い て、先 行研 究 を踏 ま え、 資金 要 因 、人 的要 因 、 景気 要
因に 関す る回帰 分析 を行 っ た。補 足 と して、 中小 企 業庁(2002)の会社 開業 率 に 関す る分
析 のデ ー タを延 長 し、 再考 した。
考察 の結果 、小 売業 や サー ビス業 の事業 所数 が大 きな割 合 を 占め てい る一方 、製 造 業 付
加価 値 の比重 が大 きい こ とが分 か った。 業 種別 付加 価 値 の 変化 か ら見て も、従 業者 数 か ら
見 て も、 卸売 業 と製 造 業 が減 少 し、 サ ー ビス 業 と小 売業 が増 加 して い る こ とが分 か った。
特 に 、製 造業 の付加 価値 と従 業者 数 が 全産 業 に 占め る比重 が依然 と して大 きい こ とは 、他
の業種 が 代替 で きな く、 日本 経 済 に はゆ る ぎない 地位 に あ り、 日本経 済 活性 化 には依 然 と
して重 要 な役 割 を担 うもの で あ る こ とを意 味す る。 産業 構 造変 化 が本 格化 し、 長 引 く不 況
も加 わ って 、緩 や か なが らも確 実 な変化 が見 られ る。 サー ビス業 お よび 小売 業 の付 加価 値
や従 業 者数 の増加 か らは 、新 規 開業 が活 発 化 してい るこ とが分 か る。 新 規 開 業 の雇 用創 出
が存 続 事 業所 の雇用 創 出を大 き く上 回 っ てい る こ とか ら、新 規 開業 の経 済活 性 化 の効 果 が
大 きい こ とが分 か っ た。
会 社 開業 、 自営 業者 総数(非 一次 産 業)及 び製 造 業 自営 業者 数 の変化 に関す る分析 結 果
は以 下 の通 りで ある。 会社 開業 は 、各 説 明変数(有 担保 貸 出金 比 率 、雇 用者 報 酬増 減 率 、
完全 失 業 率お よび 商業 用地 地 価変 動 率)と 正 の相 関関係 を持 って い るこ とが検 証 され た。
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会社 の形 態 に は株 式会 社 、有 限会 社 、 合名 会社 、合 資会 社 な どが あ り、共 同 出資 の場 合 が
多 い た め、個 人 企業 よ り開業 資金 は集 めや す い とい う利 点 が あ り、 開業 しやす い と考 え ら
れ る。 雇 用者 全 体 の収 入 が増 加す る と、会 社 開業 を刺激 す る効果 が 高い と言 え る。1年 前
の経 済 環境 が会 社 を立 ち上 げ るの に大 き な影響 を与 える こ とが分 か った。 そ して 、金 融機
関か らの有担 保 融 資 も会社 開業 の重 要 な要 素 で あ る こ とを示 唆 して い る。会 社 の場 合 、 担
保 に よる借 入 金 が手 に入 りや す い利 点 が あ る。そ して 、バ ブル 崩 壊 後 、銀行 が倒 れ るな ど、
信用 が失 われ 、 土地 価 格 が 下落 して も、 土地 を持 って い る人 々が 担保 しやす い 面 が あ るの
で 、開業 資金 を借入 しや す い と考 え られ る。非 一次 産 業 自営 業者 総 数 増減 率 の 分析 結 果 は、
製 造業 自営業 者 数増 減 率 の分 析 と同 じ傾 向 にあ る こ とが分 か った。5つ の変数 の 中で は、
有担 保 貸 出金 比 率 、商 業用 地 地価 変 動 率 と 自営業 者数 との 問 に正 の相 関関係 が あ るこ とを
検証 した。 逆 に、一 人 当た り雇用 者 報 酬増 減 率 、完 全失 業 率 、 専 門技術 職 業従 事者 比率 と
自営業 者数 との間 に は負 の相 関 関係 に ある こ とが検 証 され た。 この結 果 か ら考 え る と、 会
社 開業 と同 じよ うに、 金融 機 関 か らの 融資 の増 加 と商業 用 地 地価 の上 昇 は 開業 を増 加 す る
役割 を果 た してい た こ とが分 か る。 そ の 半面 、 自営 業 は会社 と異 な り、 ほ とん ど個 人 資 金
で 開業 す るた め、不 動 産 の担保 に な る ものが な い場合 、金 融機 関か らの融 資 を得 られ な い
こ とは、 開業 が増加 しな い要 因 とな る。 これ まで の研 究 で、 失業 者 に よる開業 は失敗 す る
こ とが多 い とい う指 摘 が な され てい る。 これ は、資 金や 技 術 な どの 面 で十 分 な準備 が で き
ない ま ま に 開業す る ケー ス が多 い か らだ と考 え られ る36。ま た 、失 業 率 が高 い こ とは事 業
環境 が あま り良 くない 可能 性 もあ る一 方 、従 業員 を雇用 しや す い面 もあ る。
会社 開業 、 自営 業者 総数(非 一次 産 業)及 び製 造 業 自営 業者 数 の 開業 率 に 関す る分 析 の
結果 を ま とめ る。
(a)会社 開業 、 自営 業者 総 数(非 一 次産 業)及 び 製造 業 自営業 者数 の変化 に 関す る分 析
の結 果 、説 明変 数 の有 担保 貸 出金 比 率 お よび 商業 用 地地 価 変動 率 が 開業 率 との間 に正 の相
関関係 を持 っ てい る こ とが検 証 され た。 第3節 で見 た よ うに、 開業 資金 調 達 に苦 労 してい
る企 業 が 多 い のが 実状 で あ り、 開業 へ の資 金援 助 は会社 に とっ て も、個 人企 業 に とって も
重 要 な 開業要 素 にな る こ とを意 味 して い る。 地価 が 上 が る と、そ れ を反 映 した賃料 は 当然
の コス トア ップ要 因 とな るが、需 要 の 大 き さな どが ビジネ ス チ ャ ンス を作 り出す こ とも考
え られ る。 土地 が担 保 に回 され 、 開業 資金 確保 につ な が る。
36岡 室(2006)、「製 造 業 の 開業 率 へ の 地 域 要 因 の 影 響:ハ イ テ ク業 種 と ロー テ ク業 種 の 比 較 分 析 」 、
RIETIDiscussionPaperSeriesO6-J-049。
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(b)製造業 自営 業者 数増 減 率 の分 析 結果 は非一 次 産業 自営 業者 総 数増 減 率 の分 析 と同 じ
傾 向 に あ る。 説 明変 数 の一 人 当た り雇 用者 報酬 増 減 率 、完 全失 業 率 お よび 専 門技術 職 業 従
事者 比 率 は 自営 業者 数 増減 率(非 一 次 産業 自営業 者 総数 増 減 率 お よび製 造 業 自営 業者 数 増
減 率)と 負 の相 関 関係 を持 って い る。 一人 当た り雇 用者 報 酬 が増加 す る こ とは平均 賃 金 が
上昇 す る こ とを意 味 し、サ ラ リー マ ン として企 業 で働 くこ とに と どま る こ と も考 え られ る。
専 門技 術職 業 従 事者 比 率 が高 い こ とは開業 を刺 激 す る要 因 の よ うに思 われ る が、 一般 的 に
は逆 の 関係 に あ る。 専 門技 術 者 に よ る開業 業種 が 限 られ て い る こ とが考 え られ るた め、 技
術者 よ りサ ポー ト ・管 理 ・資 金調 達 な どの総合 的 な要素 の ほ うが 重要 で ある こ とを意 味 す
る。 失 業 率 の増加 は、 景気 状 況 が よ くな い こ とを表 してお り、 開業 に乗 り出す よ りリス ク
を避 け、 開業 をや め るケ ー ス も考 え られ る。
逆 に、失 業者 が 多 い場合 、多 くの人 が集 ま って 開業す る こ とは リス ク を減 少 させ る一 方 、
資金 を集 めや す い 、人脈 が広 くな る利 点 にな り、会社 を立 ち上 げ る こ とにつ なが る。 会社
開業 につ い て は、製 造 業 自営 業者 数 増減 率 お よび 非 一次 産 業 自営 業者 総 数 増減 率 の分析 結
果 と逆 に失業 率 は正 の相 関 関係 に あ る。 会 社 の形 態 に は株 式 会社 、 有 限会 社 、合名 会社 、
合 資会 社 な どが あ り、 共 同 出資 の場 合 が多 い た め、 個人 企 業 よ り開業 資 金 を集 めや す い と
い う利 点 が あ り、 開業 しや す い と考 え られ る。 雇 用者 全 体 収入 の増加 は景気 状 況 を反 映 し
て お り、 会社 開業意 欲 を持 って い る人 を刺 激 す る効 果 が高 い と言 え る。
中小 企 業 庁 に よる会 社 開業 のデ ー タ延 長 分析 結 果37、① 地価 の上 昇 は 開業 費 用 を上 昇 さ
せ る可能性 が あ る一 方 、担保 供 出 を容 易 にす る面 もあ る。②70年代 初 め か ら自営 業者 対 雇
用者 収 入 比率 が低 くな ってい る。 これ は 、 自営業 者 お よび雇 用 者 の所 得 の 実態 を反 映 して
お り、 開業す る よ り雇 用者 で ある ほ うが生 活 は安 定 す る とが考 え られ る。 開業 率 が低 下 す
る重要 な要 因 の一つ で あろ う。③ 実 質GDP成長 率 が高 くな る と、開 業環 境 が 良 くな り、開
業 が増 え る と考 え られ る。 ④ 中小 企 業 庁 では 、 「金利 が将 来 の景 況 予測 を反 映す る面 を持
って い るな らば、正 の相 関 関係 とい うこ とも あ り得 るだ ろ う」と分析 して い る。本稿 で は、
実 質金 利 との 問で 、逆 に負 の相 関 関係 に あ る結 果 が得 られ た。金 利 が 高 くな る と、 資金 調
達 が難 しくな り、 開業 率 が低 下す る と考 え られ 、常 識 的見 解 と一 致 してい る。
5.2政 策 的イ ンプ リケー シ ョンお よび 課題
以 上 の分析 結 果 か ら、政 策 的 なイ ンプ リケ ー シ ョン と して次 の点 を指 摘 で き よ う。
37付 論2-1を 参 照 。
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第1に 、 グ ローバ ル 経 済化 の 中 で、 個人 企 業 が革 新 に対応 で きな い背 景 の下 で は 、個 人
企 業支 援 と とも に、会 社 開業 の 共 同 出資 、広 い人 脈 な どの利 点 を うま く発 揮 させ る提 案 や
開業潜 在者 の育 成 が重 要 な課題 とな る。 第2節 で見 た よ うに、個 人企 業 が少 な くな り、会
社 の比 重 が多 くな る傾 向に あ る。 集 団 と して の会 社 、個 人 と して の 自営 業 、 開業形 態 の違
い に よ り、 開業 支援 策 を分 けて考 え る必要 が あ るだ ろ う。 本 章 の分析 結 果 で は、 会社 開業
にお いて も個 人 企業 開業 にお い て も資金 要 因 が重 要 な要 因 で あ り、資 金調 達 に苦 しめ られ
るケ ー スが多 い こ とが明 らか にな って い る。 開 業形 態別 の支援 策 を打 ち 出す と ともに それ
に対 応 す る資 金 援助 策 に取 り組 むべ きで あ る。 そ して 、 自営 業者 の収入 が被雇 用者 収 入 に
対 して相 対 的 に低 下 して い る背景 の下 、個 人企 業 が減 少 して い る状況 へ の対 策 も これ か ら
の課 題 で あ る と考 え られ 、 その 対策 も必要 で あろ う。
第2に 、経 済 を活 性 化 させ るに は開 業 を増や す こ とが望 まれ る。 経 済 が活 性 化す れ ば 、
開業率 が 高 ま る とい う面 もあ る。 開業 前や 開 業後 の支援 策 は もち ろん、若 者 に教 育段 階 か
ら創 業 へ の プ ラス のイ メー ジ を植 えつ け る こ と も重 要 な課題 で あ る。 若者 の創 業意 欲 を引
き出す だ けで はな く、 チ ー ム ワー クや 責任 感 な どを持 たせ る こ とは創 業 に も創 業後 の企 業
生存 に も役 立つ で あ ろ う。 外 国 の進 んで い る経験 を学 び なが ら、若者 に起 業 家精 神 を持 た
せ行 動 させ る支 援策 を構 築 して い くこ とが望 まれ る。
こ こで は 、産 業集 積 、地域 別 、 個 人能 力 な どの要 因 に触 れ なか った。 説 明変 数 の'-1期
デ ー タ を利 用 して分 析 して きた が、 四寺期 の影 響 も考 え る必 要 が あ るだ ろ う。 説 明変 数 の
有担 保 貸 出金 の内生 バ イ ア ス問題 の有 無 につ い て も考慮 す べ きで あ ろ う。 今後 の課題 と し
た い。 開業支 援 策 に 関わ る問題 も今 後 の課 題 で あ る。
90年代 後 半か ら2004年まで廃 業 率 が 開業 率 を大 き く上 回 っ てい る。 開業後 企 業 の生 存
問題 が企 業 の ライ フ ステ ー ジの重 要 部 分 とな っ てい る。 企 業 の生 存 に よ る雇 用 と事 業 拡 大
な どの経 済効 果 も大 き く期 待 され てい る。 開 業後 企 業 の生 存 率 は どん な状況 に あ るのか 、
次 の章 で 考 え る。
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付論2-1中 小 企 業庁 に よ る会 社 開業 の分析(再 考)
中小 企 業 庁(2002)では 、マ ク ロ経 済 指 標 と会 社 開業 率38との 関係 を分 析 して い る(付
表2-1、 付 表2-2)。 推 計 期 間 は1971-2000年 で あ る 。 こ こ で は 、 先 行 研 究 を 踏 ま え 、2000
年 以 降 デ ー タ を2006年ま で 延 長 し 、改 め て 会 社 開 業 に つ い て 分 析 した(付 表2-3、付 表2-4)。
中小 企 業庁 は以 下 の式 で推 計 してい る。
0零=α+ゐ%1,+α2`+6玩3,+α4,+___+μ
本 稿 で は、被 説 明変 数 は 中小 企 業庁(2008)による会 社 の 開業 率39を使 用 す る。 説 明変
数 は 、『地価 公示 』40によ る地 価 変動 率 、 自営業 者 対雇 用者 収 入 比 率41(自営 業 主年 収42/雇
用 者 年 収43)、実 質GDP44、実 質 貸 出約 定 平 均 金 利45を用 い る。
説 明変数 につ い て、 こ こで は、 中小企 業 庁(2002)の(財)日 本 不動 産研 究所 の 『市 街
地価格指数』により市街地価格指数に対し、国土交通省 『地価公示』の商業用地地価変動
率全 国平 均 を用 い る。 実質 金 利 は貸 出約 定平 均金 利 か らGDPデフ レー ター を差 し引い て算
出す る。 失業 率 を入 れ て も除い て も有 意 な結果 が得 られ な く、分析 結 果 には影 響 も見 られ
なか った た め、 こ こで は取 り除 い た。 そ の他 は 中小企 業 庁 と同 じ変数 を用 い た。
一部 のデー タ を変 えた り、分析 期 間 を延 長 した り して も、全 体 的 な結 果 か ら見 る と、 実
質貸 出約 定平 均 金利 以 外 に は、 中小 企 業庁 の分 析 結果 と同 じ傾 向に あ る こ とが分 か った。
38資 料:法 務 省 『民 事 ・訟 務 ・人 権 統 計 年 報 』、 国税 庁 『国 税 庁 統 計 年 報 書 』。 会 社 開 業 率=(設 立 登 記
数/前 年 の 会 社 数)×100。
39脚 注22を 参 照 。
40平 成23年 『地 価 公 示 』、 〈第3平 成23年 地 価 公 示 にみ る 地 価 の状 況 〉、42【表 】公 示 価 格 年 別 変 動
率 一参 考 資 料 、 商 業 地 全 国平 均 。http://tochi.mlit.go.jp/chika/kouji/2011/index.html。
411973年一2003年は 中小 企 業 庁(2005)、第3-3-39図の デ ー タ を用 い る。2003年以 降 デ ー タ は 筆 者 が
計 算 して 接 続 した。
42自 営 業 年 収 は 、総 務 省 の 『個 人企 業 統 計 調 査 』 に よ り、 製 造 業 、卸 ・小 売 業 、飲 食 店 、 サ ー ビス 業
の個 人 企 業 営 業 利 益 を加 重 平 均 した 。
43雇 用 者 年 収 は 、厚 生 労働 省 の 『毎 月 勤 労 統 計 』 に よ り、(常 用 労 働 者30人 以 上 の 事 業 所 の年 べ 一 ス)
現 金 給 与 総 額 を製 造 業 、 卸 ・小 売 業 、飲 食 店 、 サ ー ビス 業 の 雇 用 者 数 で 加 重 平均 を した。2003年以
降 は 第11回 産 業 分類 に従 っ て い る。
442009年度 『国 民 経 済 計 算 確 報 』(2000年基 準 ・93SNA)(1980年～2009年)、
http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/files_kakuhou.htmlo
451973-2004年は 『日本 経 済 統 計 総 覧 』第14章14-1表 の デ ー タ を利 用 し、そ れ 以 降 は筆 者 が 接 続 し
た。 接 続 した デ ー タ は 日本 銀 行 主 要 時 系 列 統 計 デ ー タ 、 「貸 出 約 定 平 均 金 利 」 貸 出 ・国 内銀 行 の デ ー
タ で あ る。 「国 内銀 行 」 は 、 日本 銀 行 と取 引 の あ る銀 行 の 銀 行 勘 定 の 計 数 。 た だ し、 整 理 回収 機 構 、
紀 伊 預 金 管 理 銀 行(2002年3.月31日 付 で解 散)、 日本 承 継 銀 行(2004年3.月8日 付 で解 散)、 第 二
日本 承 継 銀 行(2011年12月26日 付 で事 業 譲 渡)お よび ゆ うち ょ銀 行 を 除 く。 算 出方 法 は利 率 別 貸
出残 高 を0.25%刻 み で集 計 の うえ 、 下 限 金 利 を加 重 平 均 した もの 。
実 質 貸 出 約 定 平 均 金 利=貸 出約 定 平 均 金 利 一GDPデフ レー タ ー 対 前 年 変 化 率 。
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2000年以 降 に も この傾 向 は大 き く変 化 してい な い こ とが読 み取 れ る。中小 企 業庁 で は 、実
質金 利 と開業 に は プ ラス の相 関 関係 に あ る と分析 してい る46。本 稿 で は 、実 質 金利 と会 社
開業 との間 に、 負 の相 関 関係 にあ る結果 が得 られ た。金 利 が高 くな る と、 資金 調 達 が難 し
くな り、 開業 率 が低 下 す る と考 え られ 、 常識 的 見解 と一致 して い る。
付 表2-1中 小 企業 庁 が使 用 した デー タお よび 分析 結果
変数 出所 分析結果






実質GDP 内閣府 『国民経済計算年報 』 十***
実質金利
日本銀行 『経 済統計年報』 による名 目金利
内閣府 『国民経済計算年報 』 によるGDPデ フ
レー ター
十***
失業率 総 務省 『労働 力調査年報 』 十*
注:1.***は有 意 水 準1%、**は 有 意 水 準5%、*は 有 意 水 準10%。





実 質GDP 実質金利 失業率
推定係数 一11.227 0,028 12,607 0,219 0,218 0,984
標準誤差 4,325 0,012 2,396 0,068 0,114 0,538
有意水準 ** *** *** * *
注:1.***は有 意 水 準1%、**は 有 意 水 準5%、*は 有 意 水 準10%。
46中 小 企 業 庁(2002)で は 、 「金 利 が 将 来 の 景 況 予 測 を反 映 す る面 を 持 って い る な ら ば 、 正 の 相 関 関
係 とい うこ と もあ り得 る だ ろ う」 と述 べ て い る(p.62)。
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付 表2-3本 稿 で使 用 したデ ー タお よび分 析結 果
変数 出所 分析結果
地価変動率 国道交 通省 平成23年 『地価公 示』 十**




厚 生労働省 『毎.月勤 労統 計』
実 質GDP 内閣府 『国 民経 済計算年報 』 十***
日本統計協会 『日本経 済統計総覧』
日本銀行 ホームペー ジ 「統計(預 金 ・貸 し出 し関連統
実質金利 計 、貸 出 関 連)」 、 「貸 出約 定 平 均 金 利(貸 出 ・国 内 一*
銀 行)」
内閣府 『国民経 済計算年報』に よるGDPデフ レー ター
注:1.***は有 意 水 準1%、**は 有 意 水 準5%、*は 有 意 水 準10%。
2.失業 率 を入 れ て 分 析 した結 果 、失 業 率 だ け が 無 意 味 に な り、失 業 率 を除 い て も結 果 が変 わ らな い
の で 、 こ こ で は 、 除 外 した。
3.自営 業 者 変 化 率 お よび 個 人製 造 業 変 化 率 を被 説 明変 数 に して分 析 した が 、有 意 な 結 果 は得 られ な



















標準誤差 0,600 0,016 0,779 0,071 0,052
有意水準 ** *** *** *
注:1.***は 有 意 水 準1%、**は 有 意 水 準5%、*は 有 意 水 準10%。
2.()はtイ 直 。
分析 結 果 を ま とめ る と、以 下 の よ うで あ る。 ① 地価 の上 昇 は 開業費 用 を上昇 させ る可 能
性 が あ る一方 、担 保供 出 を容易 にす る面 もあ る。②70年代 初 めか ら 自営 業 者対 雇 用者 収 入
比 率 が低 くな って い る。 これ は 、 自営 業者 お よび 雇 用者 の所 得 の実態 を反 映 して お り、 開
業す る よ り雇 用者 で あ るほ うが 生活 は安定 す る と考 え られ る。 これ は 開業 率 が低 下す る重
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要 な要 因 の一 つ で あ ろ う。 ③ 実質GDP成長 率 が 高 くな る と、 開業 環境 が 良 くな り、 開業 が
増 え る と考 え られ る47。こ こまで の結 果 は 中小企 業 庁 の分析 結 果 と一 致 してい る。 ④ 実 質
金利 に 関す る分 析結 果 は 中小 企 業庁 の 分析 結果 と逆 のマ イ ナ ス の符 号で ある。 近 年 、金 利
の変動 が弱 い とい っ て も、 開業 にお け る大 きな 障 害 の一 つ48であ る資 金調 達 に影響 す る重
要 な要 因 とな って い る。
47中 小 企 業 庁(2002)、pp.61-62。
48中 小 企 業 庁(2002)(p.82)およ び 中 小 企 業 庁(2003)(p.99)では 、 開 業 準 備 期 間 中 の 困 っ た こ とが




近年 、世 界 各 国 で 中小 企 業 へ の 関 心 が急 速 に 高 ま りを見せ てお り、 各 国政 府 や 産 業 界 、
中小 企 業 関係 機 関 な どは 、雇 用創 出の 主体 として の 中小 企 業 に大 きな期 待 を か けて い る。
そ して、 中小 企 業 に 関す るイ ノベ ー シ ョン、 市場 と地域 の活 性 化 、大 企 業補 完 な どの担 い
手 と して の役 割 も大 い に注 目され てい る。 そ の 中で、倒 産 件 数 は高水 準 で推 移 し、倒 産 に
よ る負 債 額 の 問題 も深刻 化 して い る。 全体 倒 産件 数 に 占め る割 合 をみ る と、 中小企 業 の倒
産 が ほ とん どで ある。 この背 景 に は90年代 か ら続 く厳 しい経 済環 境 の 中で 、生 き残 りをか
けて さま ざま な企業 努 力 が な され て きた と考 え られ るが、 それ に もかか わ らず 、退 出 した
企 業 も多 い。 企 業 の 開業 と廃 業 は新 陳代 謝 で あ る こ とを考 える とき、 開業 に よ る新 規雇 用
効果 と廃 業 ・倒 産 に よ る雇 用 喪 失 ・負 債形 成 も注 目され るべ き で あ る。 第2章 の 図2-8で見
た よ うに、 ほ とん どの業種49では廃 業 に よ る雇 用喪 失 が新 規 雇 用 に よ る雇 用創 出 を上 回 っ
て い る。
開業 ・廃 業 が活発 に起 こった と して も、生 産性 の低 い企 業 が参 入 し、 生産 性 の 高 い企 業
が退 出す る ので あれ ば、 経済 成 長 を阻む こ とにな る5°。 事 業所 創 業 後 経過 年 数 に よる生 存
率 は どの よ うに変化 した の か、 生存 率 が非 常 に低 い 場合 、新 陳代 謝 で解釈 す る こ とは適 切
で あ ろ うか。外 国 と比 べ 、日本企 業 開業後 の生存 率 はほ ぼ 同 じな のか 、突 出 してい るのか 、
それ に 関わ る創 業支 援 策 は どん な状 況 にあ るか。 第3章 で は、 開業 後企 業(製 造 業)の 生
存状 況 を明 らか に し、 そ の解 釈 を行 う。 企 業 の 開業 要 因 と して 、景 気要 因、 人的 要 因 、資
金 要 因、 地理 要 因 な どを考 え る先 行 研 究 は多 い が 、開業 して か らの 生存 状 況 に関 わ る研 究
は少 ない。
第3章 の構 成 は 以下 の通 りで あ る。 第1節 で は 、開廃 業 と倒 産 か ら事 業 所 の生 存状 況 を
考 察す る。 第2節 で は、 日本 にお け る企業 の生存 問題 に 関す る先 行研 究 をサー ベ イす る。
第3節 で は 、 中小企 業 庁分 析 結果 デ ー タ51を再計 算 した上 、製 造 業事 業 所 開業 後 の経過 年
49全体雇 用喪失 が雇用創 出を上 回ってい る。新 規開業 の雇 用創 出が廃 業に伴 う雇用 喪失 を下 回 る現状
は製 造業お よび卸売業で 目立っ。
50西村 ・中島 ・清 田(2003)は、1996年以降 、非効率 な企業が存続 し、効 率的 な企 業が撤退す る 「市
場 の 自然淘汰機能 の崩壊」 が起 こっている と指摘 してい る。
51中小企 業庁が経 済産 業省 『工業統計表 』 を再編加 工 したデ ータで ある。本統 計は事業所 単位 で集 計
されてい る。 西暦末尾0、3、5、8年 につ いては全数調査 であ り、それ以外 の年 は従業者4人 以上 の
事 業所 な どを調査 してい る。中小企業庁 が経済産 業省 の個票デ ー タを利用 し、従業者4人 以上 の事 業
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数 に よる生存 率 の変 化 を検 討 す る。 第4節 で は、 中小企 業 財務 指 標 か ら中小企 業 の 生存 率
を考察 す る。 第5節 で は、創 業 後事 業 所生 存 率 の 国際比 較 を行 う。 日本 にお け る創 業 支 援
策 の課 題 を検 討 す る。
第1節 開廃業 と倒産から見た事業所の生存状況
開業 後企 業 の生存 率 問題 を考 え る前 に 、開廃 業 と倒 産 件数 の推 移 を見 る。 これ まで政 府
は時代 の要請 に応 じ、中小 企 業政 策 の基 本理 念 を見直 しつつ 、金 融 政策 、振興 政 策 、指 導 ・
組織 化 政 策 な ど、様 々な 中小 企 業支 援施 策 を整 備 ・充実 させ て きた。 日本 中小 企 業政 策 の
歴 史 は大 き く三 つ の段 階 に分 けて説 明 で き る。
戦後 復 興期 では 、経 済力 の集 中 の防 止お よび健 全 な 中小企 業 の育成 が 、高度 成 長期 と安
定成 長 期 で は、 中小 企 業 と大 企 業 との格差 是 正 が、 現在 で は 、や る気 と能 力 の あ る 中小 企
業 が理 念 と され て い る。1999年に中小 企 業基 本 法 が改 正 され 、3つ目の理 念 の も とに金 融 政
策 、振 興 政策 、 指導 ・組 織 化 政策 の実施 、法律 の完備 を通 じ、 開業 を増加 させ 、倒 産 を減
らす 努 力 が な され てい る。
以 下で は 、 開廃 業 と倒 産 か ら事 業 所 の生 存状 況 を検討 す る。
まず 、開 業 と廃 業 の推移 を見 る。図2-2に表 してい る よ うに、事 業 所数 ベ ー ス で見 て も、
企 業数 べ 一 ス で見 て も、開業 率 は下 げ止 ま りか ら上 昇 に転 じつつ あ る こ とが分 か る。一方 、
廃 業 率 も上昇 し、廃 業 に よる雇用 喪 失 と負 債額 の 問題 も深刻 化 して い る。 次 に倒 産件 数 と
負債 額 につ い て見 る(図3-1)。全体 倒 産件 数 に 占め る割 合 をみ る と中小 企 業 の倒 産 が ほ と
ん どで あ る。
1997～2002年負 債 額 上位 大企 業20社 の倒 産 を除 けば、 中小 企 業 の負 債額 が7割 以上 を
占め てい る。東 京 商 工 リサ ー チ に よ る と、近 年 の倒 産 要 因 として、「販 売 不振 」、「放 漫経 営 」、
「既 往 の しわ 寄せ 」 とい う順 で大 きな比 率 を示 してい る52。バ ブル 経 済期 に は放 漫経 営 を
原 因 とす る倒 産 が 多 くを 占めて い たが 、最 近 にお い て は放 漫経 営 が 占め る割 合 は 大 き く減
少 し、販 売不 振 等 を理 由 とす る倒 産 の割 合 が増 えつ つ あ る。 この よ うな販 売不 振等 を理 由
とす る倒 産 の増加 は企 業 の経 営戦 略 が 一段 と重要 にな りつ つ あ る こ とを示 唆 して お り、 経
営 戦 略 と倒 産 との 関係 が密 接 にな って き てい る と判 断 され る。 か つ て の高度 成 長期 と異 な
所 のみ を集 計 したパネル デー タである。 これが 「再編加 工」の意 味であ る。本論文 では、中小企業庁
の上記 のパネ ルデー タを使 った集計結 果 を用 いて再計算 した。
52東京商 工 リサーチ(2004)、『全 国企 業倒産 白書』。
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り、例 えば 、マ ー ケテ ィ ング戦 略 の失敗 が企 業収 益 を圧 迫 し、企 業 を存続 の危機 に追 い 込
む こ とす らあ り得 る ので あ る53。
図3-1倒 産 件数 と負債 額
[=コ倒産件数 一 うち中小企業件数 一 一 うち中小企業負債額 一 一 全規模負債金額(億円)
以 上で 見 た よ うに、廃 業 率 の 上昇 、倒 産 の深 刻 化 は企 業 生存 率 低 下 を もた らす 要 因で あ
る。 不 効 率企 業 が淘 汰 され る こ とで、企 業 の新 陳 代謝 が促進 され 、産 業構 造 が高度 化 す る
こ とが考 え られ る一 方 、生 存 率 に 関す る検 討 も必 要 とな る。 企業 が な くな る とい うこ とは
倒産 と廃 業 の共 通 点だ と考 え られ る。 両者 関係 は表3-1の よ うに ま とめ られ る。
こ こで は 、倒 産 を廃 業 の一 つ の形 態 と して 考 え る。 廃 業 には、倒 産 と事 業 終 了型廃 業 の
二 つ の形 態 が存 在す る。 統 計 デ ー タか ら考 え る と、 そ の大 きな違 い は負債 額 の有無 多 寡 に
あ る。 倒 産 の場 合 、負債 額 が大 きい とい う特徴 を持 ち 、銀 行 停止 処 分 を受 け、裁 判所 に手
続 きを 出 し、清 算 を 申立す るか再 生 され るか 、 とい うとこ ろに特徴 が あ る。 事業 終 了型 廃
業 の場 合 、負 債 額 が ない あ るい は負 債額 が あっ て も少 ない とい う特徴 が あ り、 税 務 署 ・税
務 事務 所 に届 け を出 さな い とい け ない 。 要 因 につ いて 見 る と、倒 産 で は販 売 不振 ・放 漫 経
営 ・他 社倒 産 の余波 ・資金 不 足 ・既往 の シ ワ寄せ な どが大 きな要 因 とな り、 事業 終 了型 廃
業 で は、後継 者 が い ない 、経 営者 の死 亡 、将 来 の 見通 しが立 た ない 、変化 に対応 で きない 、
新 事業 展 開 に よ る業 種 転換 の廃 業 な どが挙 げ られ る。
倒 産 件数 増 加 、廃 業 率 の上 昇 は企 業 の生 存 率低 下 を もた らす 。 新 陳代 謝 が経 済 の活 性化
53http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/h13/html/13322100.htmo
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で あ る と考 え る反 面、倒 産 に よる負 債額 の増加 、廃 業 に よ る雇 用 喪失 の深 刻 化 を分 析 す る
ため に も生存 率 問題 の研 究 は重 要 で あ る。
表3-1廃 業 と倒 産 の 関係
廃業
形態 倒産 事業終了型廃業









特徴 銀行停 止処分 ・裁 判所 に手続 き 税務 署 ・税務事務 所に届 けを出す
処置 清算 を申立てす る 再生手続 き 事業終了 新設手続き
要因
販売 不振 ・放漫経 営 ・他社倒 産の余
波 ・資金 不足 ・既往 の シワ寄せ な ど




注:東 京 商 工 リサ ー チ ホ ー ム ペ ー ジ 、帝 国 デ ー タバ ン クホ ー ムペ ー ジ を も とに 、 筆者 作 成 。 帝 国 デ ー タ
バ ン ク の調 査 結 果 に よ る と、2009年度 の休 廃 業 ・解 散 等 の 件 数 は2万7191件 、4年 ぶ りに 前 年 度 を
下 回 っ た もの の 、2009年度 の倒 産 件 数1万2866件 に 比 べ 、約2.1倍 に あ る。 な お 、 「休 廃 業 ・解 散
動 向」に 関す る調 査 は今 回 が 初 め て。http://www.tdb.co.jp/report/watching/press/p100501.html。
第2節 日本における生存率に関する先行研究
企 業 の 生 存 問 題 に つ い て 欧 米 で は 実 証 研 究 が 数 多 く存 在 して い る(Gavron,Cowling,
HolthamandWestall(1998)参照)。 こ こ で は 、 日本 で の 先 行 研 究 だ け を サ ー ベ イ す る 。
詳 細 は 著 者 作 成 の 表3-2を 参 照 。
橘 木 ・森 川(1997)(1998)は 、 『工 業 統 計 調 査 』 製 造 業 の マ イ ク1コデ ー タ を利 用 した
日本 に お け る参 入 ・退 出 、 雇 用 変 動 、 賃 金 変 動 に つ い て の 分 析 で あ る。
西 村 ・中 島 ・清 田(2003)は 、 経 済 産 業 省 経 済 産 業 政 策 局 調 査 統 計 部 『企 業 活 動 基 本 調
査 報 告 書 』 を 利 用 し、 企 業 の 生 産 性 を 参 入 ・退 出 とい う視 点 か らの 分 析 で あ る 。
村 上 ・鈴 木 ・本 田(2005)は 、 国 民 生 活 金 融 公 庫 総 合 研 究 所 の 「新 規 開 業 企 業 を 対 象 と
した パ ネ ル 調 査 」の デ ー タ を 利 用 し、存 続 ・廃 業 状 況 と相 関 す る 要 因 を 探 っ た 研 究 で あ る。
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本 庄 ・安 田(2005)は、企 業 の退 出に焦 点 をあ て、事 業 の撤 退 と継 続 につ いて の 中小製
造 業 の代 表 的集 積地(大 田区、東 大 阪 市)の 比較 に よる考 察 で あ る。 橘 木 ・安 田(2006)
は、 「小 規模 企 業経 営者 の 引退 に 関す る実 態調 査 」 の個 票 デ ー タ を利 用 し、小 規模 企 業 の
退 出 の実 態 を 明 らか に して い る。
江 島(2006a)は、創 造 法54によって 政府 が認 定 した 中小企 業 を対象 に した調 査 デ ー タ を
利用 し、創 造 的 かつ 革 新 的 な 中小 企 業 の生 存 実態 につ いて研 究 を して い る。 江 島(2006b)
は 中小 企 業 にお ける戦 略経 営 が 生存 に与 え る影 響 を国 内外 の先 行研 究 と比較 しな が ら、 生
存 要 因 を考察 した。
以 上 の先行 研 究 は、 オ リジナル なデ ー タ に よ り、 企業 の退 出実 態 お よび 特徴 、影 響 す る
要 因 な どを細 か く分 析 して い る。 しか し、 開業後 事 業所 の生 存率 に関す る分析 は少 ない 。
本稿 で は、中小 企 業庁 の以 下 の先行 研 究 を踏 ま え、中小企 業 庁 分析 結 果デ ー タ55を利 用 し、
開業後 製 造業 事 業所 の生存 状 況 を分 析 す る。
中小 企 業庁(1999)56は、1985-1990年製 造 業 開業 時期 別 規模 別 生 存 率 を考察 し、規 模 が
小 さい事 業所 ほ ど生存 率 が低 く、事 業 所年 齢 が若 い ほ ど廃 業 率 が高 い と指摘 して い る。 開
業後 平 均 従業 員 の推 移 を見 る と、厳 しい 開業初 期 を乗 り越 えた事 業所 は既 存 事 業所 よ り高
い従 業 者成 長 率 を示 して い る。付 加 価値 で見 て も同様 で あ る こ とを示 してい る。
中小 企 業庁(2002)57は、1987-1999年に 開業 した製造 業 事 業所 の経 過 年数 別 退 出 率 を示
して い る。1年 目の危 機 を乗 り越 え る と、2年 目、3年 目の退 出率 は次第 に低 下 し、4年 目
以 降 は ほぼ安 定 す る結 果 を示 し、生 存 率 が低 い要 因 も解 釈 してい る。1年 目の高 い 退 出率
は、企 業 が 開業 した年 の経 済 状況 に左右 され る もので は ない。 開業1年 目の退 出率 とそ の
時 点 の景 気動 向(実質GDP成長 率)を対 比す る と、 両者 の 間 には 明確 な 関係 は観 察 で き な か
った。 新 規 開業 企 業 の過小 規模 性 が指 摘 され て い る。す な わ ち、新 規 開業 事業 所 は既 存 事
業所 と比 較す る と、い ずれ の業種 にお い て も最 小 最適 規 模 以 下 の割 合 が 高 い、 つ ま り過 小
規模 で参 入 してい る こ とで あ る。 こ うした規模 で の参入 は規模 の経 済性 の面 で不利 な状 況
にお かれ 、 そ の分 、他 の条 件 が等 しけれ ば、存 続 困難 とな る可能性 が高 い と考 え られ る と
指摘 して い る。
541995年に実 施 され た 「中 小 企 業 の創 造 的 事 業 活 動 の 促 進 に 関す る臨 時 措 置 法 」 で あ る。
55脚 注51を 参 照 。
56中 小 企 業 白書(1999)、第1部 第6章 第4節 。
57中 小 企 業 白書(2002)、第2部 第1章 第3節 。
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表3-2企 業 の生存 率 に関す る先行 研 究
特徴 結果
橘 木 ・森 川
(1997)
『工業統計調査』製造 業のマイ クロ
デー タを利用 し、業種別 の分析 とと
もに、事業所 規模別 、男女別 、都道
府県別 も分析 した。
製 造業 の粗参 入率 ・粗退 出率、開業率 ・廃業率
は純参入率 よ りず っと大 きい。 これ は全製造業
で見て も、業種別で見 て も妥 当す る1)。多 くの
業種で参入(あ るい は開業)と 退 出(あ るい は
廃 業)が 同時に生 じている とい える。製 造業 と
非製造業 を比較す ると、製 造業の 開業 率が低 い
(廃業率 は同程度)。新規 開業事業所 、廃 業事業
所 は、存続 事業所 と比較 して小規模 であ り、製
品の多角化度 、生産性 が低 い傾 向があ る。
橘 木 ・森 川
(1998)
デー タは橘木 ・森川(1997)に同 じ。
①雇用創 出 ・雇 用喪失 に影 響 を及 ぼ
す事 業所特性 ・産 業特性 を分析 し
た。②廃業 の影 響 を明示 的に考慮 に
入れ て分析 を行 った。③雇用調整 と
賃金調整 の 同時決 定を考慮 した。
① 大規模 工場 ほ ど、既存(古 い)工 場 ほ ど、多
角化 した 工場 ほ ど、平均 賃金水準 の高い工場 ほ
ど存続確率 が高い。②雇 用変動 の出荷 額変動 に
対す る弾性値 は小 さい。 高賃金の工場 ほ ど、男
子従業者比 率の高い工場 ほ ど、雇用 喪失が小 さ
い傾 向がある。
西 村 ・ 中
島 ・清 田
(2003)
企業 の生産性 を参 入・退 出 とい う視
点 か ら分析 し、デー タは経済産業省
経済産 業政策局調 査統計部 によっ
て整備 されて いる『企 業活動基本調
査報告 書』の個票デー タベース であ
り、分析 の期 間は1994年度か ら
1998年度 であ る。
1996年以降、非効 率な企業 が存続 し、効 率的 な
企 業が撤退す るとい う奇妙 な現象 、いわば 「市
場 の 自然淘汰機 能の崩壊 」が起 こってい るこ と
が明 らかになった。 また、 この現象 は、特 に参
入 直後 の若 い企業 に生 じてお り、さらに96年 以
降のマ クロ レベルの生産性 の落 ち込 みに影響 を





規 開業 企業 を対 象 としたパネ ル調
査」のデ ー タを利用 し、プ ロビ ッ ト
分析2)を 行 い、存続 ・廃 業状況 と
相 関す る要因 を探 った。
①開業 時の従業者規模 で見て も、開業費用 で
見て も、小規模 な企業 、若 い開業者 の廃 業確率
が高い こ とであ る。③ 自己資金額 が多い企業 の
廃 業確率 が低 い一方 、 自己資金割合 と存続 ・廃
業状況 との相 関が見 られ ない ことであ る。
本庄 ・ 安 田 企業 の退出 に焦 点をあて、代表的 な 収益性 の高い企業や特有 の技術 をもっ企 業 ほ ど
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(2005)中小製 造業企業 の集 積地で ある大
田区(東 京都)と 東 大阪市(大 阪府)
を対象 に、どの よ うな企 業お よび経
営者 が事業の撤退 あ るい は継続 を
望む かにっい て明 らか にした。
事業の継続 を望み、逆 に、収益性 の低 い企業や
特有の技術 を もた ない企 業ほ ど事業 の撤 退 を望
む ことが明 らかに され た。 個人事業 の企 業や小
規模 企業 ほ ど事業の撤退 を望む こ とが示 され
た。大 田区 と東大阪市 を比較 した場合 、大 田区
の企業 のほ うが事業 の撤 退を望む傾 向が示 され
た。
橘 木 ・安 田
(2006)
「小規模 企 業経 営者 の 引退 に関す
る実態 調査 」 の個票 デー タを利用
し、小規模企 業の退 出の実態 を分析
した。
① 小規模 企業 は経済状 況 の悪 化 を直 接 の理 由 と
す る退 出(経 済的退 出)以 外 に も、高齢化 や健
康 問題 があ る。 ②相対 的 に若 い場合 、男性 の場
合 、金 融機 関か らの借 入が あ る場合 、売 上が減
少 してい る場合 な どに経済 的退 出が生 じてい る
傾 向 が強い③経 済的退 出 の場 合の ほ うが 再就労
す る比 率が高 い こ とも指摘 された。 退 出研 究 に
おい て、経済 的退 出 と非経 済的退 出の両者 を 区
別 して分析す ることの重 要性 を指摘。
江 島
(2006a)
創 造法 に よっ て政府 が認 定 した全
国に立 地す る創 造 的な 中小企 業 を
対象 に した調査 データ を利用 した。
単な る中小製 造業 ではな く、成長 可能性 を秘 め
た 中小 企業 であ る点 な らび に臨時措 置法 に基づ
いて認 定 した 中小企業 で ある点 に特 徴が あ る。
以上 の点 に着 目して分 析 した。主 な研 究貢 献は
日本 の創 造的 な中小企 業 の生存率 に関す る発見
事実 の提示 と詳 細 な国内外 の先行研 究 レ ビュー
に基づ く生存 率の比較 であ る。
江 島
(2006b)
経 済社 会的 重要性 の高 い創造 的 な
中小企 業 が環境 変化 に対 して どの
よ うな戦 略的経営3)を 選択 して生
存 に影 響 を与 えて い るのか を焦 点
に分析 した。
企 業生 存要 因を大 き く以下 の六つ の点①企 業属
性 「企 業規模 と企 業年齢」、②創 業者の属性(年
齢 、性別 、学歴 、経験 、動機 、技術 力 な どの経
営能力 の蓄積)、③戦略 、マネ ジメ ン ト、④事業
環境 、マ クロ経済(市 場 の成 長性や 規模 、競合
状況)、⑤ネ ッ トワー ク、コア能力 「内部資源(技
術 力 と革新性)、外 部資源(経 営資源 の獲得)」、
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⑥ 財務基盤(自 己資金や融資 の水 準)、立地(産
業集 積)。
中小企業庁1985-1990年製 造 業 開業 時期 別規 規模 が小 さい 事業所 ほ ど生存 率が低 く、事 業所
(1999)模 別 生存率 を考 察 した。 年 齢が若 いほ ど廃業率 が高い と指摘 してい る。
中 小 企 業 庁
(2002)
中小企 業庁(2002)では、1987-1999
年 に 開業 した製 造業 事業 所 の経過
年数別 退出率 を示 してい る。
1年 目の危機 を乗 り越 える と、2年 目、3年 目以
降の退 出率 は次第 に低 下 し、4年目以 降はほぼ安
定 して くる傾 向が示 され てい る。1年目の高い退
出率 は、企業 が開業 した年 の経済状 況 に左 右 さ
れ るものではない。 開業1年 目の退 出率 とそ の
時点の景気動 向(実質GDP成長率)を対比す る と、
両者 の間 には明確 な関係 は観 察で きな かった。
考 え られ る要 因 と して、①経 営者 の経験 不足、
知識 ・ノ ウハ ウの欠如 、②過 小規模 性 、③ 従業
者 規模 な どが挙げ られ てい る。
中 小 企 業 庁
(2006)
製造 業事業所 の開業後経過年数(年
齢)ご とに、前年 に生 き残 った者(退
出 しなかった者)を100%と して、
次年 に退 出 した者 の割合 を計 算 し
た。
経 営組織 の違 いや 開業 後 の経 過年数 の長短 にか
かわ らず、事 業所生存 率が低 下傾 向に ある。バ
ブル崩壊後継 続的 に生存 率が低下 してきた。
1).総務省 『事業所 ・企業統計調 査』 では、前回調査 時点で、該 当事業所が存在 して な く、今 回調査
では存在 している場合、新規 開業扱 い され 、逆 の場合、廃業事業 所に入 る。橘木 ・森川(1999)で
は、通産省 の 『工業統計調査 』の個表 デー タを利用 してい る。
粗参 入(新 規事 業所)=新 規 事業所+他 産業か ら転換 した事業所。
粗退 出(消 滅 した事業所)=廃 業 した事 業所+他 産業 に転換 した事業所。
2).被説 明変数 が連続 変数 ではな く、0か1し か取 らない変数 、例 えば、既婚女性 が就業す るか しない
か、大学 に進 学す るか しないか 、に対 して は2項 選択 モデルが プロ ビッ ト(Probit)モデル で ある。
3).「型 を破 らない保守 タイ プ」、「成 熟 ・成長志 向タイプ」、「家族 結束 ・効率重視 タイ プ」 の生存率 は
高 く、「若年 ・意 欲突 出タイプ」、 「楽観 的な積極経 営タイプ」 の生存率 は低 かっ た。
企 業 が開業 後 、 どんな 生存 状 況 に あ るのか 、 どんな特 徴 を持 って い る のか。 中小企 業 庁
で は 、『工業 統 計表 』 の再 編加 工58によ り、 開業後 製 造 業 事業 所 の生 存 率 を考 察 してい る。
中小企 業 庁(2006)59では 、1984-2002年に 開業 した事 業所 の開業 後10年 ま で のそ れ ぞれ
前年 か らの生 存 率 を計 算 し、結果 を分析 して い る。 前年 に生 き残 っ た事 業所(退 出 しな か
58脚 注51を 参 照 。
59中 小 企 業 庁(2002)、第1部 第2章 第2節 。
43
った事 業 所)を 分母 と して 、次年 に退 出 した 事業 所 の割 合 を計 算 してい る。 開業 直後 の 生
存 率 が低 く、年 数 を重 ね るに した が って次 第 に生 存 率 が安 定 して い く。 会社 の生存 率 は3
～4年 、個 人企 業 が5～7年 で安 定す る と分 析 し、開業後 生 存年 数 が 長 けれ ば 、企 業 が倒 産
しに くい こ とを意 味 して い る。 しか し、 開業年 か らの生 存 率 を見 る と、 相 当 のば らつ きが
あ る。
以 上 の ご と く、先 行研 究 はい ろい ろな分 析 方法 で 企業 の生存 研 究 を行 ってい るが 、企 業
の退 出 につ い て、デ ー タの入 手 可能 性 の 問題 もあ り、必 ず しも十 分 に検 証 され て こなか っ
た。 企 業 の 開業 年 か らの生 存 状況 は どん な特徴 を持 っ てい るのか 、第3節 で は 、 中小企 業
庁(2006)の先 行研 究 の結 果 デ ー タ を再計 算 し、そ の実 態 を明 らか にす る。
第3節 開業 後 企業 の生存 率
3.1中 小 企 業庁 の研 究 結 果
開業 後企 業 の生存 率 は どの よ うに変化 して きた のか。 こ こで は、 中小 企 業庁(2006)は
図3-2のよ うに考察 して い る。図3-2は製 造 業 開業 後10年 まで の事 業所 につ い て、それ ぞ
れ 前年 か らの平 均 生存 率 を示 す グラ フで あ る。 これ を見 る と、 開業 した直 後 の事 業所 は生
存 率 が低 く、そ の後 年 数 を重 ね る に した が って次 第 に生 存 率 が安 定 して い く様 子 が示 され















































資 料:中 小 企 業 庁(2006)、 第1-2-21図か ら抽 出 作 成 。
注:1.前 年 の 事 業 所 数 を100と して 、 次 年 に存 続 して い る 事 業 所 の割 合 を示 した もの 。
2.デ ー タは 従 業 者4人 以 上 の 製 造 業 事 業 所 に 限定 され て い る。
個 人 事 業所 は会社 に比べ 生 存 率 が低 く、安 定 に要 す る期 間 も長 い こ とが分 か る。 会社 事
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業所 の生 存率 は3～4年 で安 定 し、 かつ安 定 した後 の 生存 率 は前 年 比92%程 度 の水 準 を保
つ様 子 が 見 られ る。 一 方 で 、個人 事 業所 では創 業 直 後 の生 存 率が 会社 事 業所 に比べ かな り
低 く、また 生存 率 の安 定 ま で に5～7年 と会 社 事 業所 よ りも長 い期 間 を要 し、かつ 安 定後 の
生存 率 も前年 比80%台 後 半 と、会 社 事 業所 よ り恒 常 的 に低 い こ とが分 か る。
この よ うに 、開 業後 間 もない企 業 は、企 業経 営 を行 う上 で必 要 な 、資 金 管理 、人 材 ・労
務 管理 、 技術 ・製 品、 市場 へ の ア プ ロー チ等種 々 の知識 や ノ ウハ ウが乏 しい た め、生 存 率
が低 くな る と考 え られ る。ま た、規模 の面 か ら見 て も、開業 企業 の大 半 は最小 最 適 規模6°を
下 回 って い る ので は ない か と思 われ る61。
3.2中小 企 業研 究 成果 デ ー タ を利 用 した再 計 算結 果
以 上 で見 た よ うに 、 中小 企 業 庁(2006)は経 済産 業 省 『工 業統 計 表 』 再 編加 工 に よ り、
事 業所 の開業 後 経過 年 毎 に 、前年 の事 業所 数 を100と して、 次年 に存在 して い る事 業所 の
割合 を考 察 した。 この項 で は 、 中小企 業 庁 の研 究成 果 デ ー タを再 計 算 し62、開業年 事業 所
数 を100とし、全事 業 所べ 一 ス 、会 社 べ一 ス 、個 人 事業 所 べ 一 ス に分 け 、経年 毎 に開業 後
事 業所 の実 際残 存 率 を明 らか にす る。 開業 年製 造 業企 業 数 を100と して 、各べ 一 ス の 開業
年 か らの実 際生 存 率 を見 る と、 それ ぞ れ前 年 か らの平 均生 存 率 の よ うな安 定 した様 子 は見
られ ない(図3-3)。 各 べ 一 スで 見 て も、生 存 率 が全 体 的 に低 下傾 向 に あ る こ とが分 か る。
大 きな特徴 と して 、3年 後 の生 存 率 が高 けれ ば 高い ほ ど、10年後 の生存 率 も高い 。 とい う
のは 、 開業 問 もな い企 業 の経 営者 に とっ て は、 ビジネ スモ デル に関す るア イデ アや 、実行
に移 す た め の知識 、経 営管 理 上 の ノ ウハ ウ とい った 情報 を、 限 られ たネ ッ トワー クや ソー
スの 中で どの よ うに入 手す るか が重 要 な 問題 で あ る。 企 業経 営 を行 う上 で必 要 な 、資 金 管
理 、人 材 ・労務 管理 、 技術 ・製 品、 市 場へ の ア プ ロー チ等種 々 の知識 や ノ ウハ ウが 充 実 さ
れ る時期 とい え る。 企 業 の経 営 に 当た っ て必 要 な3要 素 と して 、"ヒ ト(組 織 機 能)"、
"モノ(流 通 ・生産 機 能)" 、"カ ネ(金 融機 能)"の3つ が しば しば指 摘 され るが 、 こ
れ らは別 個 に独 立 した要 因 で はな く、 それ ぞ れ が相 互 に影 響 を及 ぼす 関係 に あ る。 これ ら
の経 営 要 素 の相 互補 完 が 開業 間 もない 企業 の生存 率 の 向上 につ なが る。 中小企 業 支援 策 も
重 要 な役割 を果 た して い る。 政策 効 果 につ い て は後 の節 で検 討 す る。
60最 小 最 適 規 模 は 「平 均 生 産 費 用(=生 産 費 用/生 産 量)を 最 小 にす るた め に必 要 な 最 小 の 生 産 規 模
と定義 され る。
61中 小 企 業 庁(2006)、p.38。
62計 算 方 法 は 図3-3の 注 を参 照 され た い。
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図3-3製 造業開業後事業所の生存率(開 業年からの生存率)
デ ー タ 出 所:中 小 企 業 庁(2006)、 第1-2-21図 の デ ー タ を再 計 算 し、 筆 者 が 作 成 、 利 用 デ ー タ に つ
い て は脚 注51を 参 照 。
注:開 業 年 製 造 業企 業 数 を100と して 、各 べ 一 ス の 開 業 年 か らの 実 際 生 存 率 を 表 して い る。
中 小 企 業 庁(2006)で は 、 開 業 後 製 造 業 事 業 所 の 前 年 か らの 生 存 率 を分 母 と し、 計 算 され て い る
が 、 こ こで は 、開 業 年 製 造 業 企 業 数 を100と し、 各 べ 一 ス の 開 業 年 か らの 実 際 生 存 率 に 求 め 直 し
た。
計 算 方 法:① 各 年 の 生 存 率 は 百 分 比 とな っ て い る の で 、全 体 的 に100で 割 り小 数 点 デ ー タ にす る。
② 小 数 点 デ ー タ を掛 け算 す る。 例 、1984年開 業 した 事 業 所3年 後 の 生存 率=1年 目の 生 存 率 ×2
年 目の 生 存 率 ×3年 目の 生 存 率 ×100、1984年開 業 した事 業 所4年 後 の 生 存 率=1年 の 生 存 率 ×2
年 の 生 存 率 ×3年 の 生 存 率 ×4年 の 生存 率 ×100。
計 算 結 果 は付 表3-1を 参 照 。
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各 べ 一 ス の3年 後 生 存 率 を 見 て み る と 、2000年に 開 業 し た 事 業 所 の3年 後 生 存 率 が 一 番
低 く 、全 事 業 所 べ 一 ス 約40%、 会 社 べ 一 ス50%以 下 、個 人 事 業 所 べ 一 ス30%以 下 で あ る 。 全
体 を 見 る と 、3年 後 の 生 存 率 は 、 全 事 業 所 べ 一 ス約40%～70%、会 社 べ 一 ス約50%～80%、個
人 事 業 所 べ 一 ス 約30%～55%であ る。個 人 事 業 所 ベ ー ス の 開 業3年 後 の 生 存 率 は 、会 社 べ 一
ス と大 き く離 れ て い る。 さ ら に 、 個 人 事 業 所 の3年 後 生 存 率 と4年 後 生 存 率 の 間 、4年 後
生 存 率 と5年 後 生 存 率 の 間 に は 大 き な 乖 離 が 見 られ る。 開 業 後5年 を経 過 して か らの 個 人
事 業 所 は 生 き て い く比 率 が 高 い 傾 向 に あ る が 、 開 業 後3年 を 経 っ て も 、4、5年 目 を 迎 え る
こ と が か な り難 しい こ と が 読 み 取 れ る(図3-3個 人 事 業 所 べ 一 ス)。 さ ら に 、図3-4は 開 業
年 企 業 数100と して 、1984年～2000年 に 開 業 し た 企 業 の 各 ベ ー ス の そ れ ぞ れ3年 後 ～10
年 後 の 平 均 生 存 率 を 示 して い る。 以 上 に 述 べ た 結 果 と 同 じ傾 向 が 見 られ る と と も に 、 こ こ
で は 開 業 後 製 造 業 事 業 所10年 後 の 生 存 率 の 変 化 が も っ と は っ き り表 され 、全 事 業 所 べ 一 ス
26.1%、会 社 ベ ー ス35.9%、個 人 事 業 所11.6%の非 常 に 低 い 残 存 率 で あ る。 創 業 後 の淘 汰 が
非 常 に 厳 しい 状 況 に あ る こ とが うか が わ れ る63。
図3-41984年 ～2000年 に 開 業 し た 企 業3年 後 ～10年 後 の 平 均 生 存 率
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資 料:図3-3と 同 じ 。
10年 後 の 生 存 率 が 一 番 高 い の は1986年 に 開 業 した 製 造 業 事 業 所 で あ る。 全 事 業 所 ベ ー
ス の 生 存 率 は40.9%、会 社 べ 一 ス は54.4%、個 人 事 業 所 べ 一 ス は19.3%であ り、会 社 べ 一 ス
の 生 存 率 が 高 い 傾 向 に あ る。開 業 年 の 個 人 事 業 所 を100と す る と 、個 人 事 業 所 は10年 後 の
時 点 で は19事 業 所 し か 残 っ て い な い 。個 人 事 業 所 生 存 率 は 極 め て 低 い 。 こ の傾 向 は 各 開 業
年 で も強 く示 され 、 他 の 開 業 年 生 存 率 は も っ と低 い 。 全 事 業 所 べ 一 ス の10年 後 生 存 率 は
20%～40%、会 社 べ 一 ス で は30%～50%、個 人 事 業 所 で は10%～20%にあ る こ とが 分 か る。個 人
63中小企 業庁作成 のパ ネルデー タの分析結果 を加 工す る ことに よってその特徴 を見 よ うとす る試 みで
ある。
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事 業所 生 存率 が低 い こ とは全 体廃 業 率増 加 の 大 き な要 因 とな って い る と考 え られ る。
会社 には 、株 式会 社 、有 限会社 、合名 会 社 、合 資 会社 な どの形 態 が あ るが 、資 金 を集 め
やす い、 広 い人 脈 、信 用度 が高 い、 な どの利 点 が あ る。 企 業経 営 に必 要 な3要 素 の機 能 を
うま く働 かせ る こ とが、事 業 展 開 に も企 業 生存 に も重要 な役 割 を果 た して い る と考 え られ
る。 そ の反 面 、 個人 事 業所 では 、担保 が弱 い 、信 用度 が低 い 、 な どの原 因 で、 そ の機 能 が
うま く働 い てい な い こ とが生 存 率低 下 の要 因 だ と考 え られ る。
生存 率 が全 体 的 に低 下す る傾 向 に あ る こ とは 、新 陳代 謝 と考 え られ る反 面 、そ の低 下 し
て い る程 度 は新 陳代 謝 だ け では解 釈 で き ない。 倒 産 多発 の要 因 の一 つ と して 見逃 して な ら
ない の は、 日本 にお け る需要 ・供 給 面 で の構 造 変化 で あ る。一般 に,倒産 は資金 繰 りの破 綻
に よって 顕在 化 す る が、1985年 に倒 産 した企業 は ほ とん どの場 合 、需 要 構 造 の変化 な ど
環境 変 化 へ の対応 の失 敗 が背 景 にみ られ る。 中小 企 業庁 は三 つ の原 因 に分 けて分 析 してい
る。第1原 因(遠因)は環境 変 化 要 因 と資金 管 理 な ど企 業 内要 因 を 、第2原 因(経営 計 画 の失
敗)は第1原 因 に対す る対応 策 の失 敗 を、第3原 因(直因)は倒 産 に至 った直 接 の原 因 をい う。
た とえ ば、景 気 変動 、需 要構 造 の変 化 等 の環境 変 化 か ら売 上 げ ・受 注 が減少 し、収 益力 が
低 下す る(遠因の発 生)。企 業 は収益 力 の 向上 の た め何 らかの 対応 策 を とる。そ して,そ の対
応策 が功 を奏 し収益 力 が 回復 す る のが 通例 で あ るが 、 対応 策 が結 果 的 に失 敗 し、傷 口を広
げ る場 合 もあ る(経営計 画 の失 敗)。そ の た め金融 収 支 が さ らに悪 化 し,債権 の発 生 等(直 因
の発 生)に よ り完全 に資 金繰 りが行 き詰 ま り、倒 産 に至 るので あ る。 したが っ て,遠因 が発
生 の とき、 い か に適 切 な対応 策 を と り うるか が企 業存 続 の鍵 に な るの で あ る64。生存 率 が
低 い大 きな要 因 とな って い る。
3.3創 業 支援 策 お よび 産 業構 造 に よる考 察
生存 率 が 高い の は1986年と1989年に開業 した事 業所 で あ る。 開業年 に よる生 存 率 の差
は何 に よ るの だ ろ うか。 そ の手 が か りを得 るた め、 ここで は 、 中小企 業創 業支 援政 策 を 中
心 に考 察 す る。1986年には、 「特例 地 域 中小 企業 対 策 臨 時措 置法 案 」 が実 施 され た。 そ の
要 旨は、 内外 の経 済的 事情 の著 しい 変化 に よ り大 きな影 響 を受 けて い る業種 に属す る事 業
所 の事 業活 動 が、地 域 経済 にお い て相 当程 度 の ウエ イ トを もつた め 、そ の 地域 の相 当数 の
中小 企 業者 の事 業活 動 に著 しい支 障 が 生 じて い る こ とが認 め られ る。地 域 を特定 地 域 と し
て 政 令 で 指 定 す る特 定 地 域 の 中小 企 業 者 で あ っ てそ の事 業 活 動 に支 障 を生 じてい る も の
64中 小 企 業 庁(1985)、 第1章 第3節 。
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(特定 中小企 業 者)等 は 、新 商 品 の開発 等 新 分野 へ の進 出 に関す る事 業 な どの必 要 な措 置
に関す る計画 を作成 し、都 道 府 県知 事 の承 認 を受 け る こ とが で き る。そ して 、「中小 企業 信
用保 険法及 び 特 定 中小 企業 者 事 業転 換 対策 等 臨 時措 置 法」 の一部 が改正 され た。 貿 易事 情
の急 激 な変化 に伴 う内外 の経 済 的事 情 の著 しい変 化 等 に よって 、経 営 の安 定 に支 障 を生 じ
て い る 中小企 業者 の事 業資 金 の融 通 を 円滑 にす るた め 、 中小企 業信 用 補 完制 度 の拡 充 を図
ろ うとす る もので あつ て 、そ の 主 な 内容 は次 の とお りで あ る。 ① 中小企 業 信用 保 険 法 に基
づ く倒 産 関連 保 証 につ い て 、そ の無 担保 保 険 の付 保 限度 額 の別 枠 を臨時 に一千 万 円増 額 し
て 二 千万 円 とす る。 ② 特 定 中小企 業 者 事業 転換 対 策 等 臨時 措 置法 に基 づ く国 際経 済 関連保
証 につ いて 、 そ の無 担 保保 険 の付 保 限度 額 の別枠 を一 千 万 円増 額 して 二千 万 円 とす る65。
この支 援 策 の下 に、 プ ラザ合 意 と円高 に よ る内需 拡 大へ の 事 業転 換 は多 くの 中小企 業 に成
長す るチ ャン ス を与 えた。1986年に 開業 した 中小 企 業 は これ を き っか け に大 き な収益 を も
た ら し、 それ か らの事 業展 開 に強い 資金 基盤 を形 成 してい る こ とが考 え られ る。 しか し、
円高 に よ る国 内生産 性 の 向上 は 限界 に達 し、バ ブル崩 壊 に伴 う廃 業 と倒 産 が増 え、生 存 率
の低 下 を もた ら した。
1986年に次 い で1989年に創 業 され た 事業 所 の生 存 率 も高 い。こ こで は1989年の開業 支
援策 を検討 してみ る。1989年5月 に(財)全 国 中小企 業 情 報化 促進 セ ン ター が設 立 され 、
中小 企 業 の情 報 化推 進機 関 と して、 中小企 業庁 支 援 の も とに当時 の各 都 道府 県 等 に設 置 さ
れ て いた(現 在 の都 道 府 県 中小 企業 支援 セ ン ター)。都道 府 県 の 中小 企業 支 援 セ ン ター にお
け る情 報化 支 援 や経 営 革新 支 援 、相 談 ・助 言等 の各種 事 業 が 中小 企業 に対 して 円滑 に実施
で きるた め の事 業 が あ る。 無 料 のセ ミナ ー を開催 す る こ とに よ り、 中小 企 業 の情報 化 促 進
を側 面か ら支 援 す る役 割 を果 た してい る。 同年6月 に特定 新 規事 業 実施 円滑化 臨時措 置 法
(略称:新 規 事 業法)が 実施 され た。 画期 的 な技 術 や ノ ウハ ウ、ア イデ ア を持 っ企 業等 が
商 業ベ ー ス で の商 品 の生産 等 を開始 す るス ター トア ップ段 階 を支 援す る施策 で あ る。ベ ン
チ ャー企 業等 が 円滑 に資金 調 達 で き る よ う事 業 の リス ク を国 と民 間 で分 担 し、 分担 した リ
ス クに応 じて成 功 時 の リター ンを享 受 で き る仕 組 み や人 材確 保 のた めの ス トックオ プ シ ョ
ン を活 用 す る制 度 で あ る。「新 規 事業 」の認 定 の基 準 は 、① 社 会通 念 上 ま たは通 常 の取 引上
「新 しい 」 と認 め られ る商 品 を生産 した り、 サー ビス を提供 す る もので ある こ と。 又 は、
商 品 ・サ ー ビス には新 規性 はな い が、新 技 術 を利 用 して商 品 の生 産 ・販 売や サ ー ビスの 提
供 の方 式 を大 幅 に改善 す るもの で あ る こ と。 ② 実施 す る事 業 が通 商 産業 省 の所 掌 で あ る こ
65http://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/old_gaiyo/107/107210.htmo
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と。 ③ 生 産 ・販 売す る商 品や 提供 す るサー ビス が企 業活 動 や 国民 生活 を 向上 させ るの に役
立 っ こ と。 この支援 策 の 下 で、 内需 拡 大 の構 造転 換 をき っか け にチ ャンス をつ か み 、成 長
を遂 げた新 規 企 業 が多 か っ た と考 え られ る66。
次 に、生 存 率 の低 い 開業年1985年、1988年、1990年、1993年の背 景 を検 討 す る。1985
年 に 開業 した事 業所 は 円高不 況 に よ る構 造 転換 に うま く対応 で きな か った こ とが考 え られ
る。 日本 産業 構 造 は1970年まで の 工業化 の進 展 と、1970年以 降 のサ ー ビス経 済 化 、 さ ら
には1990年代 に一層 のサ ー ビス経 済 化 の進 展 、以上 の 三つ の大 き な転 換 が見 られ た。構 造
転換 に伴 う第 二 次産 業 の シ ェア の低 下 も開業後 製 造 業事 業所 の生 存率 の低 い要 因 と考 え ら
れ る。1988年に開 業 した事 業 所 が1990年(バ ブル 崩壊)で 三年 目を迎 え る。 国土 庁調 べ
に よる と、1988年東 京 圏住 宅 地 の対 前年 上 昇 率 が68.6%で地価 公 示 史上 最 高 を記録 した。
バ ブル 崩壊 に よ る企 業 の過 剰 投 資、 連 鎖倒 産 、株 暴 落 の波 に巻 き込 まれ た若 い 事 業所 が か
な り存 在 す る と考 え られ る。 そ して、 不況 中に 開業 した企 業 の生 存率 も景気 の影響 で低 か
った。1993年の 日本 経 済 は,企 業設 備 投資 の減少 と個人 消 費 の低 下 で景 気低 迷 が続 き,不
況 の影 響 が一 段 と深 刻 にな った。 前 半 に景 気底 入 れ の期 待 が 生 まれ たが,後 半 は急 激 な 円
高,冷 夏 ・長 雨,ゼ ネ コ ン汚 職 な どが 重 な り,景 気 浮揚 を め ざ して 史上 最 大規模 の総 合 経
済対 策 が決 定 され た が,景 気 回復 の兆 しが見 られ ない ま ま年 末 を迎 えた67。
開業 後製 造 業 事 業所 の 生存 率 が経 済 状況 に大 き く左 右 され る一 方 、 開業支 援 策 が行 わ れ
た年 の事 業所 生 存 率 が高 い傾 向 に あ る こ とも見 られ る。 新 規 開業 個人 製 造 業事 業所 よ りも
新規 開業 した会 社 の生 存 率 が高 い こ とは 、雇用 創 出な どを通 じて 日本 経 済 を活 性 化 させ る
役割 が会社 開業 に大 き く期 待 され る根拠 とな る。 そ の 半面 、 リス ク回避 な どが近年 個 人企
業新 規 開業減 少 の原 因の一 つ と言 え る。
3.4中 小 企業 庁 の 分析
中小 企 業庁(2002)では 、製 造業 事 業所 開業後 の生 存率 が 低 い要 因 を以 下 の よ うに分 析
して い る。 大 旨以 下 の よ うにま とめ られ る。① 開業 時 の従 業者 規模 が大 きい ほ ど、生 存割
合 も大 きい。 こ うした傾 向 は、 業種 、設 立 形態 な どの影 響 が 同時 に作 用 す る可 能性 を考 慮
して も変 わ らな い68。個 人製 造 業 よ り会 社 の 生 存率 が高 い こ とを解 釈 で き る。 ② 生存 可 能
性 と開業 規模 とが正 の関係 に あ り、 開業 時過 小規 模 が 高い 退 出率 の原 因で あ る。 そ の背 景
66鍋 島(1995)、p.75を 参 照 し た 。
67広 告 景 気 年 表 、http://www.dentsu.co.jp/books/ad_nenPyo/r1993・html。
68中 小 企 業 庁(2002)、 付 注2-1-6を 参 照 し た 。
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として、 十分 な資金 が手 当 てで き ない 、失 敗 時 の 「傷 口」 を広 げな い とい う意 味 で 開業 を
小規 模 で行 う誘 因 とな ってい るで あ ろ う。③ 国民金 融 公庫 総 合研 究 所 「2000年度 新 規 開業
実態 調 査 」のデ ー タ を考 察す る と、30代以 下で の 開業 を比 べ 、40歳以 上 の開 業 の収 益状 況
はか な り低 下 し、50歳 を超 え る と さ らに落 ち込 んで い る こ とが分 か る。 そ の理 由 と して 、
若 い世 代 は経 験 が少 ない こ とか ら創 造性 が大 き く、 柔軟 に行 動 で き るこ とで あ る。 あ るい
は、 高年齢 に な るほ ど、失 業 を契 機 とす るな ど積 極 的 で ない 理 由 に よ る開業 が影 響 してい
る可能 性 が あ る。④ 開業前 の職 業 で は、現 在 の事 業 に 関連 した仕 事 の経 験年 数 がパ フォ ー
マ ンス に好影 響 を与 え る。 ⑤ 大 卒以 上 の学 歴 を持 つ創 業 者 の方 が それ 以 外 の もの よ り黒 字
傾 向 の割合 がや や 高い。 これ は高 い教 育 が人 的 資本 の 蓄積 とな って い る こ とを意 味す る69。
本 論 文 で は 、開 業年 に よる生存 率 の差 が存在 す る こ とが確 認 で きた。 しか し、 開業 後企
業 の生 存 に影 響 す る要 因 は構 造変 化 、個 人 属性 、 開業規 模 、従 業者 属 性 、 生産 性 、景 気 変
動 、 開業 支援 策 な どが考 え られ る。 簡 単 に開 業年 に よ り生 存 率が 異 な る要 因 を解 釈 す る こ
とは難 しい。開業年 に よ る開業 率 だ けで は な く開業 企 業数 の違 い を考慮 す る必 要 もあ ろ う。
これ らは今 後 の課題 と したい 。
第4節 中小企業財務指標から中小企業の生存率を見る
第3節 で は 、開 業後 事 業所 の 生存 率 を見 て きた。 各べ 一 ス の低 い 生存 率 は経 済環 境 や構
造 変化 な どに よ る新 陳 代謝 とい う解 釈 で は不 十分 で あ る。 こ こで は 、 中小 企 業へ の貸 出が
どん な状 況 に あ るか、中小企 業財 務 を表 わす 指標 の借 入 金 比 率や 借入 金 残 高/キ ャ ッシ ュ フ
ロー倍 率 か ら考 察す る。
まず 、借 入 金 比 率 を見 る。 大企 業 の借 入 金 比率 は70年 代 には高 か っ たが 、1980年代 に
入 る と、 下 が る傾 向 に あ り、近年 来 低 下 を続 けてお り、2006年に は17%まで 下 が った。 大
企 業 の財務 削減 姿勢 が着実 に進 ん でい るこ とが読 み 取れ る。 逆 に、 中小 企 業 の借入 金 比 率
は1975年の 時点 で は31%であ り、ず っ と高 くな る一方 、信 用 保証 制 度 が導 入 され た1998
年 を ピー クに下 が り、2006年の時 点で は 、1975年と同 じ比 率 ま で低 下 してい る が、なお 高
い水 準 にあ る。1998年か らの急 落 を見 るだ け では 、中小 企 業財 務 が健 全 にな って い るか ど
うか の判 断 は で きない(図3-5)。
内 閣府 経済 社 会総 合研 究所(ESRI)は、 「負 債 比 率(借 入 金依 存 度)が 一 定水 準 を超 え
る と、企 業 の存 続 が著 しく困難 に な る」 と記述 して い る。 この視 点 か ら、 中小 企 業 の財 務
69中 小 企 業 庁(2002)、pp.68-69。
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構 造 は90年 代 以 降極 めて脆 弱 とな った と考 え られ る70。ど うして80年 代 以 降 か ら大企 業
と中小 企 業 との借入 金 比率 が急速 に違 っ て くるのか。 以 下 の理 由が考 え られ る。バ ブル崩
壊 後 、 中小企 業 が資 金 困難 状 態 に あ り、 ピンチ を乗 り越 え よ うと したた め、資 金需 要 が 増
えて い る。 逆 に、80年 代 ま で に成 長 して きた 大企 業 で は、 イ ンパ ク ト ・ロー ン71取り入 れ
な どを通 じて、直接 金 融化 が進 展 した と考 え られ る。90年代 に入 る と、大 企 業 の銀 行離 れ
や経 済 の低 成 長 に伴 う銀 行 融 資 を減 少 させ た 要 因 とな って い る。 した が って 、地 域 金融 機
関は もち ろん の こ と、 大手 行 におい て も、事 業者 向け貸 出 しにお け る中小企 業 向 け貸 出 し
の ウェー トは高 ま ら ざるを得 な か っ た と考 え る こ とが で き る72。










資 料:財 務 省 『法 人 企 業 統 計 年 報 』 に よ り 、 筆 者 作 成 。
注:1.借 入 金 比 率=長 期 ・短 期 借 入 金/総 資 産 。
2.資 本 金1億 未 満 の 企 業 が 中 小 企 業 、 資 本 金1億 以 上 の 企 業 が 大 企 業 で あ る 。
「バ ブル 」 の発 生 ・崩 壊 の直接 的 な影 響 とい う点 で は,中小 企 業 は大 企 業 に比べ て小 さ
い と され るが,この過 程 で 生 じた金 融 環境 の変化 は 中小 企 業 に大 きな影 響 を与 えた 。 「バ ブ
ル 」 の拡 大期 にお いて 、① 設 備 投資 等 の資 金 需要 の拡 大 、② 金利 低 下 、③ 大企 業 の 「銀 行
離れ 」 を背景 と した都 市銀 行 等 の 中小企 業 向 け貸 出の積 極化 、④ 地価 上昇 に よる 中小企 業
の担 保 能 力 の 向上等 を背景 に、 中小 企 業 は長 期借 入 を中心 に借 入 を拡 大 し都 市 銀行 等 へ の
依存 度 を高 め た。 そ の結果 、設備 資 金 等 の長 期資 金 を短 期 借入 や 企 業 間信 用 に依 存す る従
70竹 澤 ・松 浦 ・堀(2004)、pp.6～7。
71イ ンパ ク ト ・ロ ー ン と は使 用 の 目的 に制 限 の な い 外 貨 に よ る貸 付 の こ と を指 す 。 通 貨 の 種 類 に制 限
は な く、貸 し手 とな る銀 行 が調 達 す る こ との で き る通 貨 な らば 、そ の 通 貨 で も ロー ン の 対象 と な る。
ま た貸 付 金 額 、金 利 な どに つ い て も規 制 は 存 在 して い な い 。 返 済 当 日ま で正 確 に は 把 握 で き な い こ
とが あ る。 返 済 日の 為 替 相 場 に よ っ て決 ま るた め で あ る。 返 済 時 の 為 替 レー トに よ り為 替 差 益 と為
替 差 損 が 発 生 す る。
72中 小 企 業 庁(2003)、第2部 第3章 第2節 。
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来 見 られ た 中小 企業 の財 務 構 造 の不 安 定 さは 、 そ の意 味 で は減少 した。 他 方 、 中小 企業 に
借入 依 存 度 の上 昇 と大企 業 との 自己 資本 比 率 の格 差 の拡 大,及 び金 利 変 動 リス クの増 大 と
い う財 務 上 の 問題 を もた ら した。1989年以降 の金 融 引締 期 にお いて は,中小企 業 の金利 負
担 率等 は急速 に上昇 し,経常利 益 を圧 迫 した。 さ らに,景気 低 迷 に よ り企 業 業績 の格 差 が拡
大 した こ とに加 え,銀行 が量 的 拡 大 よ りも採 算性 や 信 用 リス ク面 に配 慮 した 経 営 姿勢 を明
確 に した。 財 務 内容 の不 十分 な企 業 を 中心 に資金 の量 的確保 が 困難 に な った り、追加 担 保
を要請 され た りす る場 合 も考 え られ る73。
次 に、 中小 企 業財 務 指標 の借入 金 残 高/キ ャ ッシ ュ ・フ ロー倍 率 か ら見 る(図3-6)。
安 定成 長期 に入 って 、80年 ま で 中小企 業 の借 入 金残 高/キ ャ ッシ ュ ・フ ロー倍 率 が大 企
業 よ り低 か っ たが 、80年代 以 降高 くな る傾 向 に あっ た。バ ブ ル期 には 一時 的 に低 下 したが 、
90年代 か ら再 び上 昇 し、1993年には75.3倍、過 去最 高 で あ る。1994年には低 下 した が、
1995年には再 び 上昇 した。そ の後 、1998年には倍 率 の 大 き な上昇 が 見 られ 、そ の あ とは低
下傾 向 にあ る。 減少 に転 じる もの の、2007年時 点 で42.5倍の 高い 水 準 に あ り、大企 業 と
大 き く離 れ てい る。














資 料:財 務 省 『法 人 企 業 統 計 年 報 』 に よ り、 筆 者 作成 。
注:1.借 入 金 残 高=短 期 借 入 金+長 期 借 入 金+社 債
2.キャ ッ シ ュ ・フ ロー=経 常利 益 ×0.5+原価 償 却 費









以 上 か ら見 る と、 中小企 業 へ の貸 出が適 切 で は ない とい うふ うに考 えて もよい で は ない
か。 借 入 金 の返 済 困難 に伴 う廃 業 の増加 は十 分 に考 え られ る。 倒 産 に よ る負 債 額 の発 生 は
この 点 に関連 す る と考 え られ る。
73中 小 企 業 庁(1993)、第2部 第2章 第2節 。
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第5節 開業後 企 業 生存 率 の 国際 比較
5.1国別 の 開業 後 生存 率 の比 較
第3節 で は 、 日本 にお け る開 業後 製 造 業 の生存 率 が極 めて 低 い水 準 に あ る こ とを考 察 し
た。 外 国で は 開業後 企 業 の生 存 率 は どん な比 率 で推 移 してい るのか 、 日本 と同 じレベ ル に
あ るのか 、 あ るい は 日本 は突 出 してい るのか な どにつ いて 、 この節 で は外 国 と比 べ なが ら
検討 す る。 表3-3か ら、 日本(全 事 業所 ベ ー ス74)とイ ギ リス にお ける新 規 開業 企 業 が、
測 定 され た 国 々の 中で 最 も低 い 生存 率 を示 して い る。




設立時 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年
デ ン マ ー ク 100 一 一 一 69 58 一 一 一 一 一
フ ラ ン ス 100 83 69 58 50 42 一 一 一 一 一
ドイ ツ 100 90 81 73 68 62 一 一 一 一 一
アイル ラン ド 100 90 80 70 63 58 一 一 一 一 一
ス ウ ェ ー デ ン 100 一 66 一 一 一 一 一 一
イギ リス 100 80 61 48 36 30 一 一 一 一 一
ア メ リカ 100 一 一 一 48 一 38 一 一 一 一
日本 ※1 100 73 61 53 47 42 38 34 31 28 26
日本 ※2 100 80 70 63 57 53 49 45 42 39 36
日本 ※3 100 63 47 38 31 26 21 18 16 13 12
資 料:Gavron,Cowling,HolthamandWestall(1998)、 忽 那 ・高 田 ・前 田 ・篠 原[訳]
(2000)。日 本 に つ い て は 、 『中 小 企 業 白 書2006』 第1-2-21図 の デ ー タ を 再 計 算 し た 。
注:※1:全 事 業 所 ベ ー ス 、 ※2:会 社 ベ ー ス 、 ※3:個 人 事 業 所 べ 一 ス
開 業 年(日 本1984-2000、 外 国1988-1994)
開業 後 の どの期 間 で見 て も言 え る。 開業1年 後 の生存 率 はイ ギ リス よ り低 い水 準 に あ る
が、3年 以 降 はイ ギ リス よ り高 い ので あ る。 しか し、イ ギ リス以 外 の 国 と比べ る と、相 変
わ らず 低 い水 準 にあ る こ とが 目立 って い る。開 業後 生存 率 の 内訳(各 べ 一 ス)か ら見 る と、
日本 で は会社 の生存 率 が 高 い水 準 を示 してい る。 個 人 事業 所 は 開業10年 後 の 時点 で12事
業所 しか残 っ てい ない極 め て低 い比 率 で あ る。
74全事業所ベースには会社ベースと個人事業所ベースを含んでいる。
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第3節 で述 べ た よ うに、会 社 に は、株 式 会社 、有 限会 社 、 合名 会社 、合 資会 社 な どの形
態 が あ り、資 金 を集 めやす い、 広 い人 脈 、信 用度 が高 い、 な どの利 点 が あ る。 企 業経 営 に
必 要 な3要 素 の機 能 を うま く働 かせ る こ とが 、事 業 展 開 に も企業 生 存 に も重要 な役 割 を果
た してい る と考 え られ る。 そ の 半面 、 個人 事 業所 では 、担保 が弱 い 、信 用 度 が低 い な どの
原 因 で、 そ の機 能 が うま く働 い てい ない こ とが低 生 存率 の要 因 だ と考 え られ る。
デ ー タ不足 の た め、 こ こで は ア メ リカ につ いて な ん とも言 えな い。 生存 率 の 高 い 国は ド
イ ツ とデ ンマ ー クで あ る。 ドイ ツ にお け る高 い生 存 率 は、企 業家 が 開業 す る に あた って試
験 をパ ス しな けれ ば な らない こ とを反 映 して い る と思 われ る75。デ ンマー クの政府 に は、
創 業支 援 を行 うた め の グ ラ ウン ドが ほ とん ど存在 しな い とい っ て も よい ほ ど規 模 は小 さい。
しか し、 政府 のベ ンチ ャー企 業用 フ ァ ン ドとして、20億DDK(約300億円)規 模 の 「グ ロ
ー ズ ・フ ァン ド」76があ る。 デ ンマ ー ク の社会 保 障 体制 で は 、創 業後3年 以 内 に廃 業す れ
ば、従 業 員 な どすべ て失 業手 当な どが 提供 され る制 度 が あ り、必 要 以上 に見込 み の ない(過
大債 務 企 業 な ど)ベ ンチ ャー 企 業 を停滞 させ な い システ ム とな って い る77。
以 上 で 見 た結果 、日本 の事 業所 開業 後生 存 率 は低 い水 準 にあ り、突 出 して い る とい え る。
生存 率 が 低 い こ とは非 生存 企 業 が倒 産 した とい うわけ で はな い。 退 出す る理 由 も多 くあ り、
そ の 中で は 、事 業終 了型 廃 業 が多 い と考 え られ る。例 えば 、イ ギ リス につ い て 、Cressyand
Storey(1995)は、2000社にの ぼ る新 規 開業企 業 の うち52%は活 動 を停 止 してい た が 、支
払 い不 能 か らの廃業 はそれ らの3分 の1で あ った こ とを指 摘 してい る78。日本 では 、後 継
者 の適 当な候 補者 がい ないや 業種 転 換 な どの理 由 で廃 業 した ケー ス もか な り多 か っ た。 た
だ 、以 上 で検 討 した点 、デ ー タに基 づ い た分析 に した が えば 、 日本 の倒 産 率 はか な り高 い
と考 え られ る。
5.2開 業 に お け る課 題
日本 の創 業 支 援 は 外 国 よ り優 れ て い る と こ ろ も あ り、 不 足 の 部 分 も存 在 して い る。 課 題
と し て 以 下 の よ うに 考 え られ る79。
① 起 業 家 教 育
日本 で は 、 創 業 を 狙 う人 材 が そ もそ も少 な い た め 、 起 業 希 望 者 の 受 付 支 援 を 行 うだ け で
は 開 業 率 を高 め る こ とが 難 しい 。 創 業 意 欲 を 引 き 出 す に は 教 育 段 階 か ら創 業 を 身 近 の も の
75忽那 ・高 田 ・前 田 ・篠原(2000)、p.16。
76成長性 や収益性 を主眼 に選定 され た企業 の株 式(成 長株)を 主要投 資対象 とす る投資信託 の総称。
77中小企 業創 業事業 団編(2002)、p.55。
78中小企 業創 業事業 団編(2002)、p.55。
79中小企 業創 業事業 団編(2000・2002)を参照 した。
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と感 じ させ 、創 業へ のプ ラスの イ メー ジ を植 えつ け るこ とが重 要 な課 題 とな る。デ ンマ ー
ク と ドイ ツ の よ うに、 大学 だ けで な く、初 等 ・中等 教育 段 階 か ら創 業 につ い て学 ぶ機 会 を
提供 す る必要 が ある。模 擬 体 験 プ ロ グ ラムな どに よ り、青少 年 の独 立性 ・積 極 性 、 チー ム
ワー ク、 責任 意識 を持 たせ る こ とが 国の経 済活 性 化 に不 可 欠 な もの とな って い る。 創 業 後
企 業 の生 存 に も密 接 に関 わ る もの で はな いか と考 え られ る。
② ソ フ ト面 支援 の充 実
日本 のイ ンキ ュベ ー ター80施設 はハ ー ド面 で は整 備 が進 ん でお り、 イ ン キ ュベ ー ター ・
マ ネ ー ジ ャー が駐在 して い ない とか、 実質 的 に機 能 してい な い とか の 問題 が よ く挙 げ られ
て い る。 デ ンマ ー ク と ドイ ツで は、創 業や創 業後 のカ ウンセ リン グな どの ソフ ト面支 援 が
かな り完備 され て お り、 日本 で は、 今 後 の コ ンサ ル テ ィ ン グ、セ ミナー 、ネ ッ トワー ク作
りとい った ソフ ト面 を さ らに充 実 させ 、整備 され た ハー ドを生 かす こ とが重 要 な課題 とな
って い る。
第6節 ま とめ、 政策 的イ ンプ リケ ー シ ョンお よび課 題
6.1まとめ
本 章で は 、中小 企業 庁調 査 デ ー タ に よ り、開 業後 製 造業 事 業所 の生存 状 況 を 明 らか に し、
そ の解 釈 を行 うこ とを主 な課 題 と した。 考 察 した結果 は以 下 の通 りで あ る。
第1に 、 開廃 業 と倒 産 か ら事 業所 の 生存 状況 を考察 した。 廃 業 率 が 開業率 を大 き く上
回 り、そ の差 も拡大 して い る。 高い廃 業率 は 開業 後企 業 の 生存 率 を低 下 させ 、倒 産 や廃 業
に よ り、雇 用 喪 失 ・負 債増 加 な どの問題 を もた らす。 開廃 業 と倒 産 か ら事 業所 の 生存 状 況
を考察 し、生 存 率研 究 や創 業 支援 策 の検討 が 必要 であ る こ とを示 した。
第2に 、 中小企 業 庁 分析 結 果デ ー タ81は、 前年 事 業所 数 を100として、 次年 に存続 して
い る事 業 所 の割 合 を示 してい る。 本研 究 は、 中小 企 業庁 分析 結 果 デ ー タ を再 計算 し、1984
年 ～2000年ま での16年間に 開業 した製 造業 事 業所 の開業 年 か らの生存 率 を作成 した。
これ に よっ て以 下 の二つ の点 につ い て 明確 な分 析 が 可能 とな った と考 え る。(1)会 社
ベ ー スで も、個 人 事業 所ベ ー ス で も、開業3年 後 の生 存 率 が高 い事 業 所 は10年後 の生 存率 も
高 い。 会社 べ 一 ス に比 べ 、個 人事 業 所べ 一 ス が か な り低 い生 存率 に ある こ と も分 か っ た。
80イ ン キ ュ ベ ー タ ー(incubator)とは 直 訳 す る と艀 化 ・器 の意 味 で 、 起 業 に 関す る支 援 を行 う者(事 業
者)を い う。 広 義 に は 既 存 事 業 者 の 新 規 事 業 を含 む 起 業 支 援 の た め の 制 度 、仕 組 み 、施 設 等 を含 め
て い う場 合 も あ る。
81脚 注51を 参 照 。
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各ベ ース の3年後 生存 率 を見て み る と、2000年に開業 した事 業 所 の3年後生 存 率 が一番 低 く、
全 事業 所 べ一 ス約40%、会社 べ 一 ス50%以下 、個 人事 業 所ベ ー ス30%以下 で あ る。全 体 を見 る
と、3年後 の生存 率 は 、全事 業 所ベ ー ス約40%～70%、会 社 ベ ー ス約50%～80%、個人 事 業所 ベ
ー ス約30%～55%であ る。個 人 事 業所 べ 一 ス の開 業3年後 の 生存 率 は、会社 べ 一 ス と大 き く離
れ て い る。 さ らに、個 人事 業 所 の3年後 生存 率 と4年後 生存 率 の 間、4年後 生 存 率 と5年後 生
存 率 の 間に は大 きな乖 離 が見 られ る。開 業後5年 を経 過 してか らの個 人事 業 所 は生 きてい く
比 率 が高 い傾 向 にあ り、個 人 事 業所 は開業 後3年 を経 って も、4、5年目を迎 え る こ とが か な
り難 しい こ とが読 み取 れ る。
(2)開業年 に よ る生 存 率 が大 き く違 うこ とが 明 らか に な った。 創 業支 援 策 が実 施 され た
年 に 開業 した事 業所 の生存 率 が全 体 的 に高 い傾 向 にあ る こ とが分 か った。
第3に 、企 業 生存 に 関わ る要 因 と して 、 中小企 業 財務 指 標 か ら中小企 業 の生 存 率 を考 察
した。 「負 債 比 率(借 入金 依 存度)が 一定 水 準 を超 える と、企 業 の存 続 が 著 しく困難 にな
る」 とい う視 点 か ら、 中小 企 業 へ の貸 出 、 中小企 業 財務 を表 わす 指標 の借 入金 比 率や 借 入
金残 高/キ ャ ッシ ュフ ロー倍 率 を考 察 した。借 入 金 比 率 も借入 金 残 高/キ ャ ッシ ュ フ ロー 倍
率 もか な り高 い 水 準 に あ るこ とか ら考 える と、 中小企 業 の財 務 状 況 が脆 弱 で あ る こ とが 分
かっ た。借 入 金 の返 済 困難 に伴 う廃 業 の増加 は十 分 に考 え られ る。 倒 産 に よる負債 額 の発
生 は この点 に 関連す る と考 え られ る。
第4に 、外 国創 業支 援策 の特徴 と 日本 にお ける創 業支 援 策 の課題 を検討 した。外 国 にお
け る創 業 後企 業 の生 存 率 と比 較す る と、 日本 は か な り低 い レベ ル に あ る こ とが明 らか とな
った。
6.2政策 的 イ ンプ リケ ー シ ョンお よび課 題
本 章で は 、会 社ベ ー ス 、個 人 事業 所 ベ ース か ら生 存 率 の違 い を よ り分 か りや す い形 に し
て示 す こ とが で きた。 外 国 と比 べ る と、 日本 の 開業 後企 業 の生存 率 が き わめ て低 い こ とが
明 らか とな っ てい る。 日本 は外 国 の進 ん でい る経 験 を学ぶ べ きで ろ う。 外 国 で成 功 した経
験 を取 り入 れ 、日本 の市 場 に合 う創 業 支援 策 を作 り出す こ とも一 つ の提 案 で あ る。例 え ば、
創 業意 欲 を引 き出す には教 育 段 階 か ら創 業 を身近 な もの と感 じ させ るこ と、今 後 コンサル
テ ィン グ、セ ミナ ー、 ネ ッ トワー ク作 りとい っ た ソ フ ト面 を さ らに充 実 させ 、整 備 され た
ハ ー ドを生 かす こ とが これ か らの重 要 な課 題 とな ろ う。 起 業 家素 質 を高 め、金 融機 関、 コ
ンサル タ ン ト、 イ ン キ ュベ ー ター、 関連 自治 体 な どの 開業 支援機 関 を うま く利 用 し、創 業
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時 だ けで は な く、創 業 後 で も産 学官 連携 ネ ッ トワー クの整備 な どの支 援 が 開業 を増 し、創
業後 企 業 の生 存 率 を上 昇 させ 、倒 産 を減 少 させ る には重 要 な役 割 を果 た す で あ ろ う。
開業 年 に よ り生 存率 の差 が存在 す る こ とが 明 らか にな った 。創 業 支援 策 が 実施 され た年
に開業 した事 業 所 の生 存率 が全体 的 に高 い傾 向 に あ り、創 業 支援 策 の重 要 性 を示 唆 してい
る。 この点 は企 業退 出お よび 生存 に 関す る研 究 の ヒン トを与 える と言 え る。 開業 年 に よる
開業率 だ けで はな く開業企 業 数 の違 い を考 慮す る必 要 も あ ろ う。
日本 で は創 業 後企 業 の生 存 率 が か な り低 い。 倒 産危 機 に直 面す る企 業 は今 後 も多 くな る
と考 え られ る が、 資金繰 りだ けで は な く経 営努 力 に よって企 業 を立 て直 す 姿勢 が必 要 で あ
り、 そ のた め の支援 策 を今 後 考 え る必 要 が あ るだ ろ う。
以 下 の点 が課題 と して残 る。
開業 後企 業 の生存 率 に影 響 す る要 因 と して 、創 業 支援 策 以 外 に は、 開業 の規 模性 、生 ま
れ る時 の有利 さ、恵 まれ る環 境 な ども考 え られ 、 この 問題 の解 明 は今 後 の課題 と したい 。
そ して、生存 率 の低 い要 因 を産 業別 に詳細 な分析 に よっ て解 釈す る こ とが望 まれ る。 開業
年 に よる開業 率 だ けで は な く開 業企 業数 の違 い 、景 気 状況 な どにつ い て も さらに考 慮す る
必 要 あ ろ う。
経 済 産 業省 「企 業活 動基 本 調査 」 は全数 調 査 かつ 毎年 実 施 され る もの の、調 査 対象 が会
社企 業 に限定 され てい るだ けで な く、 従業 者50人以 上 かつ 資 本金(又 は 出資金)3000万円
以 上 の規模 を満 たす もの に 限定 され るた め、 小規模 で あ る こ とが 多 い 開業企 業 の経 年 生 存
率 を観 察 す る た めに は適 切 と言 え ない だ ろ う(従 業者50人以 上 もの規模 で創 業す る企 業 は
まれ で あ る)。した が って 、現 行 の統 計 制度 で は 、創 業 後 の生 存 率 はデ ー タの制 約 か ら製 造
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地域 経 済 の発 展 こそ が 生活 の質 的 な向上 を もた らす。 地 方 経済 の 自立 、地域 か らの 日本
経 済 の再 生 な ど、「地域 」とい う枠 組 み で社 会 、経 済 を捉 え直 そ うとす る流 れ が本格 化 しつ
つ あ る。1990年代 か ら続 く経 済停 滞 の影 響 で 、倒 産 件数 は高水 準 で推 移 し、倒 産 に よる負
債額 の増 大 、失 業 率 の上昇 な どは、 社 会 的 に看 過 で き ない 問題 で あ る。 と りわ け地域 経 済
を考 え る場合 には 、倒 産 が避 けて通 れ な い問題 で あ る。
本 論 の第 二章 で は廃 業 率 が開 業率 を大 き く上 回 って い る こ とを、第 三 章 で は開 業後 企 業
の生存 率 が極 めて低 い こ とを示 した。企 業 の廃 業 ・倒 産 に よる負 債額 の累積 は、 地域 経 済
全 体 に とっ て深刻 な 問題 とな ってい る。 倒 産 を防 ぐた め には 、倒 産 を減 少 させ るマ ク ロ環
境 作 りが 重要 な課題 とな るが、 そ のた め には 、倒 産 の地 域 特性 を把握 す る こ とが不 可 欠 で
あ ろ う。そ して、そ の特性 を見 るた め には 、地域 特 有 の マ ク ロ要 因 を考 慮 す る必 要 が あ る。
ま た、 地域 経 済 の原 動力 は産 業集 積 で あ る と言 われ てい る。 産 業構 成 比 率 は各 地域 経 済
の発 展 度 を測 る尺度 で あ る と ともに、倒 産 を分 析 す るた めの基 準 に もな る。 なぜ な ら、 地
域 に よって産 業 構造 が違 うこ とは、 各 地域 に成 長 産 業 と衰 退産 業 の構 成 の違 い が存 在 して
い る こ とを示 して い るか らで ある。 しか し、 近年 で は 、産 業集 積 の外 部 効果 を計 る指標 と
して 、単 な る事 業所 密 度 だ けで な く、似 通 った細 分類 業 種 が どれ ほ ど幅 広 く存 在 してい る
か とい った 、い わ ば集積 の 「広 が り」 を計 る尺度 が注 目され て い る。
この第 四章 では 、 こ うした産 業集 積 要 因 と地域 特 有要 因 に注 目 し、都 道府 県 の倒 産 特性
を把 握 す る こ とを 目的 と してい る。 地域 特 有 の さま ざま なマ ク ロ要 因 に加 え て、産 業集 積
に関す る従来 の尺度 と新 しい 「広 が り」 の尺度 に着 目して 、都 道府 県 別 の倒 産 特性 を分析
した い。
従来 の倒 産 分 析 で は、倒 産 した企 業 の個 票 の財 務 デー タ を利 用 して倒 産 の特 徴 を分 析 す
る研 究が 多 く、 地域 全 体 の様 々 なマ ク ロ要 因 がそ の地域 に立 地す る企 業 の倒 産 に ど うい う
影響 を与 える のか を捉 えた分 析例 は少 な い。本 章 の分析 の独 自性 は この点 に あ る。
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第1節 倒 産 の 定義
倒 産 とい う言葉 は法律 ・商 法上 に は存 在 しない。 日常用 語 として は経営 が行 き詰 ま り、会
社 が無 くな る とい うイ メー ジ が あ る。 倒 産 の対 象 とな る経 済 主 体 は会社 法人 だ けで は な く、
個人 事 業 も含 まれ る。 会社 の倒産 を 「経 営破 綻 」 とい うこ とも多 い が、法 人 の場合 、再 生型
の倒 産 手続 が ある こ とか ら、必 ず しも法 人 が無 くな る とは 限 らな い。そ こで まず 、本 稿 で扱
う倒 産 の定 義 を明 らか に して お こ う。
内 閣府(旧 経 済企 画 庁)に よれ ば、倒 産 とは 、経 済 活動 を行 っ てい る法 人 も し くは個 人企
業 が、何 らか の理 由に よ り、そ の営 業活 動 の持 続 が不 可 能 に な り、休 業 か ら廃 業へ の過 程 を
経 て、 死滅 す る状 態 とい う。
帝 国デー タバ ン クの場 合 、倒 産 の定義 は、一般 的 には 「企 業経 営 が行 き詰 ま り、弁 済 しな
けれ ばな らない債 務 が弁 済 で きな くな った状 態 」 を指 す。具 体 的 に は、以 下 に挙 げ る6つ の
ケ ー スの いず れ か に該 当す る と認 め られ た場 合 を 「倒 産 」 と定 め 、これ が事 実上 の倒 産 の定
義 とな ってい る。①2回 の不 渡 りを出 し、銀 行 取 引停 止処 分 を受 け る、② 内部 整 理 す る(代
表 が倒 産 を認 めた 時)、③ 裁判 所 に会社 更 生 法 の適 用 を 申請 す る、④ 裁判 所 に民 事再 生 法 の
手続 き開始 を 申請 す る、⑤ 裁 判 所 に破 産 を 申請 す る、⑥ 裁判 所 に特別 清 算 開始 を 申請 す る82。
東 京 商 工 リサ ー チ に よ る と、 「倒 産 」 とい う言葉 は通 俗 的用 語 と して の色 彩 が強 い が 、常
識 的 には債 務者 の決 定 的 な経 済的破 綻 を倒 産 とい う。す なわ ち、弁 済期 に あ る債 務 を一 般 的
に(特 定 の債 務 で は な く、 どれ もこれ も)弁 済す る こ とがで き な くな り、ひ い て は経 済活 動
をそ のま ま続 行す る こ とが不 可能 とな った 事態 で あ る。債 務者 の振 り出 した約 束 手形(小 切
手)が 不 渡 りにな り銀 行 取 引停 止 処 分 に な る とい うの がそ の典 型 で あ るが 、それ 以外 で も 自
ら裁 判 所 に対 して破 産 手続 きや 会 社 更生 手続 な どの 申 し立 て を した り、債 権 者 に財 産 状態 の
悪化 を告 げ て全 面的 にそ の処置 を委 ね るの も、倒 産 とい っ て よい83。
ア メ リカ 中小企 業 白書 に よれ ば、企 業倒 産 とは少 な く とも1人 以上 の債 権 者 の損 失 を伴 う
企業 の閉鎖 をい う84。
この よ うに倒 産 の定義 は種 々 あ るが 、デ ー タ分 析 におい て は、民 間の信 用 調査 機 関で あ る
(株)東 京 商 工 リサ ー チ と(株)帝 国デ ー タバ ン クが発 表 してい る統 計 が代 表 的 に利用 さ
れ て い る。 これ は 、官 庁統 計 には倒 産 状況 を集 計 した統 計 が ない こ とに よる。
82帝 国 デ ー タ バ ン ク ホ ー ム ペ ー ジhttp://www.tdb.co.jp/index.htmlを参 照 し た 。
83東 京 商 工 リ サ ー チ ホ ー ム ペ ー ジhttp://www.tsr-net.co.jp/を参 照 し た 。
84ア メ リ カ 中 小 企 業 白 書(1997)。
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そ こで 、本 稿 で は、(株)東 京 商 工 リサー チ の定 義 に した がい 、倒 産 に関 して は 、 同社
が調 査 公 表 してい る倒 産負 債 額1000万円以 上 の倒 産件 数 デ ー タ を用 い る こ と とす る。
第2節 倒 産 のモ デル 化一 産 業 要 因 と地 域 要 因 へ の分解
産業 構 造 は地 域経 済 の成 長 と衰 退 に大 き く影 響 して い る。産 業構 造 の違 い 、地域 要 因の
違 い が地 域経 済 の 多様化 を もた ら し、倒 産 に も重 要 な影 響 を与 える。倒 産 は産 業 要 因か ら
の影 響 が 大 きい か 、地 域特 有 要 因 か らの影 響 が大 きい か。以 下 の よ うにモデ ル 化 して、両
要 因 を分解 してみ よ う。
2.1記号 の 定義
以 下 の よ うに記 号 を定 め る。
D:倒 産 件数
α:(各 県 の)倒 産 率
δ:全 国 の倒 産 率
Z:事 業所 数
7:全 国事 業所 数
θ:地 域 特性
添 字 ∫を都 道 府 県(∫=1,2,…,47)、ノを 産 業 分 類 を あ らわ す も の とす る。
2.2モ デ ル
ま ず 、 ∫県 ノ産 業 の 倒 産 件 数='県 ノ産 業 倒 産 率 × ∫県 ノ産 業 事 業 所 数 と書 け る。
Dニ α ・Z(1)
ワ ワ ワ
そ して 、'県 ノ産 業 の倒 産 率 αワは 、全 国 ノ産 業 の 倒 産 率 平 均 αノ+地 域 独 自の 変 動 分 ら に
分 解 で き る と考 え よ う。
α,一αノ+θワ(2)
(1)式の 総 和 を取 り、 さ ら に(2)式 を(1)式 に 代 入 す る と 、 以 下 の よ うに な る。





で あ る か ら、(3)の 両 辺 をZで 除 して 、z
・_Z..・Z
傷二苓写+苓 鰯(5)
(5)式の右 辺 第1項 は産 業 要 因 を表 し、右 辺第2項 は地 域 要 因 を表す と考 え る こ とがで
き る。 この右 辺 の第2項 を、次 の記 号R,で表す こ とに しよ う。
・Z
瓦=苓晴(6)
(5)式は さ ら に 次 の よ うに 書 き 換 え る こ とが で き る。
・_Z..Z・_Z・Z
傷=萎 傷'(び ノZ.Z1)+㍗'ナ 苓 暢(7)
この右 辺 の第2項 は、全 国平均 倒 産 率 で あ る。
2.3デ ー タ
本稿 で 用 い るデ ー タ は以 下の とお りで あ る。
分析 に使 用 デ ー タ:① 総 務 省 『事 業 所 ・企 業統 計調 査 』、
(製造 業 だ け は 中分 類 、他 の産業 は大 分類 を用 い る)
②東 京 商 工 リサ ー チ 『全 国企 業倒 産 白書』、
(都道 府 県別 倒 産件 数 、業 種 別倒 産 件数)
分 析 期 間:2004年 、2006年。
分 析 対 象:47都 道 府 県 。
式(1)～(7)の 産 業 分類 と して、製 造 業 につ い て は 中分 類 を、それ 以 外 の産 業 につ い
て は大 分類 を用 い た。
デ ー タ ソー ス間 の産 業 分類 の整 合 性 を取 るた め に、総務 省 『事 業所 ・企 業統 計 調査 』 の
分 類デ ー タを 、東 京 商工 リサー チ 『全 国企 業倒 産 白書 』 の分類 に あわせ て 、再計 算 してい
る。(本 章 付表4-1を参 照 の こ と)
2.4都 道 府 県 倒 産 率 の 類 型 化
式(5)に 、 上 記 の デ ー タ を使 用 して 計 算 した 結 果 は 表4-1、 表4-2の とお りで あ る。
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表4-12004計 算 結 果 表4-22006計 算 結 果
2004 2006
産業要因 地域要因 産業要因 地域要因
北海道 0.242782 0.028181 北海道 0.200712 0.012164
青森県 0.240809 一〇.04145 青森県 0.201221 一〇.02541
岩手県 0.242988 一〇.06366 岩手県 0.200029 一〇.05718
宮城県 0.252864 一〇.00219 宮城県 0.208084 一〇.03866
秋 田県 0.251704 一〇.11199 秋 田県 0.208359 一〇.04716
山形県 0.248143 一〇.05807 山形県 0.207444 0.025702
福島県 0.251054 一〇.06539 福島県 0.208826 一〇.06364
茨城県 0.259112 一〇.14798 茨城県 0.216594 一〇.09622
栃木県 0.239421 一〇.10332 栃木県 0.20281 一〇.06002
群馬県 0.239483 一〇.10711 群馬県 0.201713 一〇.07417
埼玉県 0.226973 0.005466 埼玉県 0.192408 一〇.03507
千葉県 0.239349 0.Ol3321 千葉県 0.20015 一〇.Ol669
東京都 0.218408 0.281592 東京都 0.186554 0.164683
神奈川県 0.229231 0.053685 神奈川県 0.192964 一〇.00284
新潟県 0.250407 一〇.11324 新潟県 0.210046 一〇.0988
富山県 0.249842 一〇.07383 富山県 0.21045 一〇.06328
石川県 0.235926 0.015232 石川県 0.199879 0.017057
福井県 0.241892 一〇.01974 福井県 0.204002 一〇.0094
山梨県 0.23238 一〇.03815 山梨県 0.195484 0.022381
長野県 0.246292 一〇.06156 長野県 0.205335 一〇.06772
岐阜県 0.225094 一〇.04958 岐阜県 0.191403 一〇.OlO59
静岡県 0.23206 一〇.06155 静岡県 0.196221 一〇.04577
愛知県 0.213789 0.003259 愛知県 0.18295 一〇.00437
三重県 0.24034 一〇.03829 三重県 0.199625 一〇.04191
滋賀県 0.247905 一〇.0544 滋賀県 0.206339 一〇.00862
京都府 0.209816 0.239191 京都府 0.17692 0.270831
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大阪府 0.202789 0.323119 大阪府 0.173661 0.313361
兵庫県 0.221335 0.117717 兵庫県 0.185349 0.069369
奈良県 0.221886 0.091856 奈良県 0.183758 0.14929
和歌山県 0.232652 一〇.03489 和歌山県 0.195145 一〇.04373
鳥取県 0.244564 一〇.00618 鳥取県 0.200486 0.032121
島根県 0.260635 一〇.14936 島根県 0.21347 一〇.09935
岡山県 0.242185 一〇.06653 岡山県 0.201097 0.0021
広島県 0.234307 一〇.01426 広島県 0.195763 一〇.00157
山口県 0.252117 一〇.05653 山口県 0.209719 一〇.06261
徳島県 0.244221 0.015461 徳島県 0.200537 0.007776
香川県 0.239733 一〇.04416 香川県 0.199152 一〇.04268
愛媛県 0.244773 一〇.04597 愛媛県 0.20221 一〇.05826
高知県 0.239255 一〇.02939 高知県 0.1998 0.041489
福岡県 0.238032 0.024223 福岡県 0.200633 0.023705
佐賀県 0.244004 0.044333 佐賀県 0.20367 一〇.08986
長崎県 0.242465 一〇.05644 長崎県 0.200688 一〇.02218
熊本県 0.249527 一〇.06213 熊本県 0.207495 一〇.04996
大分県 0.242916 一〇.07077 大分県 0.201579 一〇.03901
宮崎県 0.250859 一〇.04883 宮崎県 0.208398 一〇.07628
鹿児島県 0.242189 一〇.05316 鹿児島県 0.200061 一〇.05576
沖縄県 0.225735 一〇.0704 沖縄県 0.184155 一〇.06863
縦 軸 を倒 産 率 、横 軸 を産 業 要 因 と して 、 グ ラフ化 した もの が 図4-1、図4-2で あ る。 例
えば 、図 の左 上 の 大阪 や東 京 の場 合 、 産業 構成(産 業要 因)だ けか ら見 る と、倒 産 率 は も
っ と低 い はず なの に、 地域 要 因 の影 響 が 大 き く、倒 産 率 が高 くな って い る。 逆 に、 島根 県
や茨 城 県 で は 、産業 構 成(産 業 要 因)だ けか らす る と倒 産 率 は もっ と高 い はず な の に、何
らか の地 域要 因 に影 響 され 、倒 産 率 が低 くな っ てい る。
都 道 府 県 の特 徴 を見 るた め、図4-1、 図4-2のよ うに47都 道 府 県 をAX、AY、BX、BYの
四つ の グルー プ に分 類 してみ た。
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図4-2表4-2の グ ラ フ 化 結 果(2006年)
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各都 道府 県 の産業 要 因 を 、全 国平 均倒 産 率 よ り大 きいか 小 さい か に応 じて 、A(倒産 多発
型 産業 構 造)、B(倒産 少 数型 産 業構 造)に分 け る。 また 、地 域 要 因 につ いて は 、符 号(負 か
正 か)に よっ て、X(倒産抑 制 型 地域 構 造)、Y(倒産 助 長型 地 域構 造)の よ うに分 け る。AX、
AY、BX、BYはそ れ ぞれ 、倒 産 多発 型 産 業構 造 ・倒 産 抑制 型 地域 構 造 グル ー プ 、倒産 多 発型
産 業構 造 ・倒 産 助長 型 地域 構 造 グル ー プ 、倒 産少 数型 産 業構 造 ・倒 産 抑 制型 地 域構 造 グル
ー プ 、倒 産少 数 型産 業構 造 ・倒 産 助 長型 地 域構 造 グル ー プ で あ る。
以 上 の分析 か ら、倒 産 率 は産 業構 成 要 因だ けで は説 明で きない こ とが確 認 され た。 各 県
の倒 産 率 の大 小 には地 域特 有 の 地域 要 因 が大 き く影響 してい る こ とが 明 らか で あ る。 以 下
で は 、そ の要 因 を探 って み る。
第3節 倒 産 の地 域 要 因R、の相 関 分析
倒 産 に影 響 す る要 因 は様 々で あ るが、 こ こで は、企 業 規模 、需 要 要 因 、事 業 所 コス ト、
自治体 施 策 を挙 げ る。各 地域 の こ うした要 因 と倒 産 の地域 要 因 一R,の相 関係 数 は表4-3の と
お りで あ る。
表4-3倒 産 の地域 要 因 一R、と諸 要 因 との相 関 関係
需要要
企業規模 事 業 コス ト 自治体施策
因
変数 可処分 1事業所 1事業所
商業用 工業用 最低




2004 0,682 一〇.352 0,120 0,379 0,586 一〇.110 0,526
関
係
2006 0,622 一〇.207 0,595 0,311 0,501 一〇.026 0,379
数
1).企業規模 は 、資本 金1000万円以下 の企 業の加重 平均 を算 出 した。
2).需要要因 は、総務省 『家計調査 』 の都 道府県別 総世帯 可処分所得/該都 道府 県事業所数 で算 出 した。
3).事業 コス トは、 国土交通省 『地価公 示』 に よる商 業用地 お よび 工業用地 の地価変動 率デー タ を使用
した。 最低賃金 は厚 生労働省 に よる最低 賃金時間額 を用いた。
4).自治体施策 は、総務 省 『日本 長期 統計総覧 』 のデ ー タを利 用 した。1事 業 所 あた りの商 工費 は都 道
府 県財 政 と市 町村財 政 の合計/該都道府 県事業所数 で算出 した。1事 業所 あた りの事業所税=都 道府
県別 事業所税 の合 計/事業所 数。
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3.1企業規 模
こ こで は 、47都道 府 県 にお け る資 本金 が1000万円未 満 の企業 の加 重 平 均 を計 算 し、地
域倒 産 要 因R、との相 関 関係 を考 えて み た。計算 結果 は正 の相 関 関係 を示 してお り、小 規模
企 業 が多 い県 ほ ど倒 産 の地 域 要 因R、が大 き く、小 規 模企 業 が少 ない 県 ほ ど倒 産 の地域 要 因
R、も小 さ くな る。資本 金規 模 の 小 さい 企業 の利 益 率 は資 本 金規 模 の 大 きい企 業 と比べ 低 い
傾 向 に あ り、取 引先 の確 保 に困 るケ ー ス が少 な くな い。それ 以 外 に、例 え ば、第2章 図2-9
で 見 た よ うに、 小規 模 企業 は開 業 に あた って 資金 調 達 に苦 労す るケ ー スが 多い 。 開業 後 の
事 業展 開にお い て も厳 しい資 金調 達 状 況 に直 面す る こ とを示 してい る。
3.2需要 要 因
各 県 の事業 所 の 多寡 は地 元 在住 者 の消費 需 要 とも密 接 に関 わ って い る もの と考 え られ る。
1事業所 あた りの県 民可 処 分所 得 と倒 産 の地 域 要 因R、とは負 の相 関関係 に あ る こ とが分 か
った。地域 内の 消費 需 要 の大 き さは地域 企 業 を支 えて 、倒 産 の 地域 要 因 一R,を小 さ くす る効
果 を有 して い る。地 域 内 の需 要 を高 め、経 済 を活 性化 させ る こ とが重 要 な意 味 を持 って い
る こ とを示唆 す る もので あ ろ う。
3.3事業 コス ト
事業 コス トが高 くな る と、企 業 の負 担 が大 き くな り、倒 産 を迫 られ る ケー ス も少 な くな
い。 ここで は、 商業 用 地地 価 変動 率 、 工業 用 地地 価 変動 率 、最 低 賃金 の三 っ の変数 を考 慮
す る。相 関 関係 を見 た結 果 、以 上 の三 つ の変 数 と も倒 産 の地 域 要 因R、と正 の相 関 関係 に あ
る こ とが 分 か った。 地価 の上 昇や 賃 金 の上 昇 が製 造 コス ト引 き上 げ てい る現象 は 日本 だ け
で な く、 外 国 で も同 じ傾 向 が見 られ る。 例 えば 、マ レー シア 中小 企業 協 会 は予想 され て い
る800～1,000リン ギ(約2万1000～2万7000円)の範 囲 で最 低賃 金 基 準 が決 ま った 場合 、
80%の中小 企 業 が倒 産 に追 い込 まれ る と して 政府 に再 考 を求 め る こ と もあ った85。最 低 賃
金 の 引 き上 げ は、 中小 企業 の経 営 を圧 迫 し、倒 産 率 を 引 き上 げ る効果 を持 つ と言 えそ うで
あ る。
3.4自治 体施 策
地域 経 済活 性 化 のた めに は、 自立 的 な発 展 が で き る産 業 の 育成 が必 要 で あ る。 地域 の 強
85http://www.asiax.biz/news/2012/03/09-080910.phpo
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み とな る産地 の技術 、農 産 品、観 光 資源 な どとい った地 域 資源 を掘 り起 こ し、 新 しい商 品
や ビジネ ス を総 合 的 に支援 す る施 策 を各 自治 体 は行 っ てい るはず で あ る。 ここで は 、商 工
費86と1事 業 所 に あた り事 業所 税87の2変 数 を用 い て、 自治 体施 策 が倒 産 の地域 要 因.R,に
与 える影 響 を考 えてみ よ う。
まず 、商 工 費 につ い て は倒 産 の 地域 要 因 瓦 との間 に負 の相 関 関係 に あ る こ とが 分 か る。
商 工費 の増加 は、 上で 見 た よ うに、 地域 企 業 へ の総合 的支援 とい う側 面 を有 す るはず で あ
るか ら、 これ が大 きい 県 で は倒産 率 が 小 さ くな る傾 向 が あ る と解釈 し うるだ ろ う。 自治 体
の企 業 支援 施 策 に よ り、地 域 の技 術 と資源 な どが見 直 され 、 地域 活性 化 の柱 にな る機 運 が
高 まれ ば、 それ に伴 う雇 用 へ 波及 効 果 も期 待 され る。 経 済 状況 が 悪化 して い る 中で 、政府
の減 税 な どの規 制緩 和 は企 業 の 流入 を もた ら し、倒 産 の減 少 に もつ な が るだ ろ う。
ま た、1事 業 所 あ た りの事 業所 税 との 問 に正 の相 関 関係 にあ る。事 業 所税 は企 業 に とっ
て は コス トで あ るか ら、 これ の負 担 が 大 きい 県 で は、倒 産 率 が高 くな る傾 向 が見 られ る と
解釈 し うるだ ろ う。
この よ うに 、第2節 のモ デル に沿 っ て算 定 され た倒 産 の地 域 要 因Rゴは さま ざま な地域 の
マ ク ロ要 因 と、 きわ めて妥 当な相 関 関係 に あ る こ とが分 か る。 これ は、 本稿 のモデ ル に よ
る産業 要 因 と地 域要 因へ の分 割 、お よび都 道府 県 の倒 産 類型 化 が 妥 当 な もの で あ る こ とを
示 してい る。
さて、 以上 の よ うに、倒 産 に影 響 す る変 数 は い くつ か考 え られ る。 しか し、近年 注 目を
浴 び てい る、 も う一 つ の要 因が あ る。 それ は 、産 業集 積 の 「広 が り」 の尺度 で あ る。 次 の
節 で は、 これ が倒 産 の地域 要 因R、に与 え る影 響 につ いて 考 察 を進 め よ う。
第4節 産 業集 積 の 「広 が り」 が倒 産 に与 える影響
4.1集 積 の メ リ ッ トと倒 産 率
集 積 の 経 済 は 、 そ れ を 享 受 す る 主 体 の 範 囲 に よ っ て 地 域 特 化 経 済(localization
86商工業 振興、産業振 興、観 光事業 な どに使 われ る費用で ある。 ここで は、「都道府 県財政商 工費」 と
「市 町村財政商 工費」の合計 を事業所数 で割 り、1事 業所 に あた りの商工費額 を求 めた。
87一定規模 以上 の事業 を行 ってい る事業主 に対 して課税 され る税金 で、事業所等 の床 面積 を対 象 とす
る資産割 と従業者 の給与総額 を対象 とす る従業者割 とに分かれ る。
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economies)と都 市化 経 済(urbanizationeconomies)に区分 され る こ とが一 般 的 で あ る88。
地域 特化 経 済 とは、 同種 の産 業 に属 す る企 業 が特 定 の地 域集 中す るこ とに よ って生 じる
経 済性 で 、 そ の地域 の 当該 産 業 に属 す る企 業 が享 受 で き る外 部 経 済 で あ る。 また 、都 市化
経 済 とは、多 種 の産 業 に属 す る多数 の企 業 が 空 間的 に集 中す る こ とに よ って生 じる経 済性
で 、 そ こに 立地 す る種 々 の企 業 が享 受 で き る外 部 経 済 で あ る。
いず れ の場 合 に も集積 が もた らす 外 部経 済 とは次 の よ うな もので あ る。 す なわ ち 、相 互
に近接 して 立地 す る こ とで 、様 々 な情 報 が容易 に入 手す る こ とが で き、 生産 や 労働 供給 の
面 な どで補 完 的 な機 能 の利 用 が容 易 にな るだ けで な く、技術 お よび経 営 の ノ ウハ ウの交 流
の場 が作 られ る。地 域 産 品 の産 地化 あ るいは ブ ラ ン ド化 が 実現 され る。 ま た、集 積 の メ リ
ッ トと して 、企 業 が集 ま るこ とに よ って 、ネ ッ トワー クの形 成 お よび経 験 の交 流 を促 し、
トラブル に柔 軟 な対 応 を可能 にな り、外 部 か らの シ ョック を和 らげ る効 果 を持 つ こ とな ど
があ げ られ る。
産業 集積 は取 引費 用 や調 整 費用 を軽減 す るだ けで な く、 知識 と技術 を蓄積 す る創 造 的 な
活動 の場 で もあ る。 異 質 な主 体相 互 の接 触 が刺 激 とな って創 造 の可能 性 が 高 ま る。 新 しい
イ ノベ ー シ ョンや 協働 に よる費用 節 約 な どの 効果 を もた ら し、競 争 力 を高 め る効 果 もあ る。
地域 の経 済成 長 お よび発 展 に とっ て、 産業 集積 が もた らす外 部 経 済 は、 産 業 の競争 力 を強
化す る とい う意 味 で不 可欠 な要 素 となっ てい る。 企 業 間連携 とイ ノベ ー シ ョン誘 発 の場 と
して の産 業集 積 の役 割 が地 域 経 済 の再 生 と地域 経 済活 性 化 の貢 献 が大 き く期 待 され る とこ
ろで あ ろ う。
そ して 、本 論 文 のテ ー マ で あ る倒 産 とい う事象 に対 して も、産 業集 積 は 同様 の効 果 を与
え る もの と考 え られ るだ ろ う89。今 回 の分 析 で は 、細 分類 デー タ を利 用 して、 中分 類 産 業
の 「広 が り」 の尺度 を焦 点 に あて 、都 市化 経 済 よ り地域 特 化経 済 を重視 して い る。
4.2先行研 究 に よ る産 業集 積 の類型 化
長 年 にわ た り産 業集積 を対 象 と した 先行 研 究 が多 数存 在 してい る。 大 き くま とめ てみ る
と、以 下 の三 つ の流 れ が挙 げ られ るgo。
88山 田 ・徳 岡(2007)、p.164。
89産 業 集 積 は 利 益 の み を もた らす わ けで は な い。 土 地 の利 用 の い っ そ うの 高 密 度 化 は都 市 内部 の 限 ら
れ た 土 地 に対 す る 需 要 の増 大 が 地 価 の上 昇 を 招 き 、企 業 の 集 中 は 労働 需 要 の増 大 に よ る 高賃 金 を も
た らす 。 大 気 汚 染 や 水 質 の悪 化 、 騒 音 な どに よ る環 境 悪 化 が 加 速 され る。 分 業 が 過 度 に進 む 業 種 ・
業 態 の 変 化 が 遅 れ る。 同一 業 種 ば か りが集 積 して い る 地 域 で は 、異 業 種 や 新 しい 分 野 の情 報 が 入 り
づ らい 。
90小 林(2009)、山 田 ・徳 岡(2007)、水 岡(2002)、大 塚(2010)を参 照 した。
70
① 特徴 特化 型 産 業集 積 の優 位 性 の(Marsha11・Arrow・Romer)MAR型
特 定 の産業 に特化 し、 当該 産 業 に属 す る企 業 間で 情報 や 知識 がス ピル オ ーバ ーす る。 一
方 、地 域 にお け る激 しい競 争 は 、イ ノベー シ ョン に関す る外 部 効 果 の発 生 ・享 受 の可 能性
が限 定 され る議 論 も存在 す る。
②複 合 的 産業 集 積 の優位 性 の(Jacobs)ジェイ コブス型
異業 種 の 同時 存在 に よ る刺 激 か ら新 た な産 業 が生 み 出 され 、情 報や 知識 の産 業 間 のス ピ
ル オ ーバ ー を もた らす。MAR型 とジ ェイ コブ ス型 との論 点 は特定 の競 争 力 の あ る業種 の特
化 してい る こ とが望 ま しい のか 、 あ るい は多様 な業種 が集積 す る こ とが 望 ま しい の か とい
う点 が あ る。
③産 業 ク ラス ター論 に代表 され る ポー ター 型
ポ ー ター の産 業 ク ラス ター 論 は 、産 業集 積 に 関 して はMAR型を支 持 しっ っ 、地 域 内 の企
業 の集 積 に よって もた らされ る競 争 環境 がイ ノベ ー シ ョンの原 動 力 に な る と主 張 してい る。
ポー ター は集 積 形態 と して は必 ず しも専 門特化 の メ リッ トを主張 す る もので はな く、相 互
に連 関 した企 業 や研 究機 関 の地理 的 に近 隣 した集 ま りを ク ラス ター と定 義 して、 そ の 中で
の企 業 間の協 力 や競 争 の 関係 が企 業 の イ ノベ ー シ ョンに結 び つ くと考 えて い る。
本 稿 の分析 で用 い る 「広 が り」尺 度 を示 す 指標(特 化 係数)の 値 が大 きい か小 さいか は
該 当業 種 が特 化 してい るか多 角化 して い るか を表 して い る。 特 徴 特化 型 産 業集 積 の優位 性
のMAR型を よ り重 要視 して い る91。
4.3産業集 積 度 の指 標
小林(2004)は、加 工組 立型製 造 業 を対 象 に、地 域産 業集 積 の特化 一多 角化 の 状 況 を業
種細 分 類 デー タ に基 づ い て分 析 し、集 積 特 性 と成 長 力 の問 の 関連 を示 して い る。 この研 究
の うち、 多角 化 の指 標 は 、我 々 の分 析 対象 で あ る地域 要 因 を考 察 す る際 に も有 用 で あ る。
そ こで、 この多 角化 の指標 を我 々 の分析 に取 り込 ん でみ よ う。
まず 、 多角 化 の指 標 を我 々の モデ ル に沿 って再 定 義す る。
91以上の よ うな産業集積 論 の系譜 を踏 ま えて 、 中小企 業庁(2006)は、以下 の よ うに、産業集積 をタ
イ プ分け して いる。
①企業城 下町型集積(大 企業 に依 存す るタイプ)
②産 地型集 積(特 定業種 に依存 す るタイ プ)
③都 市型 複合集積(多 様 な業種 か ら構成 され るタイ プ)
④誘致型 複合集積(誘 致企業 に よって形成 された集積 タイプ)
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3砿 を'県 に お け る ゐ産 業 の 特化 係数 、 ゐ を産 業細 分 類 を表 す 添 え字 、 ノ襯を産 業 中分類
を表 す 添 え字 と し、Pは 付加 価 値 を、 刀は全 国 を意 味す る符 号 とす る。
㌃
転 一 鴇(8)
この細 分類 業 種特 化係 数 を 中分 類 毎 に以 下 の よ うに ま とめて、 各 中分類 業種 ご との集 積
を指 標 化 してみ る。
式(9)は 、各 中分 類 業種 ん に属す る細分 類 業種 ゐ の特化 係 数 の(1県 にお ける)平 均 値
を、式(10)は、 中分類 業 種 ん 内 の細分 類 業種 の散 らば りを示 す標 準 偏 差 δびを計 算 す る も





転 一 屠 転 一転 ア(1・)
この標 準偏 差 が 大 きい ほ ど、 あ る県 の あ る 中分 類 業種 の 中に さま ざまな細 分 類 業種 が 存
在 してい る こ とを示 し、逆 に、標 準 偏 差 が小 さい ほ ど、 中分類 に属す る細分 類 業種 の ば ら
つ きが小 さ く、 特 定 の細分 類 業種 に特化 して い る こ とを示 す もの と考 え よ う。
小林(2004)では 、集 積 水 準 と付加 価 値 の 増加 との 関連 につい て 、① 一般 機 械 は 多様 な
集積 が、 電気 機械 で は特化 した集 積 が 付加 価値 に好影 響 を及 ぼす。 ② 金 属製 品 と電 気機 械
は期 初 年 の集 積 水 準 が小 さい ほ うが付加 価 値 の伸 び 率 が高 い とい う結論 を得 てい る。 この
研 究 は 日本製 造 業 の 中で極 めて重 要 な業種 を ピ ックア ップ し、成 長力(付 加 価 値)と の 関
係 を分 析 す るこ とに は もち ろん 重要 な意 味が あ る。 しか し、 これ ら加 工 製 造業5業 種 は地
域 に よ り構 成 比 率 が異 な るた め、倒 産 の地 域 特有 要 因 と集積 度 の関係 を分析 す るに は物 足
りな い。
そ こで本 論 文 で は、 各都 道 府 県 にお ける 中分類 業 種す べ て の指標 を算 出 して、倒 産 の地
域 要 因 との 関連 分析 を試 み る こ と とす る。
第5節 デ ー タ
こ こで用 い るデ ー タ は以 下 の とお りで ある。
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経 済産 業省 『工 業統 計表 』、 産 業細 分類 別 統 計表 生 産額(経 済 産 業 局別 ・都 道 府 県別 表)
分析 期 間:2004年、2006年。
分析 対 象:47都 道 府 県。
こ のデ ー タ を も とに各 都 道 府 県 にお け る 中分 類 業 種 内 の細 分 類 業 種 の特 化 係 数 を求 め
(式8)、その結 果 を 中分 類 業種 毎 に ま とめて 、該 当 中分 類 内の細 分類 業 種 特化係 数 の標 準
偏 差 を計 算 した(式10)92。
これ に よ り、47都道府 県別 の 地域 特 有 の産 業集 積 の多 角 化度 が 明 らか にな る。
第6節 地域 要 因 と産業集 積 度 との 回帰 分析
6.1回 帰 分析 モ デル
この節 で は 、上記 で 計算 した産 業集 積 の多 角化 度 と倒 産 の 地域 要 因 との 関連 を次 のモ デ
ル で分 析 す る。
∫県 の 倒 産 の 地 域 要 因.R∫=1θ0+β1δ∫1+β2δ12一ト.ソθ24δ,24+ε1
こ こ に 、 δびは(10)式 で 算 出 さ れ た ∫県 ノ 中 分 類 産 業 の 標 準 偏 差(∫=1,2,.,47、
ノ=1,2,..,24)であ り 、161,β2..β24は回 帰 係 数 、 ε,は誤 差 項 で あ る 。
サ ン プ ル 数94、 説 明 変 数24、 した が っ て 、 自 由 度 は69の 回 帰 を 行 うこ とに な る。
6.2分 析 結 果
47都 道 府 県2004年 、2006年の倒 産 の 地 域 要 因 一R∫と地 域 産 業 集 積 多 角 化 度 と の 回 帰 分 析
結 果 は 表4-4の 通 りで あ る。
地 域 に よ っ て 産 業 構 造 が 違 うこ と は 、各 地 域 に 成 長 産 業 と衰 退 産 業 の 比 重 の 違 い が 存 在
して い る こ とを 意 味 す る 。そ して 、表4-4の 計 算 結 果 は 成 長 産 業 内 にお け る 多 角 化 が 倒 産
を 減 少 させ 、 衰 退 産 業 内 に お け る 多 角 化 が 倒 産 を増 加 させ る こ と を 示 唆 して い る 。
地 域 産 業 集 積 多 角 化 度 δびが 倒 産 要 因R,に プ ラ ス の 有 意 な影 響 を 与 え る 産 業 は 繊 維 産 業 、
92都道府 県の レベル では、デー タの秘匿値 が多数 存在 してい る。小林(2004)では、以 下の よ うに推
計 してい る。①該 当業種 にお け る全 国の1事 業所 あた り付加価値 を算 出す る。 ②都道府 県別 の全製
造業1事 業所 あた り付加価値/全国全製造 業の1事 業所 あた り付加 価値 の比 率 を算 出す る。③① に②
を乗 じ、 当該業種 の付加価値額 の推定値 を求 める。本稿 で は、製造 業のすべ ての細分類 の生産額デ
ー タを使 って計算 してお り、『工業統計表』で は秘 匿値が数多 く存在 してい るた め、すべ ての秘匿値
の代 わ りに推定値 を入れ る ことが適切 ではない。秘 匿値 を確認 した ところ、該 当業種 の事 業所数が
少 ないほか、事業所 が存在 していないケー スが多い ので、こ こでは 、『工業統 計表』のデー タ秘匿値
(生産額が ない部 分)を0で あ る と処理 す る。
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印刷 ・同関連 業 、 な め し革 ・同製 品 ・毛皮 製 造業 、 電気 機械 器 具製 造 業 で あ り、逆 に、 マ
イ ナ ス の有意 な影 響 とな っ てい る産 業 は 、プ ラスチ ック製 品製 造 業 、情 報通 信機 械 器 具製
造 業 、電 子部 品 ・デ バ イ ス製 造 業 で あ る。 これ はす な わ ち、衰 退 産 業 の多 角化 が 多 くの地
域倒 産 を もた らす こ とに対 し、成 長 産 業 にお ける多 角化 が進 んで い る地 域 ほ ど倒 産 が少 な
い こ とを意 味 して い る もの と解釈 し うるで あ ろ う。
経 済産 業省 の製造 産 業 局繊 維課 の統 計 に よ る と、 日本 の繊 維 産 業 の製 造 品 出荷額 は ピー
ク時 の3分1ま で減 少 、 国 内総 生産 、就 業 者数 とも経済 全 体 に 占め る割 合 が低 下す る一 途
で あ る93。繊維 産 業 は国 内産 業 空 洞化 の進 行 が 著 しい 業種 で あ り、 特 に衣 服 の縫 製 な どは
アジ ア、特 に 中国 に生 産移 転 し、輸 入超 過 状 態 が続 い て い る。安 価 な輸 入 品 の流 入 な どで 、
海外 製 品 と競 合 す る多 くの 中小企 業 は厳 しい 経営 環 境 に あ り、海 外移 転 、 国 内事 業所 閉鎖
が増 加 して い る と考 え られ る。倒 産 の地 域要 因R、と繊維 産 業集 積 多 角角 の回帰 係 数 は プ ラ
スの符 号 を持 ち、5%水準 で有 意 とな って い る。
印刷 産 業 は、製 造 業 の 「印刷 ・同 関連 産 業 」 に組 み 入 れ られ 、 さ らに 「印刷 業 」 「製版
業 」 「製 本 業 、印刷 物加 工業 」 「印刷 関連 サー ビス業 」 に細 分化 され てい る。 印刷 業界 も ピ
ー クを過 ぎ 、減 少 の一 途 を た どる衰 退 産業 で あ る。繊 維 産 業 と同 じよ うに回帰係 数 の符 号
はプ ラ スで あ り、1%の水 準 で有意 で あ る。 厳 しい価 格 競争 に追 い込 まれ る 中で 、通販 の ビ
ジネ スが価 格 を さ らに押 し上 げ 、 タブ レ ッ ト端 末 や 電子 書籍 な どの普 及 に よって 、 印刷 物
へ の需 要 も少 な くな って い る。
さ らに、 な め し革 ・同製 品 ・毛皮 製 造業 も海 外 か らの輸 入 の増加 に伴 って 、国 内 出荷 額
が減 少 して い る。 毛皮 関連 産 業 が一 部 の地 域 に偏 在 し、そ して零 細企 業 が 多 く存在 して い
る特徴 が あ り、 な め し工程 にお け る有 害化 学物 質 の問題 な どで海 外移 転 させ られ るケー ス
も少 な くな い。 回帰 係 数 の符 号 は プ ラス で あ り、1%水準 で有 意 とな ってい る。
例 え ば、大 阪 の場合 、2008年大 阪港 取 扱 貨物 量 を見 る と、輸 入 品 目の第1位 は 「衣服 身
の回 りの品」、第2位 は 「電気機 械 」で あ る。か つ て大 阪 は東洋 のマ ンチ ェス ター とい われ
るま で に繊 維 産 業 が盛 ん で あ り、高 度成 長 期 の輸 出品 目の第1位 は繊 維 製 品 で あ った こ と
や2000年以 降の 関西 家 電 メー カ ー にお け る 中国現 地 生産 化 の進 展 な どを考 え合 わせ る と、
かつ て の主要 輸 出 品 目が現 在 で は主 要 な輸 入 品 目に大 き く変化 して い る こ とが分 か る94。
電気 機械 器 具 製造 業 の 回帰係 数 もプ ラスの符 号 で あ り、1%水準で 有意 とな っ てい る。 こ
れ は 日本 経済 の牽 引役 で あ った 国 内電機 業 界 の不 振 が鮮 明 にな った こ とを反 映 して い る も
93経 済 産 業省(2010)を 参 照 。
94桑 原(2010)p.5を参 照 。
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の と考 え られ るだ ろ う。パナ ソニ ックは2013年3月 期 連結 決 算 の業 績予 想 を大幅 に下方 修
正 し、純 利 益 を当初 の プ ラス500億 円の黒 字 か ら、2年 連 続 の 巨額 赤 字マ イ ナ ス7650億円
に引 き下 げ た。経 営再 建 中の シ ャー フ゜ も当初 予想 のマ イナ ス2500億か ら過 去最 大 とな るマ
イ ナ ス4500億円で あ る と発 表 した。この 両者 に限 らず 、家 電 業界 は一様 に長 引 く円高 の影
響 に もよっ て、 赤字 に陥 っ てお り、 厳 しい価格 競 争 に さ らされ る電機 業 界 の収 益悪 化 は深
刻化 して い る。 これ らの家 電 大 手企 業 の不 振 が家 電 関連 の さま ざま に多 角化 した 下請 中小
企 業 の連 鎖 的 な倒産 を 引き起 こ してい る と考 える こ とがで き よ う。
逆 に、成 長 産 業 が倒 産 を減 少 させ る産業 は以 下 の よ うで ある。
プ ラ スチ ック製造 業 、情 報 通信 機 械器 具 製 造業 、 電子 部 品 ・デ バ イ ス製 造業 は 、 国際 的
に高 い技術 力 を保 持 して い る業種 で あ る。以上 の3業 種 の 多角 化度 と倒 産 の地域 要 因 瓦 と
の回帰 係数 はす べ てマ イ ナ スの符 号 で あ り、5%水準 で 有意 とな って い る。
プ ラ スチ ック製造 業 は精 密機 器 、 自動車 、化 学 、 医療 機器 ・食 品製 造機 械 お よび一 般 産
業機 械 用 の高 機 能性 プ ラスチ ック ・樹脂 部 品 を作 って い る場合 が ほ とん どで あ る。 あ らゆ
る製 造 品の生 産 活動 に欠 かせ な い素材 で あ り、技 術 力 に よ って支 え られ て い る性格 が強 い
産 業 で あ る。
ITの普及 に伴 っ て企 業 の経 営環 境 も大 き く変 化 す る。情 報 通信 業 も近 年 開業 率 が 高 くな
って い る と とも に、受 託 開発 ソフ ト業 、スマ ー トフ ォ ン利 用者 の増加 に よ る携 帯 電話 事 業 、
映像 や 音 響 な どの情 報 通信 機 械器 具 へ の需 要 も拡 大 してい る。 企 業 の財務 ・会 計 だ けで は
な く、在 庫管 理 や 生産 、物 流 な どの領 域 で も情 報 通信 技 術 を導 入 してい る企 業 は 多 い。企
業 ご とに業務 が異 な るた め 、オ ー ダー メイ ドで 自社 に適 合 す る情 報 シ ステ ム の開 発 を発 注
す る企 業 も少 な くない。 そ うした需 要 の増加 が業 況 の好 調 につ なが る。
情報 家 電化 、ブ ロー ドバ ン ド化 、 ワイ ヤ レス化 、 デ ジ タル 放 送 の普 及 な どは製造 業 の 中
核 の 一つ で あ る電子 部 品 ・デ バ イ ス 産業 製 品へ の需 要 を押 し上 げ る95。電 子 部 品 ・デバ イ
スは情 報 家電 の ほか、 自動 車 、 ロボ ッ ト、医療 、エ ネル ギー な どの分 野 電子 制御 に も広範
的 に使 用 され てい る。 特 に携 帯電 話 、 スマ ー トフ ォ ンの利 用者 の急増 に伴 い、 それ らの た
めの部 品や素 材 へ の需 要 が増加 してい る。 先進 国 は言 うま で もな く、 中国や イ ン ドな どの
95日 本 総 研(2011)に よ る と、 電 子 部 品 ・デ バ イ ス 製 造 業 の 出 荷 額 内訳 は 国 内 向 け の 出 荷 額 は2007年
ま で 、 輸 出 向 け の 出 荷 額 は2008年 ま で顕 著 に 伸 び た こ と に対 し、 そ の 後 、 国 内 向 け は ほ ぼ横 ば い 、
東 北 大 震 災 の影 響 もあ り、輸 出 向 け は2010年 を ピー ク に 失 速 して い る。 内 閣 府 は電 子 部 品 ・デ バ イ
ス 工 業 生 産 の 回 復 が 弱 い 背 景 に は 、 電 子 部 品 お よ び 半 導 体 に お け る 世 界 全 体 の 需 要 の 弱 み が あ る と
指 摘 して い る(http://www5.cao.go.jp/keizai3/shihyo/2011/0822/1005.html)。こ の 点 に つ い て は 、
引 き続 き 注 目す る 必 要 が あ る。
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発展 途 上 国 に は大 き な潜在 市 場 が存 在 す る。IT関連 製 品の 生産構 造 の 中で 、最 終財 の最 大
の輸 出相 手 国 は 中国 で あ る。 中国 に部 品や 素材 を供 給 して い るのは韓 国や 台湾 で あ る。 日
本 は韓 国や 台湾 に よ り高度 な部 品素 材 を供 給 してお り、 国際 間 の分 業構 造 にお い て 、川 上
部 分 を委 ね られ て い る と言 え る96。日本 の製 造 業 の 中 では 高 い技 術 力 に よ り国際競 争 力 を
まだ保 持 してい る業 種 で あ る と言 え る。
表4-4分 析 結 果
R2=0.542









































































































































注:1.***は 有 意 水 準1%、**は 有 意 水 準5%、
2.9～32は 産 業 分 類 コ ー ド で あ る 。
*は有 意 水 準10%。
96相 田(2012)、p.4を 参 照 し た 。
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第7節 ま とめ、 政策 的イ ンプ リケ ー シ ョンお よび課 題
7.1ま とめ
本 章で は倒 産 率 をモ デル 化 して 、地 域倒 産 率 を産 業構 成 要 因 と地域 特 有 要 因 に分解 した。
倒産 の産 業要 因 とは、 産業 構 成(言 い換 え る と、産 業 ご との事 業 所密 度 で あ る)が もた ら
す倒 産 を意 味す る。 倒 産 の地 域特 有 要 因 とは 、製 造 業 中分類 内 の広 が り度 を表 す産 業集 積
多 角化 度 指標 をは じめ と して、諸 々の 地域 特 有要 因が もた らす 倒 産 を意 味す る。
本 研 究 の独 自の特 徴 として、 以下 の二つ の 点 が あ る。
第1に 、地域倒 産 に影響 す る要 因 をモデ ル 化 し、47都道 府 県 の倒 産 率 を、倒 産 の 産業 要
因 と地 域 要 因 とに分 解 して類 型化 し、 各都 道府 県 にお け る倒 産 の特徴 を析 出 した。
第2に 、47都道府 県 にお け るすべ て の 中分類 業 種 に属 す る細分 類 業種 の特化 係数 を算 出
し、す べ て の 中分類 業 種 にお ける集 積 多角 化度 指 標 を求 めた。 先行 研 究 と比 べ て 、 よ り詳
しくまた 、広 範 囲 な分析 を行 うこ とが で きた。
分析 結 果 は以 下 の よ うに ま とめ られ る。
① 地 域 の倒 産 率 は産 業要 因 だ けで は説 明で き ない こ とが確 認 で き た。倒 産 率 の大小 に は地
域 特有 の要 因 が大 き く影響 して い る。
② 地域 倒 産 に影 響す る要 因 との相 関分析 を行 った結 果 は次 の よ うで あ る。規模 が小 さい企 業
(中小 零 細企 業)が 多 い ほ ど地域 倒 産 率 が高 くな る。 需 要 要 因 と して、 地元 の住 民 の可 処
分所 得/事業 所 数 の割 合 が 高い ほ ど、倒 産 を減 少 させ る効 果 が あ る。 事 業 コス トにつ い て
も、高い 地価 と高 い最 低賃 金 は倒 産 を増 加 させ る。自治 体施 策 と して、都 道 府 県財 政 お よ
び 市 区町村 財 政 の 商工 費 が増加 す る と、倒 産 率 は減少 す る。 さ らに、事 業所 税 が 高 くな る
と、倒 産 が増 加 す る。これ らの相 関分析 の結果 はす べ て妥 当な もの で あ り、本 論 文 で抽 出
した地 域倒 産 要 因R、の妥 当性 を示 す もので あ る と考 え られ る。
③ 次 に 、地 域倒 産 要 因R、と産 業集 積 多 角化 度 指 標 との 回帰 分析 を行 った。 衰 退 産 業 の多 角
化 が多 くの地 域倒 産 を もた らす の に対 し、成長 産 業 に お け る多角 化 は地 域倒 産 を減 少 させ
る効果 を持 つ。 地 域 の倒 産 要 因 一R、を押 し上 げ る衰 退産 業 は繊維 産 業 、 印刷 ・同関 連業 、
な め し革 ・同製 品 ・毛皮 製 造 業 、電 気 機械 器 具製 造 業 で あ り、 地域 の倒 産 要 因R、を押 し
下 げ る成長 産 業 は プ ラス チ ック製 品製造 業 、情 報 通信 機 械器 具 製 造業 、電 子部 品 ・デ バ イ
ス製 造 業 で あ る こ とが確 認 で きた。
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7.2政 策 的 イ ンプ リケー シ ョンお よび 課 題
以 上 の分析 結 果 か ら、政 策 的 なイ ンプ リケ ー シ ョン と して 次 の点 を指 摘 で き よ う。
地域 経 済 を考 える際 には 、地域 倒 産 問題 を切 り離 して論 じるこ とは で きな い。 地域 倒 産
に与 え る要 因 と して、 産 業要 因 だ けで は な く、地 域 要 因 も考慮 す べ き で あ る。 地 域 活性 化
や 産業 育成 とい う面 で産 業集 積 の役 割 が着 目され 、競争 力 を持 った 地域 集積 を形 成す る こ
とが地 域 経済 の回復 と地域 産 業 の活 性 化 に貢 献す る。成 長 産 業 は地 域経 済発 展 を促 進 し、
倒産 が少 な い。衰 退 産業 は倒 産 を もた ら し、社 会 に負 担 をか け る。 持 続 的 に 利 益 を 確 保
で き る 新 た な ビ ジ ネ ス モ デ ル の 構 築 が 不 可 欠 と言 え る 。 支 援 政 策 と し て 、 減 税
な ど の 優 遇 政 策 の 実 施 な ど に よ り活 力 の あ る 企 業 を 誘 致 す る こ と も 地 域 経 済 回
復 に 促 進 す る と考 え ら れ る 。
多大 な負 債 額 の倒 産 が頻 繁 に発 生 して い る 中、産 業集 積 の 問題 は 、地 域 の ア ンバ ラ ンス
や 地域 間の経 済 格差 の問題 と絡 み合 って 、 ます ます 重 要 な課題 とな る。 革 新 的 な企 業 を積
極 的 に評価 し、 適切 なサ ポー トを行 うこ とが 重要 で あ る。 産 業集 積 論 の第 一人 者 で あ る清
成 忠男(1997)は、 「我 が 国で は産 業集 積 解 体 が進 展 して い る」 とい う時代 認 識 を示 して
い る。 地 域活 性 化 のた めに は、 地域 内の需 要 と地 域 外 か らの需 要 、知 的集 積 か ら考 え る必
要 が あ る と指 摘 してい る。本 章 で は、47都道府 県 のす べ て の 中分 類 業種 にお け る集 積 多 角
化度 指 標 が倒 産 に与 え る影 響 を分 析 した。 以 上 の視 点 か ら考 える と、倒 産 の地 域 特性 を分
析す る こ とは重 要 な意 味 を持 ってい る。
本研 究 は東 京 商 工 リサー チ 編 『全 国企 業 倒 産 白書 』、総 務省 『事 業 所 ・企 業 統計 調 査 』
のデ ー タ を利 用 して分析 を進 めた。 デ ー タ ソー ス 間の 産業 分類 の整合 性 を取 るた めに 、総
務省 『事 業所 ・企 業統 計調 査 』 の分 類 デ ー タ を、東 京 商工 リサー チ 『全 国企 業倒 産 白書 』
の分 類 にあ わせ て 、再計 算 した。 しか し、『全 国企 業倒 産 白書』にお け る倒 産件 数 に関す る
業種 分 類 につ い て 、2003まで 内訳 と2004年以 降 の内訳 は異 な り、 なお か つ総 務 省 『事 業
所 ・企 業 統計 調 査』は2006年まで しかな いた め 、デ ー タ の利 用上 には2004と2006年以外
の年 を分析 す る こ とはで きなか っ た。 そ して、本 研 究 で使 用 してい る よ うな集 積 多 角化 度
指標 を さ らに構 築 し、倒 産 の地域 要 因 との関係 を考 える必 要 もあ ろ う。 地 域倒 産 に影 響 す
る要 因 は さま ざま で あ るが 、例 え ば、金 融 要 因 な どは こ こで は触 れ てい な い。 こ うした 点
が今 後 の課 題 と して残 され てい る。
少 子 高齢 化 の進行 に伴 い 、生産 年 齢 人 口の構 成 も大 き く変化 す る こ とが 予想 され る。 開
業 に おい て も、 既存 企 業 にお い て も、 これ か らの若 年層 採 用難 や 従 業者 の高齢 化 な ど と言
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った雇 用 面 の 問題 だ けで は な く、産 業構 造 の 変化 、 需要 の 変化 に も素 早 く対 応 す るこ とが
要 求 され る。 地 域活 性 化 の た めに は、 自立的 な発 展 が で き る産 業 群 の育 成 が必 要 で あ る。
産 地 の技術 、農 林水 産 品 、観 光 資源 な ど とい っ た地域 資 源 を掘 り起 こ し、新 た な商 品 ・サ
ー ビス を発 展 させ る 開業支 援 を行 う必 要 が あ る。
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付表4-1本 稿 で使 った 産業 分 類
産 業 分 類
産業大分類 製造業中分類
農 ・林 ・漁 ・鉱 業 飲食料品製造業
建設業 繊維工業 ・繊維製 品製造業
製造業合計 木材木製品製造業
電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・水 道 業 家具装備品製造業
情報通信業合計 パ ル プ ・紙 ・紙 加 工 品製 造 業
運輸業 印刷 ・同 関連 業
卸 売 ・小 売 業 化学工業 ・石油製 品製造業
金 融 ・保 険 業 プラスチ ック製品製造業
不動産業 ゴム製品製造業
飲食店,宿 泊業
な め し革 ・同製 品 ・毛皮 製 造
業
医療 ・福祉事業 窯業 ・土石製品製造業
教育学習支援業 鉄鋼業
複 合 サ ー ビス 業 非鉄金属製造業







第5章 結 び一 分析 の概 要 、政 策 的 なイ ンプ リケ ー シ ョンお よび 課 題一
本 研 究 は 、経 済活 性 化 の視 点 か ら、 企業 にお け る創 業 ・生 存 ・倒 産 とい うライ フス テー
ジに注 目 して分 析 を行 った。
5.1分 析 の概 要
本 研 究 の概 要 お よび 結論 は、 次 の よ うに ま とめ られ る。
第2章 「開業 」 の部 分 で は、 開 ・廃 業 面、 付加 価 値 お よび雇 用 面 か ら分析 し、新 規 開業
の重要 性 を検 討 した。 そ の上 で 、会 社 開業 、 自営業 者総 数(非 一 次 産業)及 び製 造 業 自営
業者 数 の変化 が どの よ うな要 因 に よ って決 定 され るの か につ いて 、先 行研 究 を踏 ま え、 資
金 要 因 ・人 的要 因 ・景気 要 因 に 関す る回帰 分析 を行 っ た。補 足 と して、 中小 企 業庁(2002)
の会 社 開業率 に関す る分析 のデ ー タ を延 長 し、再 考 した。 分析 結 果 は大 旨一致 して い る。
① 小 売 業や サ ー ビス業 の事 業所 数 が 大 きな割 合 を 占めて い る一方 、製 造 業付 加 価値 の比
重 が大 きい こ とが分 か った。 日本 経 済活 性 化 に は依 然 と して重 要 な役 割 を担 うもの で あ る
こ とを意 味す る。
② 新 規 開業 雇 用創 出が存 続 事 業所 の雇 用創 出 を大 き く上 回 っ てい るこ とか ら、新 規 開業
の経 済 活性 化 の効果 が大 き い こ とが分 か った。
③ 有 担保 貸 出金 比 率 お よび 商 業 用 地 地価 変 動 率 が 開 業 率 との問 に正 の相 関 関係 を持 つ
こ とが分 か っ た。
④ 製 造 業 自営 業者 数 増減 率 の分 析 結 果 は(非 一 次 産業)自 営業者 数 増減 率 の分析 と同 じ
傾 向 に あ る。
⑤ 会 社 開業 率 と実質 金利 に 関す る分 析結 果 は 、 中小企 業 庁 とは逆 にマ イ ナ スの相 関 関係
にあ る と示 してい る。 金利 が高 くな る と、資 金調 達 が難 しくな り、 開業 率 が低 下す る と考
え られ 、 この結 果 は常 識 的 見解 と一 致 してい る。
第3章 「生存 」 の部 分 で は、 中小企 業 庁 が経 済産 業省 『工 業統 計 表 』 を再 編加 工 した結
果 デ ー タ を利 用 した。前年 事 業 所数 を100として 、次 年 に存 続 してい る事 業 所 の割 合 を示 す
デ ー タ を再計 算 し、1984年～2000年まで の16年間 に開 業 した製 造 業 事業 所 の 開業 年 か らの
生存 率 を作成 した。 開業後 製 造 業事 業所 の全 事 業所 べ 一 ス、 会社 ベ ー ス、 個人 事 業所 べ 一
スの 生存 状況 を明 らか に し、開 業年 に よる生 存 率 の差 が存 在 す る こ とが確認 で きた 。
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中小 企 業庁(2006)は 「開業 した直 後 の企 業 は生 存 率 が低 く、そ の後 年 数 を重 ね るに従
って安 定 してい く」 とい っ た結果 を示 してい る。 本研 究で は 中小 企 業 のデ ー タ を再 計算 す
る こ とに よ り、 始 めて 開業 年 を基 点 とす る生 存 率 を明 らか に した。
① 会 社 べ一 スで も、 個人 事 業所 べ 一 ス で も、 開業3年後 の生存 率 が 高 い事 業所 は10年後
の生存 率 も高 く、会 社 ベ ー ス に比 べ 、個 人 事 業所 ベ ー スが か な り低 い生 存 率 に あ るこ とが
分 か った。会 社 ベ ー ス と比べ 、個 人事 業所 ベ ー ス の3年後生 存 率 と4年後生 存 率 の 間、4年後
生存 率 と5年後 生存 率 の問 に は大 き な乖離 が見 られ た。 開業 後5年 を経過 して か らの個 人 事
業所 は生 きてい く比 率 が 高い傾 向 に あ るが、開業後3年 を経 って も、4、5年目を迎 え る こ と
はか な り難 しい こ とが読 み とれ る。
② 金 融 な どの面 の創 業支 援 策 が行 わ れ た年 に 開業 され た 事 業所 の生 命 力 が強 く、発 足年
に よ り生 存状 況 が大 き く違 うこ とが分 か った。 創 業 支援 策 の重 要性 も示 唆 してい る。
③ 外 国にお け る創 業 後企 業 の 生存 率 と比 較す る と、 日本 は低 い レベ ル にあ り、低 さが 突
出 してい る こ とが 明 らか とな った。
こ こで は他 の業種 に 関す る検討 はで きなか っ た。 経 済産 業省 「企 業活 動 基本 調 査 」 は全
数調 査 か っ毎 年 実施 され るもの の、 調 査対 象 が会 社企 業 に限 定 され てい るだ けで な く、 従
業者50人以上 かつ 資本 金(又 は 出資 金)3000万円以 上 の規模 を満 た す ものに 限定 され るた
め、小 規模 の多 い 開業 企 業 の経年 生 存 率 を観 察す るた め には適 切 と言 え ない だ ろ う(従 業
者50人以 上 もの規模 で創 業 す る企 業 はまれ で あ る)。現行 の統計 制 度 で は、創 業 後 の生存 率
は製 造 業 しか分 析 で きな い のが 実情 で あ る。
第4章 「倒 産 」 の部 分 で は、倒 産 率 をモデ ル化 して 、地 域倒 産 率 を産 業 構成 要 因 と地 域
特有 要 因 に分 解 した。倒 産 の産 業要 因 とは、産 業 構成(言 い換 え る と、 産 業 ご との事 業 所
密度 で あ る)が もた らす倒 産 を意 味 す る。 倒産 の地域 特 有 要 因 とは 、製 造 業 中分類 内の 広
が り度 を表す 産 業集 積 多角 化 度指 標 をは じめ と して 、諸 々 の 地域 特有 要 因 が もた らす倒 産
を意 味す る。
本 研 究 の独 自の特 徴 として、 以下 の二つ の 点 が あ る。
第1に 、地域倒 産 に影響 す る要 因 をモデ ル化 し、47都道 府 県 の倒 産 率 を、倒 産 の 産業 要
因 と地 域 要 因 とに分 解 して類 型化 し、 各都 道府 県 にお け る倒 産 の特徴 を析 出 した。
第2に 、47都道府 県 にお け るすべ ての 中分 類 業種 に属す る細分 類 業種 の特化 係数 を算 出
し、す べ て の 中分類 業 種 にお ける集積 多角 化度 指 標 を求 めた。 先 行研 究 と比べ て 、 よ り詳
しくまた 、広 範 囲 な分析 を行 うこ とが で きた。
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分析 結果 は以 下 の よ うに ま とめ られ る。
① 地 域 の倒 産 率 は産 業要 因だ け で は説 明で きない こ とが確 認 で きた。倒 産率 の 大小 には
地域 特 有 の要 因が 大 き く影 響 してい る。
② 地 域倒 産 に影響 す る要 因 との相 関分析 を行 った 結果 は次 の よ うで あ る。 規模 が小 さい
企 業(中 小零 細 企業)が 多い ほ ど地 域倒 産 率 が高 くな る。 需 要要 因 と して 、地 元 の住 民 の
可 処分 所 得/事業所 数 の割合 が高 い ほ ど、倒 産 を減 少 させ る効果 が あ る。事 業 コス トにつ い
て も、高 い地 価 と高い 最低 賃 金 は倒 産 を増加 させ る。 自治 体施 策 と して 、都 道府 県財 政 お
よび市 区町村 財 政 の商 工費 が増加 す る と、倒 産率 は減 少 す る。 さ らに、 事 業所 税 が高 くな
る と、倒 産 が増加 す る。 これ らの相 関分析 の結 果 はすべ て 妥 当 な もので あ り、 本論 文 で抽
出 した地 域倒 産 要 因R,の妥 当性 を示 す もの で あ る と考 え られ る。
③ 次 に、地 域倒 産 要 因R、と産 業集 積 多 角化 度 指標 との回帰 分析 を行 っ た。衰 退 産 業 の多
角化 が多 くの地 域倒 産 を もた らす の に対 し、成 長 産 業 にお ける多 角化 は地域 倒 産 を減 少 さ
せ る効 果 を持 つ。 地 域 の倒 産 要 因 瓦 を押 し上 げ る衰 退 産 業 は繊 維 産 業 、 印刷 ・同 関連 業 、
なめ し革 ・同製 品 ・毛皮 製 造 業 、電 気機 械 器 具製 造 業 で あ り、地域 の倒 産 要 因 瓦 を押 し下
げ る成 長 産業 はプ ラ スチ ック製 品製 造 業 、情報 通 信機 械 器 具製 造 業 、電 子部 品 ・デ バ イ ス
製 造業 で あ る こ とが確認 で きた。
5.2政策 的 なイ ンプ リケー シ ョン
第1に 、 グ ローバ ル 経 済化 の 中 で、 個人 企 業 が革 新 に対 応 で き ない ケー ス が多 い 背景 の
下 で は、 個人 企 業支 援 と とも に、会 社 開業 の 共 同 出資 、広 い人 脈 な どの利 点 を うま く発 揮
させ る提案 や 開業潜 在者 の育 成 が重 要 な課 題 とな る。 個 人企 業が減 少 し、会 社 の 比重 が 増
加 してい る中、 集 団 と して の会社 、個 人 と して の 自営業 、 開 業形 態 の違 い に よ り、 開業 支
援策 を分 けて考 える必 要 が あ るだ ろ う。 本 章 の分 析 結果 で は、会 社 開業 にお いて も個 人 企
業 開業 にお い て も資 金 要 因 が重 要 な要 因 で あ り、資金 調 達 に苦 しめ られ るケー ス が多 い こ
とが 明 らか に なっ てい る。 開業形 態 別 の支 援 策 を打 ち出す ととも にそれ に対応 す る資金 援
助策 に取 り組 む べ きで あろ う。 そ して、 自営 業者 の収入 が被雇 用 者収 入 に対 して相 対 的 に
低 下 して い る背 景 の下 、個 人 企 業 が減少 して い る状 況へ の 対策 も これ か らの課題 で あ る と
考 え られ 、 そ の対策 も必要 で あろ う。
第2に 、 開業 年 に よ り生存 率 の差 が 存在 す る こ とが 明 らか に なっ た。 創 業支 援 策 が 実施
され た年 に 開業 した事 業所 の生存 率 が 全体 的 に高 い傾 向 に あ り、 創 業支 援 策 の重 要性 を示
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唆 してい る。 この 点 は企業 退 出 お よび 生存 に関す る研 究 の ヒン トを与 え る と言 え る。 開業
年 に よる開業 率 だ けで は な く開 業企 業数 の違 い を考慮 す る必 要 もあ ろ う。外 国 と比 べ る と、
日本 の 開業後 企 業 の生 存率 が きわ めて低 い こ とが 明 らか にな って い る。 この 点 か ら考 え る
と、 日本 は外 国の進 んで い る経 験 を学 ぶべ きで あ ろ う。 外 国で成 功 した経 験 を積 極 的 に取
り入 れ 、 日本 の市場 に合 う創 業支 援 策 を作 り出す こ と も一 つ の提 案 で あ る。 例 えば 、創 業
意欲 を 引 き出す には教 育段 階か ら創 業 を身 近 な もの と感 じさせ る こ と、 今後 コ ンサル テ ィ
ン グ、セ ミナ ー 、ネ ッ トワー ク作 り とい った ソフ ト面 を さらに充 実 させ 、整 備 され たハ ー
ドを生 か す こ とが これ か らの重 要 な課題 とな ろ う。 経 済 を活性 化 させ るには 開業 を増 や す
こ とが望 まれ る。経 済 が活 性 化す れ ば、 開業 率 が高 ま る とい う面 もあ る。 開業 前や 開業 後
の支 援 策 は もち ろん、若 者 に教 育段 階 か ら創 業へ のプ ラス の イ メー ジ を植 えつ け るこ とも
重 要 な課題 で あ る。 若者 の創 業意 欲 を引 き 出す だ けで は な く、チ ー ム ワー クや 責任 感 な ど
を持 たせ る こ とは創 業 に も創 業後 の企 業生 存 に も役 立つ で あろ う。 外 国 の進 ん でい る経 験
を学 び なが ら、若 者 に起業 家 精神 を持 たせ て行動 させ る支 援 策 を構 築 してい くこ とが望 ま
れ る。
第3に 、地 域 経 済 を考 え る際 に は、 地域 倒 産 問題 を切 り離 して論 じる こ とはで き ない。
地域 倒 産 に与 え る要 因 と して、 産業 要 因 だ けで は な く、地 域 要 因 も考慮 す べ きで あ る。 地
域活 性 化 や産 業 育成 とい う面 で 産業 集積 の役割 が着 目され 、 競争 力 を持 った 地域集 積 を形
成す る こ とが地 域経 済 の 回復 と地域 産 業 の活性 化 に貢献 す る。 成 長 産業 は地域 経 済発 展 を
促進 し、倒 産 が少 な い。 衰 退 産業 は倒 産 を もた ら し、社 会 に負 担 を か け る。 持 続 的 に 利
益 を 確 保 で き る 新 た な ビ ジ ネ ス モ デ ル の 構 築 が 不 可 欠 と 言 え る 。 支 援 政 策 と し
て 、 減 税 な ど の 優 遇 政 策 の 実 施 な ど に よ り活 力 の あ る 企 業 を 誘 致 す る こ と も 地
域 経 済 回 復 に 促 進 す る と考 え られ る 。 地域 の経 済成 長 お よび発 展 に とって 、産 業集 積
が もた らす外 部 経 済 は、産業 の競争 力 を強化 す る とい う意 味 で不 可欠 な要 素 とな ってい る。
企 業 間連携 とイ ノベ ー シ ョン誘 発 の場 と して の産 業集 積 の役 割 が 地域 経 済 の再 生 と地 域 経
済活 性 化 の貢 献 が大 き く期 待 され る ところで あ ろ う。
多 大 な負 債 額 の倒 産 が頻 繁 に発 生 して い る 中、産 業集 積 の 問題 は 、地 域 の ア ンバ ラ ンス
や 地域 間の経 済 格差 の問題 と絡 み合 って 、 ます ます 重 要 な課題 とな る。 革 新 的 な企 業 を積
極 的 に評価 し、 適切 なサ ポー トを行 うこ とが 重要 で あ る。 産 業集 積 論 の第 一人 者 で あ る清
成 忠男(1997)は、 「我 が 国で は産 業集 積 解 体 が進 展 して い る」 とい う時代 認 識 を示 して
い る。 地 域活 性 化 のた めに は、 地域 内の需 要 と地 域 外 か らの需 要 、知 的集 積 か ら考 え る必
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要 が あ る と指 摘 してい る。本 章 で は、47都道 府 県 のす べ て の 中分 類 業種 にお け る集 積 多 角
化度 指 標 が倒 産 に与 え る影 響 を分 析 した。 以 上 の視 点 か ら考 える と、倒 産 の地 域 特性 を分
析す る こ とは重 要 な意 味 を持 ってい る。
5.3課 題
「開業 」に 関す る第2章 で は、産業 集積 、地 域別 、個 人能 力 な どの要 因 に触れ なか っ た。
説 明変 数 の'-1期デ ー タ を利用 して 分析 して きた が 、四寺期 の影 響 も考 え る必 要 が あ るだ ろ
う。 説 明変数 の有担 保 貸 出金 の 内生 バ イ アス 問題 の有無 につ いて も考 慮 す べ きで あ ろ う。
今 後 の課題 と した い。 開業 支 援策 に 関わ る問題 も今 後 の課題 で あ る。
「生 存 」 に 関す る第3章 で検討 した開 業後 企 業 の生 存 率 に影響 す る要 因 につ いて 、創 業
支援 策 以 外 に は、 開業 の規 模 性 、生 ま れ る時 の有 利 さ、恵 まれ る環境 な ど も考 え られ 、 こ
の問題 の解 明 は今後 の課 題 と したい 。 デ ー タの制 約 が あ るが 、生 存 率 の低 い要 因 を産 業 別
に詳 細 な分析 に よって解 釈 す る こ とが 望 まれ る。 開業年 に よ る開業 率 だ けで は な く開業 企
業数 の違 い 、景 気状 況 な ども さらに考 慮す る必要 も あろ う。
第4章 「倒 産 」 の部 分 に は、 デー タ ソー ス整 合 性 の 関係 上 で2004年と2006年以 外 の年
は分 析 で き な かっ た。 そ して、本 研 究 で使 用 してい る よ うな集 積 多 角化 度 指標 を さらに構
築 し、倒 産 の地 域要 因 との 関係 を考 え る必 要 もあ ろ う。 地 域倒 産 に影 響 す る要 因 は さま ざ
まで あ るが 、例 えば、 金融 要 因 な どは ここで は触 れ て い ない。 こ うした 点 が今 後 の課題 と
して残 され てい る。
本 論 文 は企 業 の ライ フステ ー ジ の 「開業 」 「生存 」 「倒産 」 を検討 した。 「開業 」で は、金
融 要 因 の重要 性 、 「生 存 」 で は、 開業 後企 業 の生存 率 が低 い 、 国 際的 に も低 い水 準 に あ り、
出発 年 に よ り生 存率 が違 うこ と、「倒 産 」で は、倒 産 率 をモデ ル化 した上 、地 域倒 産 要 因 と
産 業集 積 多角 化 度 との回 帰分 析 を行 った。 克 服 で きな か った課 題 もい くつ か残 され てい る
が、今 後 さ らな る努 力 を通 じて補 完 して い きた い。
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